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はじめに 

 

 

 

 本事後調査結果中間報告書（工事中）は、「空見スラッジリサイクルセンター（仮称）建設

事業に係る事後調査計画書（工事中）（下水道終末処理場の建設）」（平成21年 1月 名古屋

市上下水道局）に基づき、事後調査結果（工事中）の中間報告を行うためのものである。 

本報告書は、平成27年 1月末までの調査結果を基に、第1期工事の事後調査結果をとり

まとめたものである。 
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第１章 事業者の氏名及び住所、対象事業の名称 

１ 事業者の氏名及び住所 
事業者名：名古屋市上下水道局 

代 表 者：名古屋市上下水道局 局長  小林 寛司 

所 在 地：名古屋市中区三の丸三丁目１番１号 

 

２ 対象事業の名称及び種類 
名 称：空見スラッジリサイクルセンター建設事業 

種 類：下水道終末処理場の建設 

 

第２章 対象事業の目的及び内容 

１ 対象事業の概要 
１-１ 対象事業の目的 

本事業は、下水道終末処理場（汚泥処理施設）の建設を目的とする。 

 

１-２ 事業の内容 

（１）事業予定地の位置及び面積 
ア 位置  名古屋市港区空見町１番地の５（図 2-1 参照） 

イ 面積  約 16ha 

 

（２）事業計画の概要 

第１期工事の土木・建築工事は本施設全体の 1/2 規模の施設を対象とし、敷地全体

の造成及び管理棟などの供用施設の建設を含むものである。また、第 1 期工事の設備

工事は本施設全体能力の 1/4 規模の施設が対象である。 

第 2期工事以降は事業着手から概ね 20年程度を目途に汚泥量の増加に合わせて、

本施設全体能力の 1/4 規模を超えない範囲で段階施工を行う計画である。 

 

ア 施設規模と形式 

① 計画汚泥量 

日平均 ：本施設全体供用時 20,000m3/日（日最大：27,000m3/日） 

  第 1 期施設供用時  5,000m3/日（日最大： 6,750m3/日） 

汚泥処理方式： ベルト濃縮機※1 － スクリュープレス脱水機※2  － 流動焼却 

                            遠心脱水機※3 

② 焼却規模と形式 

形  式 ：流動焼却炉 

焼却能力 ：本施設全体供用時 1,600t/日（200t/日×8 炉） 

 第 1 期施設供用時   400t/日（200t/日×2 炉） 

煙  突 ：高さ 80m（内筒 4 本、外筒１本） 

灰発生量※4 ：本施設全体供用時 約 60t/日  セメント原料等 

 第 1 期施設供用時 約 15t/日  へ有効利用 

 

 

 

※1 ベルト濃縮機 ：走行している金属ベルト上に汚泥を投入して、重力ろ過により固液分離する濃縮機。 
※2 スクリュープレス脱水機 ：円筒状のスクリーンとスクリュー羽根から構成され、スクリュー羽根の圧搾とせん断力により脱水する脱水機。 
※3 遠心脱水機 ：高速回転するボウル内に汚泥を供給し、遠心力を利用して脱水する脱水機。 
※4 灰発生量 ：汚泥が焼却されると約30％の無機分が灰となって発生する。 

  （本施設全体供用時 20,000m2/日×1/100(汚泥濃度 1.0％)×30/100(無機分30％)＝60t/日） 
 （第1期施設供用時  5,000m3/日×1/100(汚泥濃度 1.0％)×30/100(無機分30％)＝15t/日） 
  （第1期施設供用時  5,000m3/日×1/100(汚泥濃度 1.0％)×30/100(無機分30％)＝15t/日） 
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③ 返流水処理施設 

処理方式 ：凝集沈殿法※5 （処理水は宝神水処理センターへ送水） 

返流水処理能力 ：本施設全体供用時 33,000m3/日（日最大） 

第 1 期施設供用時  8,250m3/日（日最大） 

 

④ し渣・沈砂洗浄棟 

し渣洗浄能力 ：本施設全体供用時  3,000t/年 

沈砂洗浄能力 ：本施設全体供用時 12,000t/年 

 

し渣は、産業廃棄物として廃棄物の処理及び清掃に関する法律の関係法令を

遵守し、処分する計画である。沈砂は埋め立て材などに有効利用する計画である。

なお、宝神水処理センターで稼働している既存のし渣、沈砂洗浄施設の耐用年数

を考慮して新設する。 

 

 

 

※5 凝集沈殿法 ：凝集剤により汚濁物質を沈殿除去する方法。 
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図3-5-1　事業予定地の位置1 : 25,000

0m 15001000500

事業予定地

学区界

学区界

稲永学区

野跡学区

図 2-1 事業予定地の位置 
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イ 施設概要 

施設の概要は表 2-1 に示すとおりである。 

施設は、機能毎に別棟とし、受泥棟、汚泥棟、焼却炉棟、返流水処理施設、管理棟、

受電棟を建設した。なお、し渣・沈砂洗浄棟及び熱利用棟は今後建設する計画であ

る。 

汚泥焼却から発生する熱は、場内で利用するとともに、将来の利用用途を検討し、

熱の有効利用を図ることとする。 

なお、し渣・沈砂洗浄棟のみ昼間運転とし、それ以外の施設は 24 時間稼働とする。 

 

表 2-1 施設の概要 

名  称 施設の概要 
施設の形状・寸法 

第 1 期施設供用時 本施設全体供用時 

受泥棟 汚泥の受入、貯留を行う施設 
平面：52m×46m 

高さ：13m 

平面：91m×46m 

高さ：13m 

第 1 汚泥棟 汚泥の脱水などを行う施設 平面：118m×40m、高さ：25m 

第 2 汚泥棟 同上 － 
平面：118m×40m 

高さ：25m 

第 1 焼却炉棟 脱水汚泥を焼却する施設 
平面：59m×95m 

高さ：25m 

平面：110m×95m 

高さ：25m 

第 2 焼却炉棟 同上 － 
平面：110m×95m 

高さ：25m 

返流水 

処理施設 
返流水を凝集沈殿法により処理する施設 

平面：30m×83m 

高さ：6m(地下 12m) 

平面：56m×83m 

高さ：6m(地下 12m) 

受電棟 本施設の受電を行う施設 
平面：31m×24m 

高さ：15m 

平面：31m×53m 

高さ：15m 

熱利用棟 焼却廃熱を利用する施設 － 
平面：51m×29m 

高さ：18m 

し渣・沈砂 

洗浄棟 

本施設及び各水処理センター等から発生

するし渣・沈砂を洗浄・脱水する施設 
－ 

平面：110m×39m 

高さ：17m 

管理棟 本施設の運転管理を行う施設 平面：30m×17m、高さ：11m 

 

ウ 施設配置 

施設配置は図 2-2(1)～(2)に示すとおりである。 
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Ｎ 

緑 地 

緑 地

緑 地 

緑 地

S=1/5000 

煙突

約240m

※造成工事は敷地全体に対して行う 

※第1焼却炉棟は基礎工事を全体に対して行う

※機械電気設備は全体の1/4規模を整備する 

管理棟受電棟 第1汚泥棟
（濃縮・脱水）

受泥棟
（汚泥受入） 
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返流水 
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駐車場
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（焼却・排ガス処理）

 

図 2-2(1) 第１期施設配置計画 
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図 2-2(2) 全体施設配置計画 

 

し渣・沈砂洗浄棟 

：緑地（緑化率約 20%以上）

：緑地（緑化率約 30%以上）
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 Ｎ 

S=1/5000 
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緑

地 
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緑 地
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緑 地 
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処理施設 
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し渣 
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沈砂 

洗浄棟
第2焼却炉棟

（焼却・排ガス処理）

宝神水処理センター

汚泥 
排ガス 

返流水（高濃度）
返流水（低濃度）

管理棟

駐車場

エ 汚泥処理フロー 

汚泥処理フローは図 2-3 に示すとおりであり、汚泥、排ガス及び返流水系統は図

2-4 に示すとおりである。 
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返流水処理 
返流水（宝神水処理センターへ送水）

汚泥 ：汚泥輸送管で輸送された各水処理センターで発生した汚泥。 
返流水(高濃度) ：濃縮や脱水処理により発生する高濃度な排水。 
返流水(低濃度) ：本施設内で発生する雑排水などの低濃度な排水。 
機械濃縮 ：汚泥を機械により強制的に濃縮する。 
機械脱水 ：濃縮した汚泥を機械により脱水し、後段の焼却効率を高める。 
焼却 ：脱水した汚泥を焼却により減量化及び質的安定化させる。 
集塵 ：焼却により発生した排ガス中のばいじんを除去する。 
排ガス処理 ：焼却により発生した排ガス中の有害物質を除去する。 
返流水処理 ：汚泥処理過程で発生した返流水を宝神水処理センターで処理可能な水質まで処理を行う。 
し渣・沈砂洗浄 ：汚泥処理過程で発生したし渣、沈砂及び各水処理センター等で発生し、本施設に運搬したし渣、沈砂

の洗浄脱水を行う。 

し渣・沈砂洗浄 し渣・沈砂（資源化等）し渣･沈砂

汚 泥 
煙 

 
突 

汚泥
排ガス 
返流水 
し渣・沈砂

返流水
（低濃度）

返流水（高濃度）

図 2-3 計画処理フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-4 汚泥、排ガス及び返流水の計画系統図 

 

し渣・沈砂洗浄棟
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オ 緑化計画 

緑化にあたっては、樹種の選定に際しては周辺に存在する潜在自然植生に配慮し

た緑化を行うとともに、事業予定地内及びその周辺に現在生息している動物が、引き

続き生息できるような環境を創出することに配慮するなど、具体的な緑化計画の策定に

あたっては、以下に示すコンセプトを基本にすすめる。 

なお、第 1 期施設供用時において、主に敷地周囲 20m を緑化し、敷地面積の 20％

以上（本施設全体供用時では約 30％）を緑地とする。緑地の配置計画は、図 2-2(1)、

(2)に示したとおりである。 

 

【周辺環境への配慮】 

・ 施設内の緑化推進により、ヒートアイランドの抑制に努める。 

・ 「名古屋港景観基本計画」の港湾景観形成の基本方針にもある“まちや既存の緑地

との一体化に配慮”を意識し、広域的な観点から、将来的な緑化ベルトにも対応でき

るよう、本施設内の緑化についてもできる限り連続性を持たせた配置を目指す。 

・ 自然環境保全の観点から、植栽種の選定にあたっては、外来種を避け、周辺に存在

する潜在自然植生の樹種を基本に検討をすすめるとともに、その整備についても維

持管理まで含めた長期的な視点に立ち、動物や植物の多様性を踏まえ生態系の維

持にも配慮した緑化計画をすすめる。 

 

【生き物とのかかわり】 

・ 事業予定地内及びその周辺に現在生息している動物が、引き続き生息できるような

環境を創出し、その保全に努める。 

 

【人の交流】 

・ 来訪者が気軽に利用でき、緑を通じて訪れる人々に対して安らぎを与えるような緑地

の配置や機能を持たせる。 

 

カ 雨水排水計画 

事業予定地内に降った雨水は側溝で集水し、表 2-2 に示す放流先に放流する。 

なお、雨水の一部は場内で洗浄水や散水用水等に利用するとともに、緑化による地

下浸透を図ることで、敷地外への雨水流出量を極力低減させる。 

 

表 2-2 雨水放流先 

時  期 放  流  先 

工事中 
場内の雨水は、現状どおり周囲の側溝及び既設排水管に排水し、事業

予定地周辺の庄内川及び名古屋港に放流する。 

供用時 側溝で集水した雨水は、事業予定地東側の名古屋港に放流する。 

 

キ 供用開始時期 

平成 26 年度 10 月 第 1 期施設供用開始 
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ク 処理方式の検討経緯 

本市の既存の 3 汚泥処理施設は、現在すべての施設において焼却処理を行ってお

り、発生する焼却灰の有効利用については、平成 23 年度において有効利用率が約

89％であり、全国的にも高い水準を維持している状況である。 

一方、現況の汚泥処理における課題としては、下水汚泥の集約処理により長距離輸

送に伴う嫌気化や汚泥性状の変動が生じやすい状況にあり、濃縮工程での沈降性の

悪化を招き、後段の汚泥処理全体の効率性の低下を引き起こすケースもあり、これに

対する対策が必要となっている。また、焼却炉に関しては、適正な環境対策を維持しつ

つ安定した汚泥処理を継続するための機能を有し、かつ実績のある方式の選択が必

要である。併せて汚泥処理過程で発生する返流水は、通常の下水の水質に比べて高

濃度であり、併設する水処理施設への影響に配慮する必要がある。 

そのため、新たに建設する本施設については、以上に掲げた課題を踏まえ、以下に

示すとおり処理方式の検討をすすめた。 

 

① 濃縮 

濃縮は、受け入れた汚泥の最初の処理工程であるため、汚泥性状、量的変動に

対する安定性を第一条件に考え、「遠心濃縮」を検討していたが、同等の処理性能

ならびに省エネルギー化が図れる「ベルト濃縮機」を導入した。 

 

② 脱水 

脱水は、山崎水処理センターで採用しているベルトプレス脱水機を含め検討を

すすめてきたが、ベルトプレス脱水機は、機器が多台数となり維持管理機器点数が

多くなること、システム上の特性から洗浄水を多量に使用すること、臭気の捕臭性が

悪いことなどを考慮した上で、少使用水量、省エネルギーといった観点に優位性が

認められ、柴田水処理センターで近年導入実績のある「スクリュープレス脱水機」と

集約汚泥処理場で実績が多く、処理の安定性に優位性が認められる「遠心脱水

機」の 2 機種を導入した。 

 

③ 焼却 

焼却は、これまでどおり、焼却灰の有効利用の推進及び悪臭対策や NOx 対策な

どに優位勢があり、かつ燃焼効率に優れたものとして、現在、山崎水処理センター

と柴田水処理センターでも採用している「流動焼却炉」を導入した。 

 

④ 返流水処理 

返流水処理は、汚泥処理工程から発生する高濃度な返流水を、返送先の宝神

水処理センターの水処理に悪影響を及ぼさないレベルまで本施設内で処理をする

ものであり、処理方式の検討に際しては、運転管理が容易で、省スペース、省エネ

ルギーであり経済性でも有利な「凝集沈殿法」を採用した。 

 

２ 対象事業に係る工事計画の概要 
第 1 期施設の工事は、現土地所有者による現有地上構造物の解体撤去後に着工するも

のとし、平成 20年度から工事を開始し、平成 26年度の供用開始を目指す。第 2期施設以降

の工事は、発生汚泥量の増加にあわせ、概ね 20 年程度を目途に、敷地の東側から西側へ

段階的に工事を行う計画である。 

環境影響評価書の予測評価の対象とした工事範囲は、表 2-3 に示すとおりである。 
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表 2-3 環境影響評価書の予測評価の対象とした工事範囲 

工事区分 工事範囲 

第 1 期 

工  事 

第 1 期施設の工事範囲は、図 2-5 に示すとおりであり、土木・建築工事は、本施設全体

の 1/2 規模の施設を対象とし、設備工事は、本施設全体の 1/4 規模の施設を対象とする。

なお、第 1 期施設工事は、敷地全体の造成及び管理棟などの共通施設の建設を含むこ

とから本事業においては最も工事規模が大きい。第 2 期施設以降の工事は、本施設全体

能力の 1/4 規模を超えない範囲で段階施工を行う。 

西側施設

工   事 

ラムサール条約登録湿地に隣接する西側での最大規模の工事範囲は、図 2-6 に示すと

おりであり、土木・建築工事は、受泥棟が 1/2 規模、第 2 汚泥棟が全体施設を対象とし、第

2 焼却炉棟は基礎工事を全体に対して行う。設備工事は本施設全体能力の 1/4 規模の施

設を対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5 第 1 期工事範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-6 西側施設工事範囲 

 

 

約240m

約650m 

約710m 

Ｎ 

第1期工事対象施設 

※造成工事は敷地全体に対して行う 
※第1焼却炉棟基礎工事は全体に対して行う 

※機械電気設備は全体の1/4規模を整備する

第1期盛土範囲 

煙突
熱利用棟

第1汚泥棟

S=1/5000 

受泥棟 受電棟

返流水 

処理施設 

第1焼却

炉棟 

管理棟 

 

約240m

約650m 

約710m 

Ｎ 

工事対象施設 
※第2焼却炉棟基礎工事は全体に対して行う 

※機械電気設備は全体の本施設全体能力の1/4規模を整備する 

 受電棟及び熱利用棟は機械電気設備工事のみで、本施設全体能力の1/4規模を
整備する 

 煙突は配管工事のみで、本施設全体能力の1/4規模を設備する 

煙突 
熱利用棟

第1汚泥棟 

S=1/5000 

第1焼却炉棟 

第2汚泥棟

返流水 

処理施設 

受泥棟

第2焼却炉棟

工事対象施設（機械電気設備のみ）

管理棟 受電棟
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２-１ 土木・建築工事 

土木工事は、本施設建設にあたって支障となる現存施設の基礎杭、地中ベースコンク

リートなどの既設地下構造物の撤去を行い、その後、基礎杭を打設し、各施設の地下構

造物の建設、建築工事、造成及び場内整備の順に行う。造成にあたっては、浸水を考慮

して現況地盤から約 1m 盛土する計画である。 

既設地下構造物の撤去、各施設の地下構造物の建設にあたっては、掘削部の深度に

対応して止水性のある土留め壁等を用い締め切った状態で行う、あるいは、止水性の高

いソイルセメント地下連続壁を不透水層まで貫入させ側面を止水した状態で掘削を行う

等の地下水のしみ出しを抑える締切工法を採用する。 

また、コンクリート打設に伴うアルカリ性排水についても、上述の締切工法により敷地外

への流出を抑える。 

建築工事は各施設の地下構造物の建設終了後に汚泥棟、管理棟などの建設を行う。 

 

２-２ 設備工事 

設備工事は、土木・建築工事終了後に汚泥焼却設備、受電設備などの機械設備、及

び電気設備の据え付け等を行う。 

 

２-３ 工事期間 

工事期間は、平成20年度から平成40年度頃を予定しており、このうち工事規模が大き

く、環境影響評価の対象となっている第 1 期施設工事及び西側施設工事の工程は、表

2-4 及び表 2-5 に示すとおりである。 

評価書では平成 26 年度当初供用開始予定であったが、平成 26年 10月に変更となっ

た。 

 

表 2-4 第 1 期施設の工事工程表 

 

 

 

 

 

 

 

表 2-5 西側施設工事工程表 

 

 

 

 

 

 

 

２-４ 工事関連車両の走行ルート 

工事関連車両の走行ルートは図 2-7 に示すとおりである。 

走行ルートは、工事関連車両の分散化、事業予定地入退場の混雑緩和のため、2 ル

ートとした。なお、西側の入り口は設けなかったため、評価書時とルートが異なる。 

区分 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度

土木・建築工事

設備工事
西側施設一
部供用開始

　　　　：現地工事

区分 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

土木・建築工事

設備工事
1部供用

開始

　　　　：現地工事
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事業予定地

凡　　例

1 : 20,000

0m 15001000500

　 ：工事関連車両（往路：第１ルート）

　 ：工事関連車両（復路）

　 ：工事関連車両（往路：第2ルート）

汐止交差点

金城橋交差点

図 2-7 工事関連車両の走行ルート 
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第３章 環境影響評価手続きの経緯 

環境影響評価手続きの経緯は表 3-1(1)～(2)に示すとおりである。 

 

表 3-1(1) 環境影響評価手続の経緯 

事    項 日  程  等 

環境影響評価

方法書 

提  出 平成 15 年 6 月 23 日 

縦 覧 

期 間  平成 15 年 7 月 1 日から平成 15 年 7 月 30 日 

場 所 
環境局環境都市推進部環境影響評価室 

及び 16 区役所 

縦覧者数 18 人 

事業者に

よる閲覧 

期 間  平成 15 年 7 月 1 日から平成 15 年 7 月 30 日 

場 所 
上下水道局下水道本部下水道建設部計画課 

及び西部管路事務所当知出張所 

閲覧者数 6 人 

環境影響評価

方法書に対す

る市民等の意

見  

提出期間  平成 15 年 7 月 1 日から平成 15 年 8 月 14 日 

提出件数  7 件 

環境影響評価

方法書に対す

る市長の意見 

（方法意見書）  

縦 覧 

期 間  平成 15 年 9 月 26 日から平成 15 年 10 月 10 日 

場 所  
環境局環境都市推進部環境影響評価室 

及び 16 区役所 

縦覧者数 4 人 

環境影響評価 

準備書   

提  出 平成 18 年 1 月 25 日 

縦 覧 

期 間  平成 18 年 2 月 6 日から平成 18 年 3 月 7 日 

場 所 
環境局環境都市推進部環境影響評価室 

及び 16 区役所 

縦覧者数 15 人 

説明会 

開催日 平成 18 年 2 月 12 日 

場 所 名古屋市立野跡小学校 体育館 

参加者数 39 人 
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表 3-1(2) 環境影響評価手続の経緯 

事    項 日  程  等 

環境影響評価

準備書に対す

る市民等の意

見 

提出期間 平成 18 年 2 月 6 日から平成 18 年 3 月 22 日 

提出件数 1 件 

見 解 書 

提  出 平成 18 年 5 月 25 日 

縦 覧 

期 間  平成 18 年 6 月 1 日から平成 18 年 6 月 15 日 

場 所 
環境局環境都市推進部環境影響評価室 

及び 16 区役所 

縦覧者数 5 人 

公聴会 陳述の申出が無かったため開催せず。 

環境影響評価

準備書に対す

る市長の意見 

（環境影響評

価審査書） 

縦 覧 

期 間  平成 18 年 9 月 29 日から平成 18 年 10 月 13 日 

場 所 
環境局環境都市推進部環境影響評価室 

及び 16 区役所 

縦覧者数 2 人 

環境影響 

評価書   

提  出 平成 18 年 11 月 24 日 

縦 覧 

期 間  平成 18 年 12 月 1 日から平成 19 年 1 月 4 日 

場 所 
環境局環境都市推進部環境影響評価室 

及び 16 区役所 

縦覧者数 5 人 

事後調査 

計画書 

（工事中） 

提  出 平成 21 年 1 月 23 日 

縦 覧 

期 間  平成 21 年 2 月 2 日から平成 21 年 2 月 16 日 

場 所 市役所、16 区役所及び環境学習センター 

縦覧者数 4 人 

事後調査 

計画書 

（供用開始後） 

提  出 平成 25 年 9 月 30 日 

縦 覧 

期 間  平成 25 年 10 月 7 日から平成 25 年 10 月 21 日 

場 所 市役所、港区役所及び環境学習センター 

縦覧者数 7 人 
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第４章 環境影響評価の総合的な評価（工事中） 

工事中（第 1 期工事中及び西側施設工事中）における環境影響評価の総合的な評価について、

調査・予測・環境の保全のための措置及び評価の結果の概要一覧は表 4-1～表 4-12 に示すとおり

である。 

大気質、騒音、振動、水質・底質、地下水、地盤、土壌、動物、人と自然との触れ合いの活動の場、

廃棄物等、温室効果ガス等及び安全性の各項目を総合的にみた場合においても、工事中は環境

影響の小さい建設機械の導入や工事関連車両の分散等の適切な工事計画の策定に努めることから、

環境影響は低減できるものと判断する。 
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表 4-1(1) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（大気質） 

項目 調査結果の概要 
予測の概要 

影響要因 予測項目 予測結果 

大
気
質 

［資料調査］ 

調査対象区域周辺の

大気汚染常時監視測定

局において、二酸化硫

黄、浮遊粒子状物質及び

ダイオキシン類は環境基

準及び環境目標値を達

成したが、二酸化窒素

は、環境基準を達成して

いるものの環境目標値を

達成していない状況であ

った。 

 

［現地調査］ 

＜一般環境大気質＞ 

調査期間中の調査結

果は、以下のとおりであ

り、環境基準の値を下回

っていた。 

・二酸化硫黄 

日平均値の最高値： 

0.005ppm～0.020ppm

1 時間値の最高値： 

0.010ppm～0.065ppm

・二酸化窒素 

日平均値の最高値： 

0.027ppm～0.045ppm

・浮遊粒子状物質 

日平均値の最高値： 

  0.049～0.069 mg/m3

 1 時間値の最高値： 

  0.069～0.130 mg/m3

・ダイオキシン類 

0.097～0.16 pg-TEQ/m3

 

＜道路沿道大気質＞ 

調査期間中の調査結

果は、環境基準の値を下

回っていた。 

・二酸化窒素 

日平均値の最高値： 

0.029ppm～0.053ppm

・浮遊粒子状物質 

日平均値の最高値： 

  0.031～0.087 mg/m3

 1 時間値の最高値： 

  0.073～0.162 mg/m3

工
事
中 

建設工事 建 設 作 業

による粉じ

ん等 

（NOx、SPM） 

建設機械の稼働により排出さ

れる大気汚染物質の年平均値

の予測の結果、最大着地濃度

が最も大きくなる予測時期は第

1期工事の土木・建築工事時で

あり、出現位置は、事業予定地

の南側敷地境界付近と予測さ

れる。 

予測環境濃度は、以下のと

おりである。 

＜第 1 期工事＞ 

・NO2(ppm)：0.0371 

・SPM(mg/m3)：0.0374 
 
＜西側施設工事＞ 

・NO2(ppm)：0.0347 

・SPM(mg/m3)：0.0370 

建 設 作 業

による粉じ

ん等 

（粉じん） 

ビューフォート風力階級に分

類した結果、土壌が飛散する

可能性のある風力階級 4 以上

の風速は、5％程度と少ないと

予測される。 

建設作業に伴い発生する粉

じんは、適宜散水を行うことや、

工事関連車両荷台に防塵覆い

を行い、また、工事区域に高さ

3m の仮囲いを設置することによ

り、粉じんの飛散を最小限に抑

えられる。 

工事関連

車両の走

行 

自動車排

ガス 

工事関連車両の走行による

自動車排ガスの道路端におけ

る予測環境濃度は、以下のと

おりである。 

 

・NO2(ppm)：0.0755～0.0921 

・SPM(mg/m3)：0.121～0.162 
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表 4-1(2) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（大気質） 

評価の概要 

環境の保全のための措置 評  価 

建
設
工
事
作
業
に
よ
る
粉
じ
ん
等 

・作業待機中は建設機械のエンジンを止め

るなど、アイドリングストップを徹底する。 

・工程管理により建設機械の稼働が集中し

ないようにする。 

 

 

建設作業による二酸化窒素、浮遊粒子状物

質の予測結果は、以下に示すとおりであり、環

境基本法に基づく環境基準を下回っており、建

設作業による粉じん等（窒素酸化物、浮遊粒子

状物質）の大気質への影響は軽微であると考え

る。 

また、建設作業の実施にあたり、作業待機中

は建設機械のアイドリングストップを徹底する等

の措置を講じることにより、建設作業による粉じ

ん等（窒素酸化物、浮遊粒子状物質）の環境へ

の影響は低減できるものと判断する。 

 

 

 

 
 

・掘削工事等により発生した残土を一時保

管する場合には、必要に応じ防塵シート

等を被せ、粉じんの飛散を防止する。 

・造成裸地については、早期緑化等に努め

る。 

・ 工程管理により建設機械の稼働が集中し

ないようにする。 

・ タイヤ洗浄装置を設け、工事関連車両出

入りによる粉じんの飛散防止に努める。 

 

建設作業に伴い発生する粉じんは、土壌が

飛散する可能性がある風速は 5％程度と少な

く、散水の実施、仮囲いの設置等により、最小

限に抑えられることから、建設作業による粉じん

等（粉じん）の大気質への影響は軽微であると

考える。 

また、建設作業の実施にあたり、一時保管残

土の防塵シート掛け、造成裸地の早期緑化等

の措置を講じることにより、建設作業による粉じ

ん等（粉じん）の環境への影響は低減できるも

のと判断する。 

 

自
動
車
排
ガ
ス 

・ 工事関連車両を分散させる走行ルートの

選定及び工程管理を徹底する。 

・ 建設資材等の搬出入車両については、

搬出入量に応じた適切な車種・規格を選

定し、工事関連車両の走行台数の抑制

に努める。 

・ 工事関係者の通勤は可能な限り公共交

通機関の利用や自動車の相乗りを推進

し、通勤車両台数の抑制に努める。 

 

 

工事関連車両の走行に伴う自動車排ガスの

予測結果は、「二酸化窒素の人の健康影響に

係る判定条件等について（答申）」（昭和 53 年 3

月、中公審第 163 号）により提案された環境大

気中の二酸化窒素の短期曝露の指針値、及び

環境基本法に基づく環境基準を下回っており、

工事関連車両の走行に伴う自動車排ガスの大

気質への影響は軽微であると考える。 

また、工事の実施にあたっては、工事関連車

両の分散化、工事関連車両台数の抑制等の措

置を講じることにより、工事関連車両の走行に

伴う自動車排ガスの環境への影響は低減でき

るものと判断する。 

 

 

日平均値 
※1

 第1期工事 0.0595

 西側施設工事 0.0565

 第1期工事 0.0838

 西側施設工事 0.0832

※1：日平均値の年間98％値又は2％除外値

NO2
(ppm)

予 測 項 目

SPM

(mg/m
3
)

環
境
基
準

評　価　指　標

 0.04～0.06のゾーン
 内、又はそれ以下

0.10以下

予測項目 予測環境濃度

環境基準

NO2
(ppm)

0.1～0.2
以下

SPM

(mg/m
3
)

0.20
以下

0.0755～
　　0.0921

0.121～
　  0.162

評価指標

中央公害対策
審議会答申
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表 4-2(1) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（騒音） 

項目 調査結果の概要 
予測の概要 

影響要因 予測項目 予測結果 

騒 

音 

［資料調査］ 

港区野跡4丁目の環境

騒音は昼間が 58dB、夜

間が 53dB でありともに環

境基準を上回っている状

況であった。 

港区野跡5丁目の道路

交通騒音は昼間 71dB、

夜間 64dB であり昼間は

環境基準を 1dB 上回って

いる状況であった。 

 

［現地調査］ 

＜環境騒音＞ 

昼間は平日が、49dB

～60dB、休日が 44dB～

52dB であった。夜間は平

日が 43dB～52dB、休日

が43dB～51dBであった。

事業予定地の環境基

準の値と比較すると、昼

間は全ての地点で環境

基準の値（Ｃ類型：60dB

（昼間）、50dB（夜間））を

下 回 って い た が 、夜 間

は、環境基準の値を上回

る地点があった。 

 

＜道路交通騒音＞ 

通常時の休日につい

てはＡ地点（汐止交差点

付近）：66dB、Ｂ地点（金

城 橋 交 差 点 付 近 ） ：

67dB、C 地点（ﾆﾁﾊ（株）

西側道路）：62dB の全て

の地点で環境基準の値を

下回っていた。平日につ

い て は 、 Ａ 、 Ｂ 地 点 は

72dB と環境基準の値を

上回っており、Ｃ地点は

69dB と環境基準を下回っ

ていた。また、混雑時に

ついてはＡ地点で 71dBと

環境基準の値を上回って

お り 、 Ｂ 、 Ｃ 地 点 で は

69dB、65dBと環境基準の

値を下回っていた。 

工
事
中 

建設工事 建設作業

騒音 

＜第 1 期工事＞ 

敷地境界で騒音が最も大き

くなるのは、土木・建築工事

（既設地下構造物撤去）で、南

側敷地境界で 74dB と予測され

る。また、敷地境界外で 76dB

と予測される。 

 

＜西側施設工事＞ 

敷地境界で騒音レベルが最

も大きくなるのは、設備工事

で、南側敷地境界で 71dB と予

測される。また、西側道路付近

では最大 65dB 程度と予測され

る。 

工事関連

車両の走

行 

道路交通

騒音 

第 1 ルート（事業予定地の東

側を通行するルート）では、Ａ

地点（汐止交差点付近）におい

て最大 0.3dB、Ｂ地点（金城橋

交差点付近）において 最大

0.9dB の増加と予測される。 

第 2 ルート（事業予定地の西

側を通行するルート）では、Ｃ

地点（庄内川付近）において最

大1.3dB、Ａ地点において最大

0.3dB の増加と予測される。 
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表 4-2(2) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（騒音） 

評価の概要 

環境の保全のための措置 評  価 

・工事期間は長期にわたるため、実際の工事に

当たっては、その際に指定されている最新型

の低騒音型の建設機械の積極的な導入に努

め、騒音の小さい工法の採用等騒音発生の

低減に配慮する。 

・ 土木・建築工事（既設地下構造物撤去）は、

必要に応じ防音シートを設置する。 

・ 特定建設作業以外の建設作業についても特

定建設作業の規制基準を遵守する。 

・ 建設機械の分散配置に努める。 

・ 敷地境界付近では、騒音に対し十分配慮して

作業を行う。 

工事区域は高さ 3m の仮囲いをすることにより、

第 1 期工事に伴う騒音の敷地境界における最大

値は 74ｄB と予測される。敷地境界外では最大

76dB と予測される。西側施設工事に伴う騒音の

敷地境界における最大値は 71dB、西側道路付

近の最大値は 65dB 程度と予測される。 

いずれも、敷地境界の特定作業に伴う騒音の

規制基準（85dB）を満足している。さらに、約

1.0km 離れた最も近い住居地域においては、十

分に距離減衰が見込まれるため、建設工事に伴

う騒音の影響は軽微であると考える。 

また、低騒音型として指定された建設機械の

導入積極的な導入に努め、建設機械の分散配

置等の措置を講じることから、建設工事に伴う騒

音の影響は低減できるものと判断する。 

・ 資材の搬入車両が極端に集中しないよう搬入

時期・時間の分散化に努める。 

・ 工事関係者の通勤は、可能な限り公共交通

機関の利用や自動車の相乗りを推進し、通勤

車両台数の抑制に努める。 

・ 建設資材等の搬出入車両については、搬出

入量に応じた適切な車種・規格を選定し、工

事関連車両の走行台数の抑制に努める。 

 

道路交通騒音は第 1 ルート（事業予定地の東

側を通行するルート）の最大で0.9dB、第2ルート

（事業予定地の西側を通行するルート）の最大で

1.3dB 増加する。環境基準の値と比べると、Ａ、Ｂ

地点においては全ての時間帯、Ｃ地点では一部

の時間帯で上回っているが、増加分は 1dB 程度

にとどまると予測され、現況を著しく悪化させない

ものと判断できるため、工事関連車両の走行に伴

う道路交通騒音の影響は軽微であると考える。 

また、資材の搬入車両が極端に集中しないよう

搬入時期・時間の分散に努めること、工事関係者

の通勤は可能な限り公共交通機関の利用や自

動車の相乗りを推進し、通勤車両台数の抑制に

努めることにより、工事関連車両の走行に伴う道

路交通騒音の影響は低減できるものと判断する。
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表 4-3(1) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（振動） 

項目 調査結果の概要 
予測の概要 

影響要因 予測項目 予測結果 

振 

動 

［資料調査］ 

港区野跡 5 丁目におけ

る道路交通振動は 55dB

であった。 

 

［現地調査］ 

＜環境振動＞ 

昼間は平日が 38dB～

53dB、休日が 30dB 以下

～38dB であった。夜間

は、平日が 30dB 以下～

45dB 、 休 日 が 30dB ～

35dB であった。 

振動の感覚閾値（55dB）

と比較すると、全ての地

点で下回っていた。 

 

＜道路交通振動＞ 

通常時の平日及び混

雑時が 57dB 程度、通常

時の休日が 42dB～45dB

であった。 

L10 による評価で、いず

れの地点とも振動規制法

に基づく第二種区域の道

路交通振動の要請限度

を下回っていた。 

通常時の平日と休日を

比較した場合、両地点と

もに大･中型車の交通量

の多い平日が高くなって

いた。また、L10による評価

で、混雑時(休日)の振動

レベルは通常時の平日に

相当するレベルであっ

た。 

 

工
事
中 

建設工事 建設作業

振動 

＜第 1 期工事＞ 

敷地境界で振動が最も大きく

なるのは、土木・建築工事（地

下構造物撤去）の南側敷地境

界で 71dB と予測される。 

 

＜西側施設工事＞ 

敷地境界で振動レベルは、

土木・建築工事、設備工事とも

に 63dB、西側道路付近では、

土木・建築工事で最大 54dB 程

度と予測される。 

工事関連

車両の走

行 

道路交通

振動 

第 1 ルート（事業予定地の東

側を通行するルート）は、Ａ地

点（汐止交差点付近）において

最大 0.3dB、Ｂ地点（金城橋交

差 点 付 近 ） に お い て 最 大

0.5dB の増加と予測される。第

2 ルート（事業予定地の西側を

通行するルート）はＣ地点（庄

内 川 付 近 ） に お い て 最 大

1.0dB、Ａ地点において 0.2dB

の増加と予測される。 
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表 4-3(2) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（振動） 

評価の概要 

環境の保全のための措置 評  価 

・工事期間は長期にわたるため、実際の工事に

当たっては、その際指定されている最新型の

低振動型の建設機械の積極的な導入に努

め、振動の小さい施工方法の採用等、振動発

生の低減に配慮する。 

・特定建設作業以外の建設作業についても、

特定建設作業の規制基準値を遵守する。 

・建設機械の配置の分散に努める。 

・工程管理により建設機械の稼働が集中しない

ようにする。 

・敷地境界付近での作業時には、振動に対し

十分配慮して作業を行うように努める。 

 

第 1 期工事の敷地境界における最大値は

71dB と予測される。西側施設工事に伴う振動レ

ベルは、敷地境界において最大 63dB であり、西

側道路付近では最大 54dB 程度と予測され、敷

地境界における特定建設作業に伴う振動の規制

基準（75dB）を満足している。さらに、約 1.0km 離

れた住居地域においては十分に距離減衰が見

込めるため建設工事に伴う振動の影響は軽微で

あると考える。 

また、振動発生の低減に配慮すること、特定建

設作業以外の建設作業についても特定建設作

業の規制基準値を遵守すること等により、建設工

事に伴う振動の影響は低減できるものと判断す

る。 

・工程管理により資材の搬入車両が極端に集

中しないよう搬入時期・時間の分散化に努め

る。 

・工事関係者の通勤は、可能な限り公共交通

機関の利用や自動車の相乗りを推進し、通勤

車両台数の抑制に努める。 

・建設資材等の搬出入車両については、搬出

入量に応じた適切な車種・規格を選定し、工

事関連車両の走行台数の抑制に努める。 

 

道路交通振動は第 1 ルート（事業予定地の東

側を通行するルート）の最大で0.5dB、第2ルート

（事業予定地の西側を通行するルート）の最大で

1.0dB 増加すると予測され、現況に対し著しい影

響を与えないものと判断されるため、工事関連車

両の走行に伴う道路交通振動の影響は軽微であ

ると考える。 

また、資材の搬入車両が極端に集中しないよう

搬入時期・時間の分散化に努めること、工事関係

者の通勤は可能な限り公共交通機関の利用や

自動車の相乗りを推進し、通勤車両台数の抑制

に努めることにより、工事関連車両の走行に伴う

道路交通振動の影響は低減できるものと判断す

る。 
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表 4-4(1) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（水質・底質） 

項目 調査結果の概要 
予測の概要 

影響要因 予測項目 予測結果 

水
質
・底
質 

［資料調査］ 

庄内川（庄内新川橋）

の水質は環境基準の値

及び環境目標値を満たし

ていた。 

名 古 屋 港 の 水 質 は

COD について環境基準

の値を下回っていた。ま

た、ダイオキシン類は環

境基準を達成していた。 

底質中のダイオキシン

類は環境基準の値を下

回っていた。 

 

［現地調査］ 

放流先排出口の直下

における水素イオン濃度

は 7.4～8.4、溶存酸素

量は 1.6～9.9 mg/L、化

学的酸素要求量は 1.0～

7.4 mg/L であった。 

浮遊物質量は 4.0～12 

mg/L であり、冬季の干潮

時の水質は環境目標値

を上回ったものの、冬季

の満潮時や他の季節に

ついては、環境目標値を

下回っていた。 

工
事
中 

建設工事 建 設 工 事

に伴う排水 

＜浮遊物質量の放流量＞ 

浮遊物質量の放流量は約

281kg/ 日 、 放 流 濃 度 は

198mg/L と予測される。 

 

＜浮遊物質量の拡散範囲＞ 

濁水による拡散範囲は放流

先から 107m であり、この地点で

現況水質程度に収まると予測さ

れる。 

 

＜有害物質の放流の濃度＞ 

有害物質（鉛、砒素、ほう素

及びふっ素）の放流濃度は、特

定施設に係る排水基準値を下

回っていると予測される。 
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表 4-4(2) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（水質・底質） 

評価の概要 

環境の保全のための措置 評  価 

・ コンクリートミキサー車等の洗浄水は、場外

運搬処分する。 

・ 工事排水の濁度及び水素イオン濃度につ

いて、簡易測定により常時監視する。 

・ 工事排水量及び放流濃度がより小さく低く

なるように排水系統別に処理する等の設計

を行う。 

・ 日降水量が 30mm 以上見込まれる場合の土

木・建築工事（既設地下構造物撤去）、土工

事（掘削工）、躯体工事（土木）は中止し、濁

水の発生を極力避ける。 

 

浮遊物質量の放流量は約 281kg/日、放流濃

度 198mg/L と予測され、「市民の健康と安全を確

保するための環境の保全に関する条例」におけ

る建設工事に伴う排水の目安の値 200mg/L を下

回る。 

濁水については、放流先から 107mの地点で現

況水質程度に収まると予測される。なお、干潮時

の春季、夏季及び秋季は概ね 107m で環境目標

値（10mg/L）を下回り、満潮時は概ね 30m で環境

目標値を下回る。 

有害物質の放流濃度については、参考とした

「特定施設に係る排水基準値」を下回る。 

したがって、建設工事に伴う放流先公共用水

域の水質への影響は軽微であると考える。 

また、工事排水の濁度及び水素イオン濃度に

ついて簡易測定により常時監視するとともに、日

降水量が 30mm以上見込まれる場合の土木・建築

工事（既設地下構造物撤去）、土工事（掘削工）、

躯体工事（土木）は中止し、濁水の発生を極力避

ける等の措置を講じることから、建設工事に伴う

放流先公共用水域の水質への影響は低減でき

るものと判断する。 
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表 4-5(1) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（地下水） 

項目 調査結果の概要 
予測の概要 

影響要因 予測項目 予測結果 

地
下
水 

［資料調査］ 

＜文献調査＞ 

事業予定地における定

期モニタリングにおいて

平成 14 年度から本市が

行っている港区空見町に

おける定期モニタリングの

結果は、0.019mg/L の砒

素が検出されており環境

基準の値（0.01mg/L 以

下）を上回っていた。 

 

＜新日本製鐵（株）からの

報告＞ 

新日本製鐵（株）の報

告では調査項目全 26 項

目中、4 項目（鉛、砒素、

ふっ素、ほう素）において

環境基準の値を上回って

いた。 

環境基準の値を上回っ

た物質及びその値は、鉛

（最大）0.022mg/L、砒素

（最大）0.012mg/L、ふっ

素（最大）1.2mg/L 及び

ほう素（最大）2.3mg/L で

ある。なお、地下水が環

境基準の値を上回った原

因は、「土壌」で示すよう

に人為的原因ではなく、

自然的原因によるもので

あると判断した。 

 

工
事
中 

建設工事 地下水 地下部の掘削時は掘削部を

止水性のある土留め壁等を用い

締め切った状態で行い、掘削部

底面及び土留め壁等の継ぎ目

からしみ出た地下水は工事用ポ

ンプを用い仮設沈砂池へ排出

し、「水質」で予測したとおり、適

正な処理をしてから公共用水域

へ放流する計画であることから、

事業予定地及び周辺地下水へ

の浸透はほとんどないと予測され

る。 
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表 4-5(2) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（地下水） 

評価の概要 

環境の保全のための措置 評  価 

・モニタリングを適宜行い、必要に応じて適切な

措置を行う。 

地下部の掘削時は、掘削部を止水性のある土

留め壁等を用い締め切った状態で行い、しみ出

した地下水は適正な処理を行い公共用水域へ

放流することから事業予定地内及び事業予定地

周辺の地下水への影響は軽微であると考える。 

また、モニタリングを適宜行い、必要に応じて

適切な措置を講じることから、掘削工事により発

生する地下水の事業予定地及び周辺地下水へ

の影響は低減できるものと判断する。 
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表 4-6(1) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（地盤） 

項目 調査結果の概要 
予測の概要 

影響要因 予測項目 予測結果 

地 

盤 

[資料調査] 

事業予定地は沖積層

に位置する。 

地盤沈下の状況は揚

水規制が開始された昭和

49 年度以降、地下水位

の回復に伴い鈍化傾向

を示しており、事業予定

地周辺は平成 16 年度は

0.07cm、0.18cm 隆起して

いる状況であった。 

 

[現地調査] 

砂及び粘性土が複雑

に入り組んだ地層を成し

ており、地表面から地中

20m 付近までが堆積年代

が新しい沖積層（現代～2

万年）、それ以深は堆積

年代が古い洪積層（2 万

年以前）に分類され、Ac2

（沖積粘性土）は事業予

定地中央付近にレンズ状

に介在しており、その他

の層は層厚に変化がある

もののほぼ水平に堆積し

ている。なお、沖積層のう

ち表層部 5m 程度は造成

による盛土と想定する。 

工
事
中 

建設工事 地 盤 沈 下

量 及 び 地

下水位（周

辺 地 下 水

の変動） 

 

 

 

地下掘削工事では、止水性

の高い土留め壁を不透水層に

根入れさせるため、土留め壁外

側の地下水の流入を抑え、掘

削面からしみ出た地下水を工

事用排水ポンプで汲み上げる

程度であり、周辺地下水の変

動はほとんどないと予測され

る。 

地 盤 沈 下

量 及 び 地

下水位（周

辺 地 下 水

の変動に伴

う周辺地盤

の変位） 

 

 

大規模な揚水設備の計画は

なく、掘削面からしみ出た地下

水を工事用排水ポンプで汲み

上げる程度であり、掘削工事に

伴う地下水変動がほとんどない

ため、地下水変動に起因する

周辺地盤の沈下の影響もほと

んどないと予測される。 

 

地 盤 沈 下

量 及 び 地

下水位（掘

削に伴う周

辺 地 盤 の

変位） 

 

地下掘削に伴う周辺地盤の

変位の影響範囲は、敷地境界

から十分に離れており、敷地境

界内で影響が留まると予測され

る。 

 

地 盤 沈 下

量 及 び 地

下水位（盛

土による周

辺 地 盤 の

変位） 

北側敷地境界では 6.0cm、

南側敷地境界では 4.9cm の沈

下量で収まるものと予測され

る。なお、沈下がほぼ完了する

までの経過日数は北側敷地境

界で 200 日程度、南側敷地境

界で 210 日程度と予測される。
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表 4-6(1) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（地盤） 

評価の概要 

環境の保全のための措置 評  価 

・ 工事中は地盤変位と地下水位の観測を定期

的に行うことで異常の早期発見に努める。ま

た、必要に応じて影響を遮断・抑制するため

の対策を講じる。 

・ 地盤の沈下に関して、直接影響が考えられる

事業予定地隣接地権者等と協議を行い、でき

る限り地盤変位が小さくなるような計画とす

る。 

 

・周辺地下水の変動 

地下掘削を伴う工事では止水性の高い土留め

壁を不透水層まで根入れさせ、掘削面からしみ

出た地下水を工事排水ポンプで汲み上げる程度

であることから、周辺地下水位への影響は軽微で

あると考える。 

また、地下水位の定期的な観測等の措置を講

じることから、周辺地下水位への影響は低減でき

るものと判断する。 

・周辺地盤の変位 

掘削工事に伴う地下水変動がほとんどなく、掘

削工事に伴い土留め壁の変形に起因する周辺

地盤の沈下は、影響範囲が敷地内に十分収ま

り、敷地内の盛土による周辺地盤の沈下は北側

敷地境界で 6.0cm、南側敷地境界で 4.9cm の沈

下と予測されるため、地盤沈下への影響は軽微

であると考える。 

また、地盤変位の定期的な観測等の措置を講

じることから、地盤沈下への影響は低減できるも

のと判断する。 
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表 4-7(1) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（土壌） 

項目 調査結果の概要 
予測の概要 

影響要因 予測項目 予測結果 

土 

壌 

[資料調査] 

＜新日本製鐵（株）からの

報告＞ 

ア 事業予定地の土地利

用の経緯 

事業予定地は愛知県

により昭和 2 年から昭和

15 年の間に名古屋港の

浚渫土砂で埋め立てられ

た。昭和 36 年に八幡製

鐵（株）名古屋工場（新日

本製鐵（株）空見工場）と

して使用され、昭和 46 年

10 月に一部休止以降現

在に至っている。 

操業形態からは土壌汚

染に係る物質等の使用の

形跡がみられなかった。

休止後は倉庫及びモータ

ープール等の用途として

使用しており、土壌汚染

に係る物質等の使用実績

はなかった。 

 

イ 土壌の状況 

a．土壌溶出量 

全 26 項目中、表層調

査で 3 項目（鉛、砒素、ふ

っ素） 、深部調査で 4 項

目（鉛、砒素、ふっ素、ほ

う素）が環境基準の値を

上回った。 

b．土壌含有量 

表層調査、深部調査と

もに 9 項目全てが全地点

とも土壌汚染対策法に基

づく土壌含有量基準の値

を下回っていた。 

c．土壌ガス 

11項目全てが全地点と

も検出されなかった。 

 

工
事
中 

建設工事 土壌 工事計画より、掘削土砂は、

敷地内の盛土材として利用す

る計画であり、敷地外への搬出

はほとんどないが、掘削土砂が

盛土材として適さない場合に

は、残土として掘削土砂を敷地

外へ持ち出すこともあるが、そ

の場合には汚染土管理票シス

テムを用い、管理型処分場等

で適切に処置をする。したがっ

て、事業予定地内の環境基準

の値を上回った土壌が周辺土

壌に及ぼす影響はほとんどな

いものと予測される。 
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表 4-7(2) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（土壌） 

評価の概要 

環境の保全のための措置 評  価 

・ 環境基準の値を上回った土壌粒子が混入す

るおそれのある工事排水は、適切な処理を

行い放流する。 

・ 残土として場外へ搬出する土量を極力少なく

する。 

・ タイヤ洗浄装置を設け、環境基準の値を上

回った土粒子の敷地外への飛散を防止す

る。 

 

 

掘削量を極力減らし事業予定地内の盛土材と

することで敷地外への持ち出しを抑えた計画であ

り、残土として持ち出す場合には、汚染土管理票

システムを用い適正に処理をすることにより周辺

土壌への影響はほとんどないものと考える。 

また、残土として場外へ搬出する土量を極力

少なくすること、タイヤ洗浄装置を設けるなどの措

置を講じることで周辺土壌への影響は低減できる

ものと判断する。 
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表 4-8(1) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（動物） 

項目 調査結果の概要 
予測の概要 

影響要因 予測項目 予測結果 

動 

物 

［資料調査］ 

事業予定地周辺に生息

する鳥類としては 18 目

38 科 173 種が確認され

た。 

水域では「ラムサール

条約登録湿地：藤前干潟」

が水鳥にとって渡り途中

の中継地及び越冬地とし

て極めて重要な場所とな

っていた。 

その他の動物としては

哺乳類が 4目 6科 11種、

は虫類が 2 目 4 科 6 種、

両生類が 1 目 2 科 6 種、

昆虫類が16目172科590

種、クモ類が 1目 17科 84

種確認された。 

 

［現地調査］ 

鳥類の重要な種は 17

種であり、事業予定地内

ではミサゴ及びハヤブサ

の飛翔が確認された。 

は虫類、昆虫類及びク

モ類の重要な種は事業

予定地及び空見緑地等

で確認された。 

また、注目すべき生息

地としては事業予定地の

西側に隣接する「ラムサ

ール条約登録湿地：藤前

干潟」が考えられる。 

主要な水鳥（サギ類、

カモ類、チドリ類及びシギ

類）は、調査対象区域の

陸域部を利用するものは

ごくわずかであった。 

11 種の繁殖及び繁殖

兆候が確認された。 

事業予定地では繁殖及

び繁殖兆候は確認されな

かった。 

工
事
中 

建設工事

及び工事

関連車両

の走行 

鳥 類 へ の

影響（建設

工事（大気

質）の鳥類

（ 水 鳥 ） へ

の影響） 

 

 

大気質の予測結果からラムサ

ール条約登録湿地の大気質寄

与濃度（年平均値）は、現況濃度

に対して相当程度小さいことか

ら、現況の状態との変化の程度

は軽微と考えられる。環境の変

化による一時的な忌避行動は否

定できないが、生息環境を大きく

変えるものではなく、鳥類（水鳥）

への影響は小さいと予測される。

鳥 類 へ の

影響（建設

工 事 （ 騒

音）の鳥類

（ 水 鳥 ） へ

の影響） 

 

 

 

 

 

建設作業騒音の予測結果か

ら西側敷地境界付近では第 1 期

工事で 60dB 程度、西側施設工

事で 65dB 程度と予測される。 

ラムサール条約登録湿地方向

への伝搬は距離減衰が見込ま

れることから、現況の状態との変

化の程度は軽微と考えられる。 

環境の変化による一時的な忌

避行動は否定できないが、生息

環境を大きく変えるものではな

く、鳥類（水鳥）への影響は小さ

いと予測される。 

鳥 類 へ の

影響（建設

工 事 （ 振

動）の鳥類

（ 水 鳥 ） へ

の影響） 

 

建設作業振動の予測結果か

ら西側敷地境界付近では第 1 期

工事で 30dB 未満、西側施設工

事で 50dB 程度と予測される。 

ラムサール条約登録湿地方向

への伝搬は距離減衰が見込ま

れることから、現況の状態との変

化の程度は軽微と考えられる。 

環境の変化による一時的な忌

避行動は否定できないが、生息

環境を大きく変えるものではな

く、鳥類（水鳥）への影響は小さ

いと予測される。 

鳥 類 へ の

影響（工事

関 連 車 両

の走行の鳥

類 （ 水 鳥 ）

への影響） 

工事関連車両の走行に伴う大

気質、騒音及び振動の予測結果

から、ラムサール条約登録湿地

の寄与濃度及び予測結果は、現

況の状態との変化の程度は軽微

と考えられる。 

環境の変化による一時的な忌

避行動は否定できないが、生息

環境を大きく変えるものではな

く、鳥類（水鳥）への影響は小さ

いと予測される。 
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表 4-8(2) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（動物） 

評価の概要 

環境の保全のための措置 評  価 

・ 作業待機中は建設機械を停止するなど、ア

イドリングストップを徹底する。 

・ 建設機械の配置の分散に努める。 

・ 最新型の低騒音型・低振動型の機械の積極

的な導入に努め、騒音・振動の小さい工法

を採用する等、騒音・振動の発生の低減に

配慮する。 

 

 

大気質、騒音及び振動の現況との変化の程度

は軽微と考えられる。環境の変化による一時的な

忌避行動は否定できないが、生息環境を大きく

変えるものではなく、工事中の鳥類（水鳥）への

影響の程度は小さいと考える。 

また、作業待機中は建設機械を停止するな

ど、アイドリングストップを徹底し、建設機械の配

置の分散に努め、騒音・振動の小さい建設機械

や工法を採用する等、騒音・振動の発生の低減

に配慮することから、工事中の鳥類（水鳥）への

影響は低減できるものと判断する。 
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表 4-9(1-1) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（人と自然との触れ合いの活動の場） 

項目 調査結果の概要 
予測の概要 

影響要因 予測項目 予測結果 

人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

[資料調査] 

事業予定地周辺には

主要な触れ合いの活動

の場として、「空見緑地」、

「稲永公園」、「野鳥観察

館」、「稲永ビジターセン

ター」が存在する。 

 

ア 稲永公園 

事 業 予 定 地 の 北 約

1km に位置する。 

芝生広場、港サッカー

場、野球場、河口修景広

場、木製遊具広場、野鳥

観察館及び稲永ビジター

センター（平成 17 年 3 月

27 日開館）等が整備され

ていた。 

 

イ 空見緑地 

事業予定地の北東約

100m、「あおなみ線（西名

古屋港線）」の高架東側

に位置する。 

面積は全体で約 1.5ha

であり、このうち植栽は約

63％であった。 

 

[現地調査] 

ア ラムサール条約登録

湿地 

事業予定地西側水域

は、ラムサール条約登録

湿地として指定されてい

る。 

事業予定地西側護岸

では、バードウオッチング

を楽しんでいる人を確認

することがあった。 

また、まばらではある

が、釣りを楽しんでいる人

も確認することがあった。 

 

 

工
事
中 

建設工事

及び工事

関連車両

の走行 

触れ合い

の活動の

場での環

境への影

響 

＜事業予定地西側護岸＞ 

「大気質、騒音及び振動」の環

境影響については、それぞれの

予測結果から類推すると、事業

予定地からの距離減衰が期待で

き、工事関連車両を分散させる

走行ルートの選定及び工程管理

を徹底することから、西側護岸で

の環境影響の程度は小さいと予

測される。また、西側護岸からの

バードウオッチングに関しては、

工事中の鳥類への影響の程度

は小さいことから類推すると、利

用状況の変化はほとんどないと

予測される。 

 

＜稲永公園＞ 

「大気質、騒音及び振動」の環

境影響については、それぞれの

予測結果から類推すると、事業

予定地から十分に距離が離れて

おり、工事関連車両を分散させ

る走行ルートの選定及び工程管

理を徹底することから、環境影響

の程度は小さいと予測される。よ

って、公園散策、散歩、休憩等

の利用状況の変化はほとんどな

いと予測される。また、野鳥観察

館、稲永ビジターセンター、護岸

からのバードウオッチングに関し

ては、工事中の鳥類への影響の

程度は小さいことから類推する

と、利用状況の変化はほとんどな

いと予測される。  

 

＜空見緑地＞ 

「大気質、騒音及び振動」の環

境影響については、それぞれの

予測結果から類推すると、事業

予定地からの距離減衰が期待で

き、工事関連車両を分散させる

走行ルートの選定及び工程管理

を徹底することから、空見緑地で

の環境影響の程度は小さいと予

測される。よって、公園散策、散

歩、休憩等の利用状況の変化は

ほとんどないと予測される。 
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表 4-9(1-2) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（人と自然との触れ合いの活動の場） 

評価の概要 

環境の保全のための措置 評  価 

・ 各環境要素で示した環境の保全のための措

置を講じる。 

 

事業予定地西側護岸、稲永公園及び空見緑

地での大気質、騒音、振動及び動物の環境影響

の程度は小さく、公園散策、散歩、休憩、バード

ウオッチング等の利用状況の変化はほとんどない

と予測されることから、工事中の触れ合いの活動

の場の環境への影響及び利用状況に与える影

響は軽微であると考える。 

また、各環境要素で示した環境の保全のため

の措置を講じることにより、工事中の触れ合いの

活動の場への影響は低減できるものと判断する。
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表 4-9(2-1) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（人と自然との触れ合いの活動の場） 

項目 調査結果の概要 
予測の概要 

影響要因 予測項目 予測結果 

人
と
自
然
と
の
触
れ
合
い
の
活
動
の
場 

イ 稲永公園 

年間を通じて、午前中

は散歩、散策、ジョギング

等の利用が多かった。ま

た、遊具等の利用、休憩

等、集団での散歩・散策

コースにも利用されてい

る状況であった。 

公園の西側護岸では、

春季から秋季にかけて釣

りを楽しんでいるのを確

認することもあった。 

また、バードウオッチン

グの利用もあり、併せて野

鳥観察館や稲永ビジター

センターでの個人や集団

での利用が盛んであっ

た。 

施設利用以外の目的

での長時間利用は、あま

りみられなかった。 

 

ウ 空見緑地 

春季から秋季の間の昼

食時に昼食、休憩等に利

用することを確認した。全

般には利用がほとんどな

い状況であった。 

工
事
中 

前述のと

おり 

前述のと

おり 

前述のとおり 
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表 4-9(2-2) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（人と自然との触れ合いの活動の場） 

評価の概要 

環境の保全のための措置 評  価 

前述のとおり 前述のとおり 
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 表 4-10(1) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（廃棄物等） 

項目 調査結果の概要 
予測の概要 

影響要因 予測項目 予測結果 

廃
棄
物
等 

[資料調査] 

ア 廃棄物発生の状況 

平成 15 年度に発生し

た焼却灰は 17,827t（山

崎 ： 3,896t 、 柴 田 ：

5,539t、宝神：8,392t）で

あった。 

平成 15 年度のし渣・沈

砂発生量は、12,414t/年

であった。 

 

イ 廃棄物の管理・減量

化・再利用の状況 

焼却灰は土質改良材

やセメント原料等に有効

利用されている。有効利

用率は 89.4％（15,934t）

であった。 

し渣・沈砂の有効利用率

は 36.9％（4,586t）であ

った。 

工
事
中 

建設工事 廃棄物等

の種類及

び発生量

の程度 

＜廃棄物の種類及び発生量＞ 

工事計画より、廃棄物の種類

及び発生量は、鉄くず 1,100t、

コンクリートがら 41,000m3、アスフ

ァルトがら 13,000m3、建設汚泥

7,000m3 、 そ の 他 （ 松 杭 等 ）

1,600t と予測される。 

 

＜廃棄物の排出抑制、減量化、

再利用、リサイクル等の方策及

び量＞ 

廃棄物の排出抑制、減量化、

再利用、リサイクル等の方策は以

下に示すとおりである。これらの

方策を行うことにより、廃棄物の

発生を最小限にできるものと予

測される。 

a．建設汚泥 

できる限り再資源化に努める。

b．コンクリート・アスファルトがら 

100％再資源化に努める。 

c．金属くず 

分別を徹底し、可能な限り再

資源化することに努める。 

d．その他（松杭等） 

分別を徹底し、可能な限り有

効利用に努める。 

 

＜残土の発生量、再利用・リサイ

クル等の方策及び量＞ 

a．残土の発生量 

工事計画から、掘削等による

残土は約 137,000m3 と予測され

る。 

ｂ．残土の再利用・リサイクル等

の方策及び量 

工事計画から、盛土量は約

162,000m3 必要となり、掘削土砂

は極力、盛土材として再利用さ

れる。 
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表 4-10(2) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（廃棄物等） 

評価の概要 

環境の保全のための措置 評  価 

・ 廃棄物については、「建設工事に係る資材の

再資源化に係る法律」（平成 12 年 法律第

104 号）、「あいち建設リサイクル指針」（平成

14 年 3 月 愛知県）、「第 2 次名古屋市庁内

環境保全率先行動計画」（平成 14 年 7 月）に

基づき、再資源化に努める。 

・ 廃棄物等の処理にあたっては、「廃棄物の処

理及び清掃に関する法律」（昭和 45 年 法律

137 号）等の関係法令を遵守し適切に処理を

行う。 

・ 盛土材として使用できない場合は、場外搬出

し、運搬途中の取扱に十分な配慮をするとと

もに、汚染土管理票システムを用いた適正な

管理を図る。 

・ 資材の梱包材を簡素化し、廃棄物の発生を

抑制に努める。 

・ 残材料が発生しないような資材搬入計画の作

成に努める。 

 

建設時に発生する廃棄物については、再資源

化に努め、残土（建設発生土）は、極力、盛土材

として再利用することにより建設時に発生する廃

棄物等の環境への影響は軽微であると考える。 

また、廃棄物を「建設工事に係る資材の再資

源化に係る法律」（平成 12 年 法律第 104 号）、

「あいち建設リサイクル指針」（平成 14 年 3 月 愛

知県）、「第 2 次名古屋市庁内環境保全率先行

動計画」（平成 16 年 4 月）に基づき、リサイクルに

努める等の措置を講じることから、建設工事に伴

う廃棄物等の影響は低減できるものと判断する。 
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表 4-11(1) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（温室効果ガス等） 

項目 調査結果の概要 
予測の概要 

影響要因 予測項目 予測結果 

温
室
効
果
ガ
ス
等 

［資料調査］ 

平成 15 年度における

山崎汚泥処理場、柴田汚

泥処理場、宝神汚泥処理

場から発生する二酸化炭

素等排出量を算定した。 

 

・山崎汚泥処理場 

二酸化炭素 

10,023.7（103m3N） 

一酸化炭素 

0.0（103m3N） 

一酸化二窒素 

70.0（103m3N） 

 

・柴田汚泥処理場 

二酸化炭素 

13,257.2（103m3N） 

一酸化炭素 

0.0（103m3N） 

一酸化二窒素 

56.0（103m3N） 

 

・宝神汚泥処理場 

二酸化炭素 

5,044.0（103m3N） 

一酸化炭素 

54.0（103m3N） 

一酸化二窒素 

14.0（103m3N） 

 

工
事
中 

建設工事

及び工事

関連車両

の走行 

温室効果

ガ ス 等 の

排出の程

度 

工事中には約 12,750t（二酸

化炭素換算値）の温室効果ガス

が発生するものの、省エネルギ

ー型の建設機械の使用に努める

ため、温室効果ガスの発生は最

小限に抑えられるものと予測され

る。 
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表 4-11(2) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（温室効果ガス等） 

評価の概要 

環境の保全のための措置 評  価 

・ 作業待機中は建設機械を停止するなど、アイ

ドリングストップを徹底する。 

・ 通勤時にはエコドライブに努める。 

・ 高炉セメントの使用に努める。 

・ 森林資源の保護などに留意して合板型枠の

使用を抑制する。 

・ 工事計画を適切に立て、建設資材の効率的

な搬入搬出に努める。 

建設工事に伴い発生する温室効果ガス総排

出量は約 12,750t（二酸化炭素換算値）発生する

ものの、省エネルギー型の建設機械の使用に努

めるため発生量は最小限に抑えられているものと

予測されることから、温室効果ガスの環境への影

響は軽微であると考える。 

また、建設機械のアイドリングストップを徹底す

ることや、高炉セメントの使用に努めることなどの

対策を講じることから、建設工事に伴う温室効果

ガスの環境への影響は低減できるものと判断す

る。 
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表 4-12(1) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（安全性） 

項目 調査結果の概要 
予測の概要 

影響要因 予測項目 予測結果 

安
全
性 

［資料調査］ 

事業予定地の東側に隣

接して主要地方道「金城埠

頭線」が南北に整備され、

これを南下すると国道「302

号線」に接続している。北

上すると県道「港中川線」、

市道「稲永埠頭線」に接続

する。その北側には東西

方向に国道「23 号線」が整

備されている。 

また、調査対象区域を含

む野跡学区の交通事故発

生件数は、平成 16 年で 22

件であった。 

 

[現地調査] 

ア 交通量 

歩行者は、汐止町交差

点が金城橋交差点よりも多

く、また、全体交通量に対

する歩行者・自転車の占め

る割合も大きい。また、事

業予定地周辺は、ほとんど

歩行者がいない状況であ

った。 

 

イ 交通安全設備の確認 

事業予定地西側の道路

は中央分離帯のある片側

2車線の道路が整備されて

おり道路西側の海側に歩

道が整備されていたが、東

側には歩道が整備されて

いなかった。 

事業予定地北側の道路

は、道路北側の歩道帯が

縁石により分離されてお

り、南側には歩道が整備さ

れていなかった。 

事業予定地東側の主要

地方道金城埠頭線は、中

央分離帯のある片側 3 車

線道路であり、道路両端に

歩道が整備されていた。ま

た、事業予定地前には横

断歩道が整備され、バス停

が設置されていた。 

工
事
中 

工事関連

車両の走

行 

交 通 安 全

等 へ の 影

響 

往路第 1 ルート（事業予定地

の東側を通行するルート）走行

時において、大型車と歩行者

等の交錯が最も多い箇所は、Ｃ

地点（庄内川付近）であり、その

発生集中台数は、47台/時と予

測される。また、朝夕の通勤時

には乗用車のピークとなり、そ

の発生集中台数は、全ての地

点で 126 台/時と予測される。 

往路第 2 ルート（事業予定地

の西側を通行するルート）走行

時において、B、Ｃ地点（金城橋

交差点付近、庄内川付近）で

歩行者等と交錯し、その最大発

生集中台数は大型車で 24 台/

時、乗用車は 126 台/時と予測

される。 
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表 4-12(2) 調査・予測・評価の結果の概要一覧（安全性） 

評価の概要 

環境の保全のための措置 評  価 

・ 通勤車両、資材の搬入車両が極端に集中

しないよう搬入時期・時間の分散に努める。 

・ 工事関連車両の運転者に対しては、交通規

則の遵守及び安全運転の徹底を図る。 

・ 工事関連車両の主要な出入口は、交通整

理員を配置し、歩道での歩行者の安全を確

保する。なお、危険のないように路面の段差

への配慮等の対策を講じる。 

・ 道路占有に関して作業区域は防護さく等で

囲み、範囲を明確にする。 

 

 

往路第 1 ルート走行時は、大型車の最大発生

集中台数は47台/時、乗用車の最大発生集中台

数は126台/時と予測される。また、往路第2ルー

ト走行時は、大型車の最大発生集中台数は 24

台/時、乗用車の最大発生集中台数は126台/時

と予測される。 

したがって、工事予告表示等は警察等と協議

を行い、道路利用者が遠方より確認・迂回する事

ができるような場所に設置することから、工事関連

車両の走行に伴う交通安全等への影響は軽微

であると考える。 

また、工事関連車両の走行ルートを 2 ルートに

分散し、工事関連車両の運転者に対しては交通

規則の遵守及び安全運転の徹底を図り、工事関

連車両の主要な出入口には交通整理員を配置

する等の措置を講じることから、工事関連車両の

走行に伴う交通安全等への影響は低減できるも

のと判断する。 
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第５章 事後調査計画 

１ 事後調査の目的 
本事業の実施により周辺環境に及ぼす影響について把握し、予測・評価及び環境保全措置

の内容の妥当性を検証することを目的とする。 

また、事業実施に際して、事前配慮の内容及び環境保全措置の内容について、具体的にど

のように反映したのかについても併せて報告を行うこととする。 

 

２ 事後調査計画（工事中） 
本調査で対象とする環境影響要因は第 1 期工事及び西側施設工事である。 

事後調査の項目、手法並びに時期及び期間は表 5-1～表 5-2 に示すとおりである。 

なお、要望・苦情等があった場合は、その件数、内容及び対応についても併せて報告する。 
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表 5-1 事後調査計画（工事中） 

 調 査 項 目 調 査 方 法 

大 

気 

質 

【建設作業による粉じん等】 

窒素酸化物 

ザルツマン試薬を用いる吸光光度法またはオゾンを用い

る化学発光法(JIS B 7953)による 24 時間連続測定 

【建設作業による粉じん等】 

浮遊粒子状物質 

β線吸収法（JIS B7954）による 24 時間連続測定 

【建設作業による粉じん等】 

粉じん 

ハイボリュームエアサンプラー等による試料採取及び重

量分析法 

【自動車排ガス】 

工事関連車両の走行台数 

工事記録からの読みとり及び運転者へのルート確認 

騒 
 

音 

【建設作業騒音】 

騒音レベル 

「特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に関する基

準」（昭和 43 年 厚生省・建設省告示第 1 号）に定める方

法 

【道路交通騒音】 

騒音レベル 

「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年 環境庁告

示第 64 号）に定める方法 

振 
 

動 
【建設作業振動】 

振動レベル 

「振動規制法施行規則」（昭和 51 年 総理府令第 58 号）

別表第 1 に定める方法 

【道路交通振動】 

振動レベル 

JIS Z8735 「振動レベル測定方法」に定める方法 

水 
 

質 

【建設工事に伴う排水の程度】 

水素イオン濃度、濁度、浮遊物質量、鉛、砒素、

ふっ素及びほう素 

「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年環境庁

告示第 59 号）で定める方法及び簡易測定 
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調 査 地 点 調 査 時 期 備   考 

事業予定地敷地境界付近の

代表地点（1 地点） 

第 1 期工事及び西側施設工事の建設機械の稼働

台数が最大となると考えられる 1 年間（土木・建築

工事）のうち 4 季（各 1 週間） 

調査時の建設機械の型式、配

置、稼働状況及び作業状況に

ついても併せて報告する。 

事業予定地敷地境界付近の

代表地点（1 地点） 

第 1 期工事及び西側施設工事の建設機械の稼働

台数が最大となると考えられる 1 年間（土木・建築

工事）のうち 4 季（各 1 週間） 

調査時の建設機械の型式、配

置、稼働状況及び作業状況に

ついても併せて報告する。 

事業予定地敷地境界付近の

代表地点（1 地点） 

第 1 期工事及び西側施設工事の建設機械の稼働

台数が最大となると考えられる 1 年間（土木・建築

工事）のうち 4 季（各 1 週間） 

調査時の建設機械の型式、配

置、稼働状況及び作業状況に

ついても併せて報告する。 

各出入り口（3 地点） 

 

第 1 期工事の工事関連車両の走行が最大となる

時期（土木・建築工事）のうち 1 日 

工事関連車両の走行に伴う大

気質の影響は軽微であるため、

走行台数を調査する。 

事業予定地の敷地境界代表

地 点 （ 4 地 点 ） の 地上 高 さ

1.2m の地点 

 

第 1 期工事：土木・建築工事（既設地下構造物撤

去）、土木・建築工事、設備工事の建設機械の稼

働台数が最大となる時期のうち各 1 日（建設作業

振動と同時） 

西側施設工事：土木・建築工事、設備工事の建設

機械の稼働台数が最大となる時期のうち各 1 日

（建設作業振動と同時） 

調査時の建設機械の型式、配

置、稼働状況及び作業状況に

ついても併せて報告する。 

事業予定地周辺の工事関連

車両が集中する主要道路沿

道 3 地点 

第 1 期工事の土木・建築工事（既設地下構造物撤

去）、土木・建築工事、設備工事の工事関連車両

の走行台数が最大となる時期のうち各 1 日（道路

交通振動と同時） 

交通量調査も併せて行う。 

事業予定地の敷地境界代表

地点（4 地点） 

 

第 1 期工事：土木・建築工事（既設地下構造物撤

去）、土木・建築工事、設備工事の建設機械の稼

働台数が最大となる時期のうち各 1 日（建設作業

騒音と同時） 

西側施設工事：土木・建築工事、設備工事の建設

機械の稼働台数が最大となる時期のうち各 1 日

（建設作業騒音と同時） 

調査時の建設機械の型式、配

置、稼働状況及び作業状況に

ついても併せて報告する。 

事業予定地周辺の工事関連

車両が集中する主要道路沿

道 3 地点 

第 1 期工事の土木・建築工事（既設地下構造物撤

去）、土木・建築工事、設備工事の工事関連車両

の走行台数が最大となる時期のうち各 1 日（道路

交通騒音と同時） 

交通量調査も併せて行う。 

敷地内の排水出口（1 地点） ○水素イオン濃度、濁度 

排水期間中（簡易測定による連続測定） 

○水素イオン濃度、濁度、浮遊物質量、鉛、砒

素、ほう素及びふっ素 

建設工事中のうち排水期間中（1 回/月） 
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表 5-2 事後調査計画（工事中） 

 調 査 項 目 調 査 方 法 

地 

下 

水 

【地下水の水質の程度】 

鉛、砒素、ほう素及びふっ素 

「地下水の水質汚濁に係る環境基準について」（平成 9年

度環境庁告示第 10 号）に定める方法 

地 
 

盤 

【地盤沈下の程度】 

地盤変位の状況、地下水位の状況 

水準点測量、観測井等による地下水位の確認 

土 
 

壌 

【有害物質の土壌への負荷の程度】 

有害物質の種類、環境基準超過土壌の処理方

法、処理量及び環境基準超過の程度 

○環境基準超過土壌の処理方法及び処理量 

  工事記録の読みとり及び汚染土管理票の整理 

○有害物質の種類、環境基準超過の程度 

  「土壌汚染等対策指針」（平成 15年 名古屋市告示第

413 号）に基づく方法 

動 
 

物 

【動物（鳥類）への影響】 

陸生動物（鳥類）の動物相の状況、繁殖状況、湿

地に生息する鳥類の利用状況及び陸生動物（鳥

類）の重要な種の状況 

「自然環境アセスメント技術マニュアル」（1995 年 （財）自

然環境研究センター）に準拠 

○鳥 類 

ポイントセンサス調査、任意直接観察調査 

湿地に生息する鳥類の事業予定地周辺の利用状況調

査 

廃
棄
物
等 

【廃棄物等の発生の程度】 

建設廃棄物等の発生量、建設廃棄物等の再資源

化の状況 

工事記録からの読みとり等 

温
室
効
果 

ガ
ス
等 

【温室効果ガス等の発生の程度】 

二酸化炭素 

工事記録から建設機械及び工事関連車両の種類及び稼

働台数を整理し、推計する。 

安 

全 

性 
【交通安全等への影響】 

工事関連車両の走行台数及び交通安全措置の

状況 

工事記録及び現地確認により、発生集中交通台数及び

歩行者、自転車数を整理する。また、交通安全設備等の

設置状況を確認する。 

【交通の状況】 

交通量 

 

 

○自動車交通量 

数取器を使用し連続して交通量を調査する。 

車種分類は、小型車類（乗用車、小型貨物車）、大型

車類（普通貨物車、バス）とする。 

○歩行者交通量 

数取器を使用し連続して調査する。 



 47

 

調 査 地 点 調 査 時 期 備  考 

掘削部代表 6 地点（既設地下

構造物、受泥棟、第 1 汚泥

棟、受電棟、返流水処理施設

及び焼却炉棟） 

建設工事中のうち排水前に 1回及び排水期間中 1

回/月 

 

敷地境界付近の 4 地点 建設工事中のうち地盤沈下がほぼ完了する時期

（盛土完了後約 210 日程度）まで（1 回/月） 

 

工事区域内 建設工事中（掘削工事） 
 

事業予定地西側護岸、稲永

公園、空見緑地及び調査対

象区域（陸域部）も調査範囲

とする。 

 

第 1 期工事及び西側施設工事の建設機械の稼働

台数が最大となると考えられる 1 年間のうち 4 季 

 

工事区域内 工事期間中 
 

事業予定地及びその周辺 工事期間中 
 

事業予定地出入口部 3 箇所 第 1 期工事の土木・建築工事（既設地下構造物撤

去）、土木・建築工事、設備工事の工事関連車両

の走行台数が最大となると考えられる時期のうち

各 1 日 

 

事業予定地周辺の工事関連

車両が集中する主要道路沿

道 3 地点及び事業予定地東

側歩道 

第 1 期工事の土木・建築工事（既設地下構造物撤

去）、土木・建築工事及び設備工事の工事関連車

両の走行台数が最大となると考えられる以下の時

期 

○通常時 

国際展示場で催事が行われていない平日と休

日（日・祝日）について各 1 日 朝 6 時から 22

時まで 

○混雑時 

国際展示場で催事が行われている休日（日・祝

日）について 1 日 朝 6 時から 22 時まで 

ASJ モデル 2003 で使用できる

分類で調査を行う。 
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第６章 事後調査の結果（工事中） 

１ 大気質 
１-１ 建設作業による粉じん等 

（１）調査項目 
調査は、建設機械の稼働に伴う窒素酸化物（二酸化窒素）及び浮遊粒子状物質、並

びに建設作業に伴う粉じんを対象とした。 

 

（２）調査地点 
調査は、当該事業に係る環境影響評価の予測・評価において、第 1 期工事における

最大着地濃度地点である、事業予定地南側敷地境界の東寄りの1地点を対象とした（図

6-1-1 及び図 6-1-2 参照）。 

 

（３）調査期間 
調査は、第 1 期工事の土木・建築工事において建設機械の稼働が最大となる 1 年間

の 4 季各 7 日間を対象とした。調査実施期間は、表 6-1-1 に示すとおりである。 

 

表 6-1-1 大気質に係る調査期間 

調査項目 調査期間 

・窒素酸化物 

・浮遊粒子状物質 

・粉じん 

・気象（風向・風速、気温・湿度）

冬季 平成 23年 1 月 22 日（土）～ 1月 28 日（金）

春季 平成 23年 4 月 20 日（水）～ 4月 26 日（火）

夏季 平成 23年 8 月  4 日（木）～ 8 月 10 日（水）

秋季 平成 23年 10 月 19 日（水）～10 月 25 日（火）

 

 

（４）調査方法 
調査は、表 6-1-2に示すとおり、「大気の汚染に係る環境基準について」（昭和48年 5

月、環境庁告示第 25号）及び「二酸化窒素に係る環境基準について」（昭和53年7月、

環境庁告示第 38号）に定める方法等、気象観測は、「地上気象観測指針」（平成 12年、

気象庁）に基づく方法により行った。 

 

表 6-1-2 大気質に係る測定方法 

測定項目 調査方法 備  考 

窒素酸化物 ザルツマン試薬を用いる吸光光度法（JIS B 
7953）による 24時間連続測定 

毎正時から 1時間の積算値 
採取口地上高：1.5m 

浮遊粒子状物質 β線吸収法（JIS B 7954）による 24 時間
連続測定 

毎正時から 1時間の積算値 
採取口地上高：3.0m 

粉じん等 ハイボリュームエアーサンプラーによる
試料採取及び重量濃度法 

１週間連続の積算値 
採取口地上高：1.5m 
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1：25,000 

 

● 

凡例 
今回調査地点 

●：大気質（東側境界より 120m 地点） 
▲：交通量（Ａ～Ｃ） 
  :走行ルート 

図 6-1-1 大気質調査地点 

▲

▲

Ｃ 
Ａ 

Ｂ 

▲

120m
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図 6-1-2 大気質調査地点詳細図 

 

（５）環境の保全のために講じた措置 

建設機械の稼働並びに建設作業に伴う大気汚染（二酸化窒素、浮遊粒子状物質及

び粉じん）について、実施した環境保全措置は、次のとおりである。 
 
・ 建設機械及び工事関連車両のアイドリングについて、作業時以外は停止した。 

・ 工事の際は作業区域を十分考慮して、建設機械を適切に配置した。また、建設機械

使用時間割を作成し、実施可能な範囲において同時稼働を回避することで環境負

荷の低減に努めた。 

・ 掘削工事等により発生した残土を一時保管する場合には、必要に応じ防塵シート等

を被せ、粉じんの飛散を防止した。 

・ 造成裸地の早期緑化に努めた。 

・ タイヤ洗浄装置を設け、工事関連車両出入りによる粉じんの飛散防止に努めた。 

・ 導入可能な二次排出ガス対策型（バックホウ、クローラークレーン等）の建設機械を使

用した。 

・ 建設機械の機種の選定に際しては、実行可能な範囲で三次排出ガス対策型（バック

ホウ等）の機種や特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律に適合した機種

（ショベルローダー等）を導入した。 

・ 建設機械の効率的な運用に努めるとともに、十分な点検・整備により、性能の維持に

努めた。 

・ 建設機械（ディーゼルエンジン仕様）に使用する燃料は、日本工業規格（JIS）に適合

するものを使用した。 

・ 仮囲い（高さ 3m）を設置した。 

・ 適宜散水を実施した。 

 

（６）調査結果 
ア 調査結果 

大気質に係る調査結果は、表 6-1-3～表 6-1-5 のとおりであり、調査時の建設機械

の稼働状況は、図 6-1-3（1）～（4）に示すとおりである。 

北口

工事用道路

工事用道路

工事用道路

③第1汚泥棟
④受電棟

⑥管理棟

①返流水処理施設⑦第1焼却炉棟

⑤煙突

東
口

縮尺：1/5,000

②受泥棟

● 
120m 

凡例 

● ：大気質調査地点 
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単位：ppm

冬季 春季 夏季 秋季 全期間 目標値 冬季 春季 夏季 秋季

期間平均値 0.014 0.020 0.017 0.019 0.017 ―
日平均値の最大値 0.023 0.034 0.022 0.027 0.034 0.04 ○ ○ ○ ○
1時間値の最大値 0.044 0.053 0.040 0.042 0.053 ―

期間平均値 0.007 0.007 0.005 0.006 0.006
日平均値の最大値 0.015 0.016 0.009 0.011 0.016
1時間値の最大値 0.126 0.043 0.027 0.044 0.126

期間平均値 0.021 0.027 0.022 0.025 0.024
日平均値の最大値 0.038 0.050 0.027 0.037 0.050
1時間値の最大値 0.164 0.088 0.049 0.081 0.164

7 7 7 7 28

集計項目測定項目
調査結果 環境目標値（参考値）との適否

<二酸化窒素に係る環境目標値>

1時間値の1日平均値が0.04ppm以

下であること。

二酸化窒素

一酸化窒素

窒素酸化物

有効測定日数（日）

単位：mg/m3

冬季 春季 夏季 秋季 全期間 目標値 冬季 春季 夏季 秋季

期間平均値 0.021 0.027 0.022 0.025 0.024 ―
日平均値の最大値 0.038 0.050 0.027 0.037 0.050 0.10 ○ ○ ○ ○
1時間値の最大値 0.164 0.088 0.049 0.081 0.164 0.20

7 7 7 7 28

調査結果

浮遊粒子状物質

測定項目 集計項目
環境基準（参考値）との適否

<浮遊粒子状物質に係る環境基準>

1時間値の1日平均値が0.10mg/m3以

下であり、かつ1時間値が

0.20mg/m3以下であること。

有効測定日数（日）

（ア）窒素酸化物 

窒素酸化物のうち二酸化窒素については、全期間平均値が 0.017ppm、季別平均

値が 0.014～0.020ppm、日平均値の最大値が 0.022～0.034ppm、1 時間値の最大値

が 0.040～0.053ppm であった。環境目標値（参考値）についてはいずれの季節でも下

回っていた。 

 

表 6-1-3 窒素酸化物に係る測定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）浮遊粒子状物質 

浮遊粒子状物質については、全期間平均値が 0.024mg/m3、季別平均値が 0.021

～0.027mg/m3、日平均値の最大値が 0.027～0.050 mg/m3、1 時間値の最大値が

0.049～0.164 mg/m3 であった。環境目標値（参考値）については、いずれの季節でも

適合していた。 
 

表 6-1-4 浮遊粒子状物質に係る測定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ウ）粉じん 

粉じんについては、0.033～0.110mg/m3/7 日、0.0028～0.0094t/km2/月であり、環

境目標値（参考値）と比較した場合、ほとんど問題のない測定結果であった。 
 

表 6-1-5 粉じんに係る測定結果 

 

 

 

 

 

 

冬季 春季 夏季 秋季 全期間

mg/m
3
/7日 0.110 0.086 0.033 0.068 0.075

t/km
2
/月 0.0094 0.0071 0.0028 0.0058 0.0063

(注）1.集計単位の（t/km
2
/月）は測定した値（mg/m

3
/7日）からろ紙の大きさ（203mm×254mm）を用いて換算したものである。

     2.評価指標（参考値）は「道路環境影響評価の技術手法」平成24年度版（国土交通省他）を参照。

粉じん

集計単位

<降下ばいじん量の比較的高い地域の値（10t/km
2
/月）>

平成5年度から平成9年度に全国の一般局で測定された降下

ばいじん量のデータから上位2％を除外して得られた値で

ある。

測定項目
調査結果

環境目標値（参考値）

<不快の目安（0.6mg/m
3）>

空気中に浮遊している粒子状物質については、「浮遊粒子

状物質による環境汚染の環境基準に関する専門委員会報告

（生活環境審議会郊外部浮遊粉じん環境基準専門委員会）

によれば、環境に与える影響として、「浮遊粒子状物質濃

度が、0.6mg/m
3
となると視程が2km以下になり、地域住民

の中に不快、不健康感を訴えるものが増加する。」とされ

ている。
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図 6-1-3(1) 大気質調査時における建設機械の稼働状況 

＜冬季：平成 23 年 1 月 22 日（土）～1月 28日（金）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1-3(2) 大気質調査時における建設機械の稼働状況 

＜春季：平成 23 年 4 月 20 日（水）～4月 26日（火）＞ 

凡例 
○：ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ（25～50t）及びｸﾛｰﾗｰｸﾚｰﾝ（25～65t）         
●：ﾊﾞｯｸﾎｳ（0.1～0.7m3）                       
□：ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車（10t）                
◆：杭打（抜）機（DH-558-110M） 
（注）稼働位置は中心的な場所を示したものである。 

凡例 
○：ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ（25～50t）及びｸﾛｰﾗｰｸﾚｰﾝ（65t）     △：振動ﾛｰﾗ（4t） 
●：ﾊﾞｯｸﾎｳ（0.1～0.7m3）                    
□：ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車（10t）                 
■：ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ（D5）                            
◇：ｻｲﾚﾝﾄﾊﾟｲﾗ（ECO1400）                          
▽：ﾌﾞﾚｰｶ（0.7m3） 
▼：自走式破砕機 
（注）稼働位置は中心的な場所を示したものである。 
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図 6-1-3(3) 大気質調査時における建設機械の稼働状況 

＜夏季：平成 23 年 8 月 4日（木）～8 月 10日（水）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-1-3(4) 大気質調査時における建設機械の稼働状況 

＜秋季：平成 23 年 10 月 19 日（水）～10 月 25 日（火）＞ 

 

凡例 
○：ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ（16～50t）及びｸﾛｰﾗｰｸﾚｰﾝ（65～80t）         
●：ﾊﾞｯｸﾎｳ（0.25～0.8m3）                       
□：ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車（10t）                 
◆：杭打（抜）機（DHJ 等）                            
 ：発電機（600kWA） 
（注）稼働位置は中心的な場所を示したものである。 

凡例 
○：ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ（25～50t）及びｸﾛｰﾗｰｸﾚｰﾝ（65t）         
●：ﾊﾞｯｸﾎｳ（0.7m3）                       
□：ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車（10t）                
（注）稼働位置は中心的な場所を示したものである。 

＜土砂搬入＞ 

＜土砂搬入＞ 
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イ 予測結果との対比等 

今回調査結果と予測結果との比較は、表 6-1-6 のとおりである。 

予測結果よりも二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の濃度は小さいことから、建設作業

に伴う周辺環境への影響は、予測どおり軽微であると判断できる。 

なお、名古屋市における常時監視測定局における年平均値の経年変化は、図

6-1-4 に示すとおりであり、平成 16 年から平成 22 年への低減率は二酸化窒素で約

68％、浮遊粒子状物質で約 65％となっている。このことから、予測結果よりも調査結果

の濃度が小さくなっていると考えられる。 

 

表 6-1-6 大気質の予測結果との比較 

  二酸化窒素 浮遊粒子状物質 粉じん 

調査結果 

(全期間平均値) 
0.017ppm 0.024mg/m3 

0.075mg/m3/7 日 

0.0063t/km2/月 

予測結果 

(第1期工事土木・建築工事の平均値)
0.0371ppm 0.0374mg/m3 

散水の実施等により

粉じんの飛散を最小

限に抑えられる。 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（二酸化窒素）                （浮遊粒子状物質） 

 （資料）「平成 22 年度大気汚染常時監視結果」（平成 23 年 6 月、名古屋市環境局） 

図 6-1-4 名古屋市内の常時監視測定局における年平均値の経年変化 

 

 

ウ 市民等からの苦情の内容、対処方法及びその後の状況 

工事中に発生する大気汚染に関して、市民等からの苦情はなかった。 
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１-２ 自動車排ガス（工事関連車両の走行台数） 

（１）調査項目 
工事関連車両の走行台数とした。 

 

（２）調査地点 
調査地点は、事業予定地及びその周辺とした（図 6-1-1 参照（P49））。 

事後調査計画書では、出入口 3 地点としていたが、予測断面で評価するため、主要

道路沿道の 3 地点とした。 

 

（３）調査期間 
調査時期及び調査日時は、「２ 騒音 ２－２ 道路交通騒音」に示す土木・建築工事

最盛時と同様とした（「２ 騒音 ２－２ 道路交通騒音」の表 6-2-5 参照（P68））。 

 

（４）調査方法 
交通量の現地調査結果から、交通量について整理した。 

 

（５）環境保全のために講じた措置 
工事関連車両の走行に伴い発生する自動車排ガスについて、実施した環境保全措

置は、次のとおりである。 

 

・ 車両計画を作成し、建設資材等の搬入車両が極端に集中しないように、搬入時期・

時間・通勤ルートの分散化に務めた。 

・ 工事関係者の通勤は、公共機関の利用や通勤車両の相乗りを励行し、通勤車両の

台数の抑制に努めた。 

・ 建設資材等の搬入車両については、搬出入量に応じた適正な車種・規格を選定し、

工事関連車両の台数の抑制に努めた。 

 

（６）調査結果 
ア 調査結果 

交通量の調査結果は、表 6-1-7 に示すとおりであり、全体として調査時期による変化

はそれほど大きくなく、工事関連車両による顕著な影響は生じていないものと考えられ

る。 

 

表 6-1-7 交通量の調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：台/昼間16時間)

大型車 小型車 合　計 大型車 小型車 合　計 大型車 小型車 合　計

7,118 11,463 18,581 4,742 9,216 13,958 2,033 3,571 5,604

6,662 12,185 18,847 4,841 10,330 15,171 1,957 3,770 5,727
(166) (183) (349) (23) (42) (65) (182) (212) (394)

（注）（　）内数値は工事関連車両台数の内数を示す。

調査時期
Ａ地点 Ｂ地点 Ｃ地点

 工事前

　・ＡＢ地点/平成16年1月21日(水)
　・Ｃ地点 /平成18年5月30日(火)

 第1期施設土木・建築工事最盛時

　・平成23年5月17日(火)
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イ 予測結果との対比等 

交通量の今回調査結果と予測時設定交通量との比較は、表 6-1-8 に示すとおりであ

る。なお、調査結果については、予測時同様、交通量が最大となる時間帯を採用した。 

小型車は予測時の設定交通量よりも多かったが、大型車は設定交通量未満であった

ため、工事関連車両の走行に伴う自動車排ガスが周辺環境に及ぼす影響は、予測ど

おり軽微であると判断できる。 

 

 

表 6-1-8 今回調査結果と予測時設定交通量との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 市民等からの苦情の内容、対処方法及びその後の状況 

工事関連車両の走行に伴う道路沿道大気に関して、市民等からの苦情はなかった。 

 

 

 

 

 

 

(単位：台/時間)

大型車 小型車 大型車 小型車 大型車 小型車

調査結果

(大型車最大時間帯)
17 14 6 10 17 14

予測時設定交通量

(土木・建築工事)
47 0 48 0 24 0

A地点 B地点 C地点
調査時期
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２ 騒音 
２-１ 建設作業騒音 

（１）調査項目 
調査は、稼働建設作業に伴う騒音レベルを対象とし、測定時における建設機械

の型式、配置、稼働状況及び作業状況についても整理した。 

 

（２）調査地点 
調査地点は、当該事業に係る環境影響評価における現地調査地点である敷地

境界のそれぞれ中央位置の 4 地点を基本とした（図 6-2-1 及び図 6-2-2 参照）。 

ただし、既設地下構造物解体時は、主に敷地の北西と南東で建設機械が稼働し

ていたことから、その影響を的確に把握できる地点として、建設機械が稼働する場

所付近の敷地境界を調査の対象とした。また、第 1 期施設設備工事最盛時は、焼

却炉棟及び焼却電気棟を対象としたため、その影響を的確に把握できる地点として、

建設機械が稼働する場所付近の敷地境界を調査の対象とした。 

なお、具体的な測定位置については、工事区域の 3 面が道路に面する地域であ

るため、車道部における測定は避け、歩道上の工事区域に近接する位置を調査の

対象とし（道路交通騒音の反射音の影響が相当程度考えられる場合にはその影響

を回避できる場所）、地上 1.2m において測定を行った。具体的な騒音計の設置場

所は図 6-2-3 に示すとおりである。 
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1：25,000 

●

● ●

●

凡例 
● ：建設作業騒音・振動調査地点（NO.1-1～1-4） 

：走行ルート 
 

図 6-2-1 騒音・振動に係る調査地点 
 

NO.1-2

NO.1-1

NO.1-3

NO.1-4 
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図 6-2-2(1) 既設地下構造物解体時における調査地点詳細位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 6-2-2(2) 第 1 期施設工事（土木・建築工事最盛時）における調査地点詳細位置 
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⑤煙突

東
口

縮尺：1/5,000

②受泥棟

●

 

既設地下構造

解体物破砕場

所 

● 

60m

80m

●
300m 

●

55m

NO.1-1

NO.1-2 

NO.1-3

NO.1-4

北口

工事用道路

工事用道路

工事用道路

③第1汚泥棟
④受電棟

⑥管理棟

①返流水処理施設⑦第1焼却炉棟

⑤煙突

東
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縮尺：1/5,000

②受泥棟
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325m

120m
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NO.1-3
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  図 6-2-2(3) 第 1 期施設工事（設備工事最盛時）における調査地点詳細位置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

※工事区域の外側は、道路に面し設置できないことに加え、道路交通騒音の反射音の影響が相当程度考えら

れるため、騒音計の設置場所は道路を挟んだ護岸天端とした。 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2-3 騒音計の設置場所 
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（３）調査期間 
調査時期及び調査日時は、表 6-2-1 に示すとおりである。 

 

表 6-2-1 建設作業騒音・振動に係る調査日時 

調査時期 調査日時 

・既設構造物解体時 
平成 23 年 4 月 20 日（水） 

6 時～18 時 

・第 1 期施設工事のうち、

土木・建築工事最盛時 

平成 23 年 5 月 17 日（火） 

6 時～18 時 

・第 1 期施設工事のうち、

設備工事最盛時 

平成 24 年 11 月 13 日(火) 

6 時～18 時 

 

 

（４）調査方法 
調査は、表 6-2-2 に示すとおり、「特定建設作業に伴って発生する騒音の規制に

関する基準(昭和 43 年 厚生省・建設省告示第 1 号)」に準拠して行った。また、測

定時における建設機械の稼働状況等についても整理した。 

 

表 6-2-2 建設作業騒音に係る調査方法 

測定項目 調査方法 備  考 

建設作業騒音 

90％レンジの上端

値を基本 

・「特定建設作業に伴って発生する騒音の規制

に関する基準」（昭和 43 年厚生省・建設省

告示 1 号）に定める方法 

・JIS Z 8731「環境騒音の表示・測定方法」

に定める方法 

用地境界の地上 1.2m
を基本 

 

（５）環境の保全のために講じた措置 

建設作業騒音について、実施した環境保全措置は、次のとおりである。 

 

・ 導入可能な低騒音型の建設機械を使用した。また、騒音の発生の少ない工法の

採用、衝撃音の発生防止など騒音の低減に努めた。特に、敷地境界付近の作

業を行う際には騒音の低減に考慮した工法を採用した。 

・ 特定建設作業以外の建設作業についても特定建設作業の規制基準を遵守し

た。 

・ 工事の際は作業区域を十分考慮して、建設機械を適切に配置した。また、建設

機械使用時間割を作成し、実施可能な範囲において同時稼働を回避することで

環境負荷の低減に努めた。 

・ 敷地境界付近では、騒音に対して十分配慮して作業を行った。 

・ 建設機械及び工事関連車両のアイドリングについて、作業時以外は停止した。 

  また、場内車両速度を 20km/h 以下と定め、工事関連車両からの騒音の低減に

努めた。 

・ 建設機械の使用に際しては、実施可能な範囲で負荷を小さくするよう努めるとと

もに、十分な点検・整備により、性能の維持に努めた。 

・ 仮囲い（高さ 3m）を設置した。 
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（６）調査結果 
ア 調査結果 

建設作業騒音に係る調査結果は、表 6-2-3 に示すとおりであり、ＬA5（90％レンジ

上端値）の最大は、既設地下構造物解体時において 68～82dB、第 1 期施設土

木・建築工事最盛時において 61～83dB、第 1期施設設備工事最盛時において 65

～80dB であり、いずれも「市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例」

（平成 15 年 3 月 25 日、名古屋市条例第 15 号）に基づく特定建設作業に伴う騒

音の規制基準を下回っていた。 

なお、調査時における建設機械の稼働状況は、図 6-2-4 に示すとおりである。 

 

表 6-2-3 建設作業騒音に係る調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2-4(1) 建設作業騒音・振動調査時における建設機械の稼働状況 

＜既設地下構造物解体時：平成 23 年 4 月 20 日（水）＞ 

凡例 
○：ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ（25t）及びｸﾛｰﾗｰｸﾚｰﾝ（25t～60t）      △：振動ﾛｰﾗ（4t） 
●：ﾊﾞｯｸﾎｳ（0.25m3～0.8m3）                     ▼：自走式破砕機 
▽：ﾌﾞﾚｰｶ（1.2m3） 
■：ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ（D5）                                     
◇：ｻｲﾚﾝﾄﾊﾟｲﾗ（8t）                                  
 
（注）稼働位置は中心的な場所を示したものである。 

●

● 

● 

●

NO.1-1

NO.1-2 

NO.1-3

NO.1-4

(単位：dB)

最小 最大 平均 最小 最大 平均 最小 最大 平均

NO.1-1 61 72 67 58 73 68 63 71 68

NO.1-2 74 80 78 73 80 77 73 80 77

NO.1-3 48 68 62 47 61 54 53 65 59

NO.1-4 80 82 81 80 83 81 78 80 79

規制基準

（注）1.調査結果は作業が行われる昼間6時～18時のものである。

   　 2.平均は、ＬA10の算術平均を示す。

ＬA5(90%ﾚﾝｼﾞ上端値)

調査
地点 ＬA5(90%ﾚﾝｼﾞ上端値) ＬA5(90%ﾚﾝｼﾞ上端値)

第1期施設設備工事最盛時
(H24.11.13)

85

既設地下構造物解体時
(H23.4.20)

第1期施設土木・建築工事最盛時
(H23.5.17)



 63

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2-4(2) 建設作業騒音・振動調査時における建設機械の稼働状況 

＜第 1 期施設土木・建築工事最盛時：平成 23 年 5 月 17 日（火）＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-2-4(3) 建設作業騒音・振動調査時における建設機械の稼働状況 

＜第 1 期施設設備工事最盛時：平成 24 年 11 月 13 日（火）＞ 

 

凡例 
○：ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ（10t～60t）及びｸﾛｰﾗｰｸﾚｰﾝ（25t）     ▲：ﾀﾜｰｸﾚｰﾝ 
●：ﾊﾞｯｸﾎｳ（0.25m3～0.8m3）                   ▽：高所作業車 
■：ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ（3t～21t）                       ▼：ﾎｲﾙﾛｰﾀﾞｰ（4t） 
△：振動ﾛｰﾗ（4t）                     
（注）稼働位置は中心的な場所を示したものである。 

凡例 
○：ﾗﾌﾀｰｸﾚｰﾝ（25t）及びｸﾛｰﾗｰｸﾚｰﾝ（25t～60t）      △：振動ﾛｰﾗ（4t） 
●：ﾊﾞｯｸﾎｳ（0.25m3～0.8m3）                     ▲：ﾊﾞｲﾌﾞﾛﾊﾝﾏ（30t） 
□：ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車（10t）                         ▽：ﾌﾞﾚｰｶ（1.2m3） 
■：ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ（D5）                                    ▼：自走式破砕機 
◆：杭打（抜）機（DHJ）                                  
 ：発電機（600kW） 
（注）稼働位置は中心的な場所を示したものである。 

● 

● 

●

●

NO.1-1

NO.1-2 

NO.1-3

NO.1-4

● 

● 

● 

●

NO.1-1

NO.1-2 

NO.1-3

NO.1-4

焼却炉棟（解体瓦礫破砕） 

返流水処理施設（土砂搬出） 

返流水処理施設
（土砂搬出） 
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イ 予測結果との対比等 

今回調査結果と予測結果との比較は、表 6-2-4 に示すとおりである。 

NO.1-3 は予測結果よりも調査結果の方が低かったが、その他の地点は、調査結果

の方が予測結果よりも高い値であった。 

これらの違いは、予測時と調査時の建設機械の配置や台数の違いによるものの他、

周辺工場の操業音や鋼矢板による反射音を含めた道路交通騒音の影響を相当程度

に受けているものと考えられる。 

しかし、いずれの調査時期、調査地点においても、特定建設作業に伴う騒音の規制

基準を下回っていたことから、建設作業に伴う騒音の周辺環境に及ぼす影響は、予測

どおり軽微であると判断できる。 

 

表 6-2-4 建設作業騒音の予測結果との比較（昼間のＬA5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 市民等からの苦情の内容、対処方法及びその後の状況 

建設作業騒音に関して、市民等からの苦情はなかった。 

 

 

(単位：dB)

NO.1-1 NO.1-2 NO.1-3 NO.1-4 NO.1-1 NO.1-2 NO.1-3 NO.1-4 最大値

62 62 53 62 － － － －

67 78 62 81 60 60 74 66

68 77 54 81 63 55 57 54

68 77 59 79 67 55 68 65

（注）調査結果は、LA10の算術平均を示し、予測結果は、評価書予測コンタからの読み取り値を示す。

調査時期
調査結果 予測結果

74

 工事前の環境騒音

　（平成16年1月21日（水））

 既設地下構造物解体時

　(平成23年4月20日（水）)

 第1期施設土木・建築工事最盛時

　(平成23年5月17日（火）)

 第1期施設設備工事最盛時

　(平成24年11月13日（火）)
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２-２ 道路交通騒音 

（１）調査項目 
調査は、工事関連車両の走行に伴う道路交通騒音を対象とし、調査時における交通

量についても整理した。 

 

（２）調査地点 
調査地点は、当該事業に係る環境影響評価における現地調査地点と同様、図 6-2-5、

図 6-2-6 及び図 6-2-7 に示すＡ地点、Ｂ地点及びＣ地点の 3 地点を対象とした。 

 

歩道、雨水側溝 中央分離帯 歩道、雨水側溝
2.5m 3.2m 3.3m 3.2m 3.0m 3.2m 2.5m 4.5m4.5m

事
業
予
定
地
側

（

西
側
）

東
側

 

＜事業予定地東側道路断面（Ａ地点、Ｂ地点：主要地方道金城埠頭線）＞ 

 

 

歩道、雨水側溝 中央分離帯
3.3m 3.1m 1.6m 3.2m 3.2m4.0m

海
側

（

西
側
）

事
業
予
定
地
側

（

東
側
）

 

＜事業予定地西側道路断面（Ｃ地点：市道潮凪線）＞ 

図 6-2-5 道路交通騒音・振動調査地点の断面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

騒音計（高さ 1.2m） 

振動計（地表面） 

騒音計（高さ 1.2m） 

振動計（地表面） 
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1：25,000 

 

●

● A
C

B 

凡例 
● ：道路交通騒音・振動調査地点（A～C） 

：走行ルート 
 

図 6-2-6 道路交通騒音・振動に係る調査地点 
 

● 
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図 6-2-7 道路交通騒音・振動に係る調査地点詳細位置 

● 

● 

Ａ Ｃ 

● 
Ｂ 
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（３）調査期間 
調査時期及び調査日時は、表 6-2-5 に示すとおりである。 

 

表 6-2-5 道路交通騒音・振動に係る調査日時 

調査時期 調査日時 

・既設構造物解体時 
平成 23年 4 月 20 日（水） 

6 時～22 時 

・第 1期施設工事のうち、 

土木・建築工事最盛時 

平成 23年 5 月 17 日（火） 

6 時～22 時 

・第 1期施設工事のうち、 

設備工事最盛時 

平成 24年 11 月 16 日（木） 

6 時～22 時 

 

 

（４）調査方法 
調査は、表 6-2-6 に示すとおり、「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年環境庁

告示第 64 号）に準拠して実施した。 

 

表 6-2-6 道路交通騒音に係る調査方法 

調査項目 調査方法 備  考 

・等価騒音レベル 

・時間率騒音レベル

・「騒音に係る環境基準について」（平成 10 年 環境庁

告示第 64 号）に定める方法 

・JIS Z 8731「環境騒音の表示・測定方法」に定める方法 

道路端地上 1.2m

を基本 

 

（５）環境の保全のために講じた措置 

道路交通騒音について、実施した環境保全措置は、次のとおりである。 

 

・ 車両計画を作成し、建設資材等の搬入車両が極端に集中しないように、搬入時期・

時間・通勤ルートの分散化に務めた。 

・ 工事関係者の通勤は、公共機関の利用や通勤車両の相乗りを励行し、通勤車両の

台数の抑制に努めた。 

・ 建設資材等の搬入車両については、搬出入量に応じた適正な車種・規格を選定し、

工事関連車両の台数の抑制に努めた。 

 

（６）調査結果 
ア 調査結果 

道路交通騒音に係る調査結果は、表 6-2-7 に示すとおりであり、全体として調査時

期による変化はそれほど大きくない。環境基準に対しては、Ｂ地点において 1dB 超過し

ていたが、工事前でも環境基準を超過しており、Ｂ地点を通過する工事関連車両

0.5％未満であることから、工事関連車両による顕著な影響は生じていないものと考え

られる。 

調査日における交通量の状況は、表 6-2-8 に示すとおりである。 
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表 6-2-7 道路交通騒音に係る調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6-2-8 道路交通騒音測定時における交通量 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 予測結果との対比等 

今回調査結果と予測結果との比較は、表 6-2-9及び表 6-2-10に示すとおりである。 

調査結果が予測結果を下回ることから、工事関連車両の走行に伴う騒音が周辺環境

に及ぼす影響は、予測どおり軽微であると判断できる。 

表 6-2-10 に示すように、A 地点及び B 地点については工事関連車両の台数が、予

測条件よりも少なかった。また、予測地点を通過する車両は一般交通車両が大半を占

めるため、予測値との違いは、一般交通車両の走行状況にも起因すると考えられる。 

なお、A 地点及び B 地点については、主要地方道金城埠頭線において、シールド工

事による車線規制により、走行速度が抑えられていたことも原因と考えられる。 

 

表 6-2-9 道路交通騒音の予測結果との比較 

 

 

 

 

 

 

表 6-2-10 今回調査結果と予測時設定交通量との比較 

 

 

 

 

 

 

ウ 市民等からの苦情の内容、対処方法及びその後の状況 

工事関連車両の走行に伴う騒音に関して、市民等からの苦情はなかった。 

(単位：dB)

最小 最大 平均 最小 最大 平均 最小 最大 平均
工事前
　・AB地点/平成16年1月21日(水)

　・C地点 /平成18年5月30日(火)

72 - - - 72 - - - 69 - - -

既設地下構造物解体時

　・平成23年4月20日（水）
69 56 68 65 71 53 66 63 68 49 68 61

第1期施設土木・建築工事最盛時
　・平成23年5月17日（火）

70 57 70 66 70 53 68 63 68 50 64 58

第1期施設設備工事最盛時
　・平成24年11月16日（木）

70 58 69 67 71 56 68 64 67 52 65 58

環境基準

（注）1.ＬAeqはエネルギー平均、ＬA50の平均は算術平均をそれぞれ示す。

　　　2.環境基準は、昼間（6時～22時）の道路に面する地域における特例値を示す。

調査時期

A地点 B地点 C地点

ＬAeq
ＬA50 ＬAeq

ＬA50 ＬAeq
ＬA50

70

(単位：dB)

A地点 B地点 C地点 A地点 B地点 C地点

第1期施設土木・建築工事最盛時 70 70 68 73 73 70

（注）調査結果及び予測結果は昼間6時～22時のエネルギー平均値である。

調査結果 予測結果
調査時期

(単位：台/昼間16時間)

大型車 小型車 合　計 大型車 小型車 合　計 大型車 小型車 合　計

調査結果 166 183 349 23 42 65 182 212 394

予測条件 276 504 780 276 504 780 138 252 390

（注）（　）内数値は工事関連車両台数の内数を示す。

C地点

 最大時期

（第1期施設土木・建築工事最盛時）

A地点 B地点

(単位：台/昼間16時間)

大型車 小型車 合　計 大型車 小型車 合　計 大型車 小型車 合　計

7,118 11,463 18,581 4,742 9,216 13,958 2,033 3,571 5,604

6,471 11,759 18,230 4,681 10,965 15,646 1,871 3,716 5,587

(43) (157) (200) (18) (52) (70) (53) (181) (234)

6,662 12,185 18,847 4,841 10,330 15,171 1,957 3,770 5,727

(166) (183) (349) (23) (42) (65) (182) (212) (394)

6,421 20,012 26,433 4,007 12,437 16,444 1,112 4,724 5,836

(110) (94) (204) (0) (0) (0) (0) (131) (131)

（注）（　）内数値は工事関連車両台数の内数を示す。

工事前

　・AB地点/平成16年1月21日(水)

　・C地点 /平成18年5月30日(火)

既設地下構造物解体時

　・平成23年4月20日(水)

第1期施設土木・建築工事最盛時

　・平成23年5月17日(火)

第1期施設設備工事最盛時

　・平成24年11月16日(木)

調査時期
A地点 B地点 C地点
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３ 振動 
３-１ 建設作業振動 

（１）調査項目 
調査は、建設作業に伴う振動レベルを対象とし、測定時における建設機械の型式、配

置、稼働状況及び作業状況についても整理した。 

 

（２）調査地点 
調査地点は、「２ 騒音 ２－１ 建設作業騒音」と同様の 4地点とした。（「２ 騒音 ２－１ 

建設作業騒音」の図 6-2-1 及び図 6-2-2 参照（P58～60）） 

 

（３）調査期間 
調査時期及び調査日時は、「２ 騒音 ２－１ 建設作業騒音」と同様とした。（「２ 騒音 

２－１ 建設作業騒音」の表 6-2-1 参照（P61）） 

 

（４）調査方法 
調査は、表 6-3-1 に示すとおり、「振動規制法施行規則(昭和 51 年 総理府令第 58

号昭和 43年) 別表第 1」に準拠して行った。また、測定時における建設機械の稼働状況

等についても整理した。 

 

表 6-3-1 建設作業振動に係る調査方法 

測定項目 調査方法 備  考 

建設作業振動 

80％レンジの 

上端値を基本 

・「振動規制法施行規則」（昭和 51年総理府令

第 58号）別表 1 に定める方法 

・JIS Z 8735「振動レベル測定方法」に定め

る方法 

用地境界の地表面を基本

 

 

（５）環境の保全のために講じた措置 

建設作業振動について、実施した環境保全措置は、次のとおりである。 

 

・ 導入可能な低振動型の建設機械を使用した。また、振動の発生の少ない工法の採

用、衝撃振動の発生防止など振動の低減に努めた。特に、敷地境界付近の作業を

行う際には振動の低減に考慮した工法を採用した。 

・ 特定建設作業以外の建設作業についても、特定建設作業の規制基準を遵守した。 

・ 工事の際は作業区域を十分考慮して、建設機械を適切に配置した。また、建設機械

使用時間割を作成し、実施可能な範囲において同時稼働を回避することで環境負

荷の低減に努めた。 

・ 敷地境界付近での作業時には、振動に対して十分配慮して作業を行うよう努めた。 

・ 建設機械の使用に際しては、実施可能な範囲で負荷を小さくするよう努めるとともに、

十分な点検・整備により、性能の維持に努めた。 
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（６）調査結果 
ア 調査結果 

建設作業振動に係る調査結果は、表 6-3-2 に示すとおりであり、Ｌ10（80％レンジ上

端値）の最大は、既設地下構造物解体時において 50～62dB、第 1 期施設土木・建築

工事最盛時において 50～60dB、第 1 期施設設備工事最盛時において 52～58dB であ

り、いずれも「市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例」（平成 15年 3 月

25 日、名古屋市条例第 15 号）に基づく特定建設作業に伴う振動の規制基準を下回っ

ていた。 

なお、調査時における建設機械の稼働状況は、「２ 騒音 ２－１ 建設作業騒音」の

図 6-2-4(1)～(3)に示したとおりである（P62～63）。 

 

表 6-3-2 建設作業振動に係る調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 予測結果との対比等 

今回調査結果と予測結果との比較は、表 6-3-3 に示すとおりである。 

NO.1-3 の既設地下構造物解体時には予測結果よりも調査結果の方が低かったが、

その他の地点及び時期では調査結果の方が予測結果よりも高い値であった。 

これらの違いは、予測時と調査時の建設機械の配置や台数の違いによるものと考え

られる。工事前の環境振動に比較して、工事中はいずれも相当程度に振動レベルが

上昇しており、ある程度は工事による影響が生じているものと考えられる。 

しかし、いずれの調査時期、調査地点においても、特定建設作業に伴う振動の規制

基準を下回っていたことから、建設作業に伴う振動が周辺環境に及ぼす影響は、予測

どおり軽微であると判断できる。 

 

表 6-3-3 今回調査結果と予測結果との比較（昼間のＬ10） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 市民等からの苦情の内容、対処方法及びその後の状況 

建設作業振動に関して、市民等からの苦情はなかった。 

(単位：dB)

最小 最大 平均 最小 最大 平均 最小 最大 平均

NO.1-1 40 50 46 36 50 46 39 52 49

NO.1-2 45 55 52 37 53 48 45 56 53

NO.1-3 34 62 52 32 57 50 42 53 49

NO.1-4 52 58 55 51 60 56 54 58 56

規制基準

（注）L10の平均は算術平均により求めた。

調査
地点

既設地下構造物解体時

(H23.4.20)

第1期施設土木・建築工事最盛時

(H23.5.17)

第1期施設設備工事最盛時

(H24.11.13)

75

(単位：dB)

NO.1-1 NO.1-2 NO.1-3 NO.1-4 NO.1-1 NO.1-2 NO.1-3 NO.1-4

42 47 38 53 － － － －

46 52 52 55 <30 <30 71 <30

46 48 50 56 41 <30 31 40

49 53 49 56 <30 <30 <30 42

（注）調査結果は、L10の算術平均を示し、予測結果は、評価書予測コンタからの読み取り値を示す。

予測結果
調査時期

調査結果

 工事前の環境振動
　（平成16年1月21日（水））

 既設地下構造物解体時
　(平成23年4月20日（水）)

 第1期施設
   土木・建築工事最盛時
　(平成23年5月17日（火）)
 第1期施設
   設備工事最盛時
　(平成24年11月13日（火）)



 72

３-２ 道路交通振動 

（１）調査項目 
調査は、工事関連車両の走行に伴う道路交通振動を対象とし、調査時における交通

量についても整理した。 

 

（２）調査地点 
調査地点は、「２ 騒音 ２－２ 道路交通騒音」と同様の 3地点とした。（「２ 騒音 ２－２ 

道路交通騒音」の図 6-2-5、及び図 6-2-6 及び図 6-2-7 参照（P65～67）） 

 

（３）調査期間 
調査時期及び調査日時は、「２ 騒音 ２－２ 道路交通騒音」と同様とした。（「２ 騒音 

２－２ 道路交通騒音」の表 6-2-5 参照（P68）） 

 

（４）調査方法 
調査は、表 6-3-4 に示す方法で実施した。 

 

表 6-3-4 道路交通振動に係る調査方法 

調査項目 調査方法 備  考 

・道路交通振動レベル 

  時間率振動レベル 

・JIS Z 8735「振動レベル測定方法」

に定める方法 
道路端地表面を基本 

 

 

（５）環境の保全のために講じた措置 

道路交通振動について、実施した環境保全措置は、次のとおりである。 
 
・ 車両計画を作成し、建設資材等の搬入車両が極端に集中しないように、搬入時期・

時間・通勤ルートの分散化に務めた。 

・ 工事関係者の通勤は、公共機関の利用や通勤車両の相乗りを励行し、通勤車両の

台数の抑制に努めた。 

・ 建設資材等の搬入車両については、搬出入量に応じた適正な車種・規格を選定し、

工事関連車両の台数の抑制に努めた。 

 

（６）調査結果 
ア 調査結果 

道路交通振動に係る調査結果は、表 6-3-5 に示すとおりであり、全体として調査時

期による変化は、騒音と同様にそれほど大きくなく、工事関連車両による顕著な影響は

生じていないものと考えられる。道路交通振動に係る要請限度に対しては、いずれも下

回っていた。 
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表 6-3-5 道路交通振動に係る調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 予測結果との対比等 

今回調査結果と予測結果との比較は、表 6-3-6 に示すとおりである。 

調査結果が予測結果を下回ることから、工事関連車両の走行に伴う振動が周辺環

境に及ぼす影響は、予測どおり軽微であると判断できる。 

表 6-2-10 で示したように（P69）、A 地点及び B 地点については工事関連車両の台

数が、予測条件よりも少なかった。また、予測地点を通過する車両は一般交通車両が

大半を占めるため、予測値との違いは、一般交通車両の走行状況（路面性情（段差・轍

等の有無）、走行位置、走行速度など）にも起因すると考えられる。 

なお、A 地点及び B 地点については、主要地方道金城埠頭線において、シールド工

事による車線規制により、走行速度が抑えられていたことも原因と考えられる。 

 

表 6-3-6 道路交通振動の予測結果との比較 

 

 

 

 

 

 

ウ 市民等からの苦情の内容、対処方法及びその後の状況 

工事関連車両の走行に伴う振動に関して、市民等からの苦情はなかった。 

 

 

(単位：dB)

最小 最大 平均 最小 最大 平均 最小 最大 平均

A地点 50 57 55 50 58 55 53 60 58

昼間 B地点 50 56 54 51 57 55 50 57 55 70

C地点 36 48 44 37 48 44 40 48 45

A地点 47 55 50 47 54 50 49 57 53

夜間 B地点 45 53 48 48 52 49 47 54 50 65

C地点 34 40 36 34 40 37 37 40 39

（注）1.昼間は7時～20時、夜間は20時～22時と6時～7時の測定結果を集計したものであり、平均はL10の算術平均を示す。

　　　2.要請限度は、第2種区域における基準を示す。

時間
区分

調査
地点

既設地下構造物解体時

　平成23年4月20日（水）

第1期施設

土木・建築工事最盛時

　平成23年5月17日（火）

第1期施設

設備工事最盛時

平成24年11月16日（木）
要請
限度

(単位：dB)

A地点 B地点 C地点 A地点 B地点 C地点

第1期施設土木・建築工事最盛時 55 55 44 57 57 52

（注）調査結果及び予測結果は昼間7時～20時の算術平均値である。

予測結果
調査時期

調査結果
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４ 水質 
４-１ 調査項目 

調査は、工事中、貯水池からの排水による影響が考えられる水素イオン濃度（ｐH）、濁

度及び浮遊物質量、さらに掘削時に湧出する地下水が環境基準を上回ることが予想され

る鉛、砒素、ふっ素及びほう素を対象に行った。 

 

４-２ 調査地点 

調査地点は、図 6-4-1 及び以下の写真に示す排水出口の 1 地点とした。 

なお、排水先は事業実施区域西側の海域（名古屋港）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-4-1 水質調査地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜貯留池の排水出口位置（現場写真）＞ 

 

 

北口

工事用道路

工事用道路

工事用道路

③第1汚泥棟
④受電棟

⑥管理棟

①返流水処理施設⑦第1焼却炉棟

⑤煙突

東
口

縮尺：1/5,000

②受泥棟
●

凡例 
●：水質に係る調査地点 
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４-３ 調査期間 

調査は、第 1 期施設工事のうち下記期間において、月 1 回の調査を 70 回行った。 

・ 平成 21 年 4 月～平成 27 年 1 月 

 

４-４ 調査方法 

調査は、表 6-4-1 に示すとおり、水素イオン濃度と濁度についてはポータブル型計測

器を用いた現地計測、その他は「水質汚濁に係る環境基準について」（昭和 46 年、環境

庁告示第 59 号）に定める方法により室内分析を行った。 

また、水素イオン濃度及び濁度については、定期採水とは別途、定点測定器を設置し、

工事排水の連続モニタ測定を行った。 

 

表 6-4-1 貯留池における排水の水質に係る分析方法 

測定項目 調査方法 

水素イオン濃度 ・ポータブル型計測器（現地計測） 

・固定型計測器（連続モニタ測定） 濁度 

浮遊物質量 
環境庁告示第 59 号(昭和 46 年 12 月 28 日)｢水質汚濁に係る環境基準につ

いて｣付表 9 に掲げるろ過法 

鉛 
日本工業規格（以下「規格」という）K0102の 54に定める ICP 発光分光法また

は ICP 質量分析法 

砒素 
・規格 K0102 の 61.3 に定める水素化物発生 ICP 発光分光法 

・規格 K0102 の 61.2 に定める水素化物発生原子吸光法 

ふっ素 規格 K0102 の 34.1 に定めるランタン-アリザリンコンプレキソン吸光光度法 

ほう素 規格 K0102 の 47.3 に定める ICP 発光分光法 

 

 

４-５ 環境の保全のために講じた措置 

水質について、実施した環境保全措置は、次のとおりである。 

 

・ コンクリートミキサー車等の洗浄水は、場外運搬処理とした。 

・ 工事排水については、濁度及び水素イオン濃度を簡易測定により、常時監視した。 

・ 工事排水量及び放流濃度がより低下するように、排水系統別の処理を行った。 

・ 日降水量が 30mm を超える見込みの場合は、土木・建築工事（既設地下構造物撤去）、

土工事（掘削工）及び躯体工事（土木）は中止を協議・検討し、濁水の発生を極力抑

制するよう努めた。 

・ 水素イオン濃度（ｐH）については、平成 21 年 5 月調査から「水質汚濁関係ハンドブッ

ク（名古屋市環境局）」の目安（以下、「排水の目安」という）を上回る測定値が連続し

たため、その要因と対策について検討し、平成 21 年 7 月 27 日から炭酸ガス中和工

法の稼働を開始することで、工事排水の放流濃度の調整に努めた。 
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４-６ 調査結果 

（１）調査結果 
ア 定期採水 

調査結果は、表 6-4-2 に示すとおりであり、浮遊物質量については、排水の目安を

下回っていた。また、人の健康の保護に関する環境基準項目である鉛、砒素、ほう素及

びふっ素は、工事期間中の全期間で排水基準を下回っていた。 

一方、水素イオン濃度（ｐH）については、観測開始後、平成21年5月調査から目安を

上回る測定値が連続したため、その要因と対策について検討した。その結果、場内道

路に使用されているコンクリートガラが水に浸かることで発生する可能性が高いことが確

認されたため、pH調整工法を比較検討し総合評価した結果、炭酸ガス中和工法が優位

であることから、平成 21 年 7 月 27 日から稼働を開始した。その後、渇水期を中心に排

水の目安を超過することもあったものの、それ以降は概ね落ち着いた傾向を示し、平均

値では排水の目安以内となった。 

 

 

表 6-4-2 排水出口における水質調査結果（定期採水） 

調査 
項目 

平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25 年度 平成 26年度 排水
基準

（参考値）

排水の
目  安最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均

水素イオン濃度 

（pH） 
9.2 8.0 8.8 7.6 8.6 7.5 7.8 7.0 8.9 8.2 9.5 8.4 － 

5.8 

～8.6

濁  度 57 21 17 8 203 44 75 26 47 24 73 30 － － 

浮遊物質量 

（mg/L） 
55 14 19 9 57 18 23 14 37 19 46 21 － 200

鉛 

（mg/ L） 
< 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 < 0.005 0.1 － 

砒素 

（mg/ L） 
0.008 0.006 0.006 0.006 0.006 0.005 0.011 0.007 0.007 0.006 0.005 0.005 0.1 － 

ほう素 

（mg/ L） 
0.54 0.33 0.85 0.46 0.41 0.20 0.26 0.15 0.21 0.12 2.3 0.47

230

（海域）
－ 

ふっ素 

（mg/ L） 
0.6 0.4 0.4 0.4 0.4 0.3 0.4 0.3 0.5 0.2 0.7 0.4

15

（海域）
－ 

（注）濃度は、pH 調整前の濃度を示す。網掛けは、排水の目安値超過を示す。 

 

イ 連続モニタ 

調査結果は、表 6-4-3 に示すとおりであり、「ア 定期採水」と概ね同様の傾向を示し

た。 

 

 

表 6-4-3 排水出口における水質調査結果（連続モニタ） 

調査 

項目 

平成 21年度 平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 排水の

目  安最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均 最大 平均

水素イオン濃度 

（ｐＨ） 
9.0 7.7 7.2 6.9 7.2 6.9 7.1 6.9 7.5 7.0 8.0 7.7

5.8 

～8.6

濁  度 105 49 79 36 116 55 110 82 111 92 80 72 － 

（注）網掛けは、排水の目安値超過を示す。 
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（２）予測結果との対比等 
今回調査結果（最大値）と予測結果との比較は、表 6-4-4 に示すとおりである。 

浮遊物質量については、調整池が十分機能し、予測結果及び排水の目安を下回っ

た。 

また、人の健康の保護に関する環境基準項目である鉛、砒素、ほう素及びふっ素に

ついては、予測された放流濃度以下であった。 

水質は調整を行い排水しているため、影響は軽微であると判断できる。 

 

 

表 6-4-4 今回調査結果と予測結果の比較 

単位：mg/L 

測定項目 
今回調査結果 
[最大値] 

予測結果 
[放流濃度]  

排水基準 
（参考値） 

排水の目安 

浮遊物質量 57 198 － 200 

鉛 ＜0.005 0.022 0.1 － 

砒素 0.011 0.012 0.1 － 

ほう素 2.3 2.3 230（海域） － 

ふっ素 0.7 1.2 15（海域） － 

 

 

 

（３）市民等からの苦情の内容、対処方法及びその後の状況 

工事中に発生する工事排水に関して、市民等からの苦情はなかった。 
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５ 地下水 
５-１ 調査項目 

調査は、地下水の水質に係る環境基準項目 28 項目のうち、環境影響評価における調

査にて環境基準を上回っていた、鉛、砒素、ほう素及びふっ素を対象に行った。 

 

５-２ 調査地点 

調査は、図 6-5-1 に示すとおり、第 1 期施設を代表する 5 地点と、掘削残土の仮置場

を代表する 1 地点の合計 6 地点を対象に行った。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 6-5-1 地下水に係る水質調査地点 

 

５-３ 調査期間 

調査は、第 1 期施設工事のうち下記期間において、月 1 回の調査を 70 回行った。 

・ 平成 21 年 4 月～平成 27 年 1 月 

 

５-４ 調査方法 

調査は、｢４ 水質｣で示した表 6-4-1と同様、「水質汚濁に係る環境基準について」（昭

和 46 年、環境庁告示第 59 号）に定める方法により室内分析を行った。 

 

５-５ 環境の保全のために講じた措置 

地下水について、実施した環境保全措置は、次のとおりである。 
 
・ 地下水の水質について、定期的に観測を行うことで、異常の早期発見に努めた。 

・ 地下部の掘削の際は、止水性のある土留め壁等を構築し、掘削部を締め切った状態

で施工し、掘削部からの浸出水は、工事用ポンプを用い、事業予定地東側の貯留池

に汲み上げ、ｐＨ調整をした後、公共用水域へ放流した。 

 

５-６ 調査結果 

（１）調査結果 
調査結果は表 6-5-1 に示すとおり、砒素は No.2、ふっ素は No.4、ほう素及びふっ素

は No.3,5,6 で環境基準を上回る時期があったが、排水基準に対しては全ての項目、地

点において下回っていた。 

北口

工事用道路

工事用道路

工事用道路

③第1汚泥棟
④受電棟

⑥管理棟

①返流水処理施設⑦第1焼却炉棟

⑤煙突

東
口

縮尺：1/5,000

②受泥棟

● No.3 ● No.2 ● No.1 ● No.4 

● No.5 ● No.6

凡例 
●：地下水に係る調査地点 



 79

表 6-5-1 地下水に係る水質測定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（注）網掛けは、環境基準値超過を示す。 

単位：mg/L

調査 調査 環境

地点 項目 最大 平均 最大 平均 最大 平均 基準

鉛 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

砒素 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

ほう素 0.36 0.29 0.32 0.28 0.28 0.21 1 230

ふっ素 0.6 0.4 0.5 0.4 0.4 0.4 0.8 15

鉛 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

砒素 0.009 0.007 0.009 0.006 0.007 0.006 0.01 0.1

ほう素 0.61 0.50 0.40 0.36 0.51 0.36 1 230

ふっ素 0.4 0.4 0.4 0.4 0.5 0.4 0.8 15

鉛 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

砒素 0.009 0.009 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

ほう素 1.6 1.1 1.2 0.83 1.2 0.78 1 230

ふっ素 1.8 1.4 1.8 1.1 1.4 1.0 0.8 15

鉛 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

砒素 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

ほう素 0.21 0.18 0.17 0.16 0.21 0.17 1 230

ふっ素 0.6 0.5 0.6 0.5 0.6 0.6 0.8 15

鉛 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

砒素 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

ほう素 1.0 0.78 0.86 0.76 1.0 0.70 1 230

ふっ素 2.6 1.8 1.8 1.6 1.7 1.4 0.8 15

鉛 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

砒素 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

ほう素 0.74 0.64 0.68 0.60 0.62 0.56 1 230

ふっ素 1.3 1.1 1.3 1.3 1.4 1.3 0.8 15

調査 調査 環境

地点 項目 最大 平均 最大 平均 最大 平均 基準

鉛 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

砒素 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

ほう素 0.33 0.26 0.36 0.33 0.45 0.39 1 230

ふっ素 0.5 0.4 0.4 0.3 0.4 0.3 0.8 15

鉛 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

砒素 0.010 0.008 0.012 0.009 0.010 0.009 0.01 0.1

ほう素 0.47 0.43 0.43 0.39 0.42 0.35 1 230

ふっ素 0.5 0.4 0.5 0.4 0.5 0.4 0.8 15

鉛 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

砒素 0.009 0.009 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

ほう素 1.4 0.91 0.91 0.64 0.78 0.53 1 230

ふっ素 1.4 1.0 1.1 0.8 1.1 0.7 0.8 15

鉛 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

砒素 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

ほう素 0.20 0.19 0.19 0.18 0.20 0.17 1 230

ふっ素 0.6 0.5 1.0 0.6 0.5 0.5 0.8 15

鉛 <0.005 <0.005 0.006 0.006 <0.005 <0.005 0.01 0.1

砒素 0.010 0.008 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

ほう素 1.7 0.95 2.0 0.85 3.0 0.74 1 230

ふっ素 1.7 1.4 1.4 1.1 1.0 0.7 0.8 15

鉛 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

砒素 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 <0.005 0.01 0.1

ほう素 1.5 0.78 1.3 0.60 2.1 1.2 1 230

ふっ素 1.1 0.9 1.1 1.0 0.8 0.7 0.8 15

平成21年度 平成22年度 平成23年度 排水基準
（参考値）

排水基準
（参考値）

No.1

No.2

No.3

No.4

No.5

No.6

No.4

No.5

No.6

平成24年度 平成25年度 平成26年度

No.1

No.2

No.3
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（２）予測結果との対比等 
予測条件のとおり、地下部の掘削に際しては止水性のある土留め壁等を構築し、掘

削部を締め切った状態で施工を行い、掘削部からの浸出水は、工事用ポンプを用いて

事業予定地東側の貯留池に汲み上げ、ｐＨ調整をした後、公共用水域へ放流したことか

ら、地下水による周辺環境への影響は、予測どおり軽微であると判断できる。 

 

（３）市民等からの苦情の内容、対処方法及びその後の状況 

工事実施中に地下水の水質に関して、市民等からの苦情はなかった。 
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６ 地盤 
６-１ 調査項目 

調査は、工事に伴う地盤沈下の状況を把握するため、地盤変位と地下水位を対象

に行った。 

 

６-２ 調査地点 

調査地点については、図 6-6-1 に示すとおり、地下水位については、「５ 地下水」

と同様の 6 地点、地盤変位については、工事区域の四隅を基本とした 4 地点を対象

とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-6-1 地下水位及び地盤変位に係る調査地点 

 

 

 

基準点座標

地点名 X Y H

基-1 -103704.745 -28510.148 14.650(3.238)

基-5 -103638.9 -28541.111 14.135(2.723)

（ ）はTP表示

北口

工事用道路

工事用道路

工事用道路

③第1汚泥棟
④受電棟

⑥管理棟

①返流水処理施設⑦第1焼却炉棟

⑤煙突

東
口

縮尺：1/5,000

②受泥棟

● 

S-3 

● 
S-2 

凡例 
●：地下水調査孔（1 回/月観測） 

●：地盤変位に係る調査地点 

▲：基準点位置 

● No.1 ● No.3 

● No.5 ● No.6

● No.2 ● No.4

▲ 

▲

基－1 

基－5

● 
S-1 

● 
S-4 

基準点座標

地点名 X Y H

基-1 -103704.745 -28510.148 14.650(3.238)

基-5 -103638.9 -28541.111 14.135(2.723)

（ ）はTP表示

▲ 
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６-３ 調査期間 

調査は、地下水と同様第 1 期施設工事のうち下記期間において、月 1 回の調査を

70 回行った。 

・ 平成 21 年 4 月～平成 27 年 1 月 

 

６-４ 調査方法 

調査は、表 6-6-1 に示すとおり行った。 

 

 

表 6-6-1 地盤変位及び地下水位に係る調査方法 

調査項目 調査方法 

地盤変位 調査区域外に設置された観測基準点（沈下不動点：基-1 及び基-5））

と調査区域に設置された観測点（（S-1～S-4）との鉛直相対変位をレベ

ル計にて求め、工事開始前における観測点地盤高を観測初期値（h0）と

し、その後、工事開始に伴って 1回/月の頻度で地盤高(hn)を求めること

により、地盤沈下量（h0-hn）を求めた。 

地下水位 水位観測は、水位面の観測を手動式測定器（下図）により行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜手動式測定器＞ 

 

 

６-５ 環境の保全のために講じた措置 

地盤について、実施した環境保全措置は、次のとおりである。 

 

・ 地盤変位と地下水位について、定期的に観測を行うことで、異常の早期発見に

努めた。 

・ 地盤の沈下について、直接的に影響のある事業予定地隣接地権者等と協議を

行い、可能な限り地盤変位が小さくなる計画とした。 
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差

（ｍ
）

S-1 S-2 S-3 S-4

H21 H22 H23 H24 H25 H26

６-６ 調査結果 

（１）調査結果 
ア 地盤変位 

調査結果は、表 6-6-2 及び図 6-6-2 に示すとおりであり、全ての地点において

地盤の最大変位量は 1cm 以下であった。 

 

 
表 6-6-2 地盤変位量の観測結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）S1については、場内整備工事に伴い平成25年10月に撤去したため、観測していない。 

図 6-6-2 地盤変位の経月変化 

単位：TP ｍ

調査

地点 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均

－ -0.010 0.000 -0.007 -0.007 -0.001 -0.005 -0.005 -0.001 -0.003 -0.004 -0.001 -0.003 -0.004 -0.001 -0.002

(14.052) (14.042) (14.052) (14.045) (14.045) (14.051) (14.047) (14.047) (14.051) (14.049) (14.048) (14.051) (14.049) (14.048) (14.051) (14.050)

－ -0.003 0.000 -0.001 -0.004 0.000 -0.001 -0.009 0.000 -0.004 0.003 0.000 0.000 -0.003 0.000 -0.001 -0.005 0.000 -0.002

(14.634) (14.631) (14.634) (14.633) (14.630) (14.634) (14.633) (14.625) (14.634) (14.630) (14.637) (14.634) (14.634) (14.631) (14.634) (14.633) (14.629) (14.634) (14.632)

－ -0.008 0.000 -0.003 -0.006 0.000 -0.003 -0.006 0.000 -0.002 0.004 0.000 0.002 -0.004 0.000 -0.001 -0.003 -0.001 -0.002

(14.636) (14.628) (14.636) (14.633) (14.630) (14.636) (14.633) (14.630) (14.636) (14.634) (14.640) (14.636) (14.638) (14.632) (14.636) (14.635) (14.633) (14.635) (14.634)

－ -0.007 0.000 -0.004 -0.008 0.000 -0.003 -0.005 0.000 -0.001 -0.002 0.000 0.000 -0.003 0.000 0.000 -0.008 -0.003 -0.006

(14.414) (14.407) (14.414) (14.410) (14.406) (14.414) (14.411) (14.409) (14.414) (14.413) (14.412) (14.414) (14.414) (14.411) (14.414) (14.414) (14.406) (14.411) (14.408)

（注）1. 地盤変位量は、標高の初期値との差で示した。

（注）2. (   )内は、上段の地盤変位量を示した際の標高で示した。

S-1

S-2

S-3

S-4

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
初期値

－ － －
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イ 地下水位 

調査結果は、表 6-6-3 及び図 6-6-3 に示すとおりであり、No.5 及び No.6 を除く

全ての地点において地下水位の最大変位量は概ね 1m であった。 

平成 23 年 5 月に No.2 及び No.6、平成 25 年 1 月に No.5 の水位が 1m 程度低

下した。当時、場内では水位低下に関わるような工事が行われていないことから、

近傍の場外において水位低下を生じさせるような行為があったのではないかと推測

される。また、上記の水位低下はごく一時的なものであり、水位回復後は、No.1 の

水位よりも低かった No.5 と No.6 の水位が、No.1 の水位と同等か上回る傾向が継

続している。なお、これらの水位変動による地盤変位への影響は認められていな

い。 

 

 
表 6-6-3 地下水位観測結果 

 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-6-3 地下水位変動 

 

11.0

11.5

12.0

12.5
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14.0

3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月 3月 6月 9月 12月

地
下

水
位

（
T
P

 ｍ
）

№１ №２ №３ №４ №５ №６

H21 H22 H23 H24 H25 H26

単位：TP ｍ

調査

地点 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 平均 最大 最小 差 平均

No.1 13.13 12.52 12.84 12.86 12.35 12.70 13.17 12.51 12.94 13.05 12.66 12.90 13.26 12.87 13.07 13.53 13.24 13.37 13.53 12.35 1.18 13.37

No.2 12.96 12.61 12.75 12.80 12.48 12.68 13.43 12.57 12.91 13.01 12.65 12.86 13.04 12.83 12.96 13.17 12.98 13.06 13.43 12.48 0.95 13.06

No.3 12.62 12.35 12.48 12.55 12.19 12.36 12.75 12.21 12.55 13.30 12.35 12.58 13.07 12.54 12.74 13.15 12.51 12.90 13.30 12.19 1.11 12.90

No.4 12.86 12.34 12.58 12.80 12.37 12.60 12.89 12.41 12.59 13.51 12.43 12.63 12.72 12.45 12.57 12.72 12.51 12.57 13.51 12.34 1.17 12.57

No.5 12.95 12.35 12.64 12.57 12.29 12.46 13.15 12.30 12.83 13.12 11.73 12.81 13.30 12.97 13.15 13.44 12.62 13.26 13.44 11.73 1.71 13.26

No.6 13.00 12.18 12.58 12.42 12.19 12.33 13.29 12.14 12.96 13.36 13.00 13.15 13.49 13.08 13.27 13.47 13.10 13.33 13.49 12.14 1.35 13.33

（注）表中の差は、最大と最小の差で示した。

全 期 間平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
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（２）予測結果との対比等 
ア 地盤変位 

地盤変位の今回調査結果と予測結果との比較は、表 6-6-4 に示すとおりである。

全ての地点において地盤の最大変位量は 1cm 以下であることから、地盤変位によ

る周辺環境への影響は、予測どおり軽微であると判断できる。 

 

表 6-6-4 地盤変位の今回調査と予測結果との比較 

調査地点

地盤変位 
（初期値との差） 

[全期間の最大値]
（m） 

予測結果 

S-1 0.010 

北側敷地境界：0.060m（6.0cm） 

南側敷地境界：0.049m（4.9cm） 

S-2 0.009 

S-3 0.008 

S-4 0.008 

 

 

イ 地下水位 

地下水位の今回調査結果と予測結果との比較は、表 6-6-5 に示すとおりである。

No.5 及び No.6 を除く全ての地点において地下水位の最大変位量は 1m 程度であ

り、これらの水位変動による地盤変位への影響は認められていないことから、地下

水位の変動による周辺環境への影響は、予測どおり軽微であると判断できる。 

 

表 6-6-5 地下水位の今回調査と予測結果との比較 

調査地点

地下水位 
（変動幅） 

[全期間の最小値と
最大値の差] 

（m） 

予測結果 

No.1 1.18 

地下掘削を伴う工事では、止水性の高

い土留め壁を不透水層まで根入れさ

せ、掘削面から染み出た地下水を工事

用排水ポンプでくみ上げる程度であるこ

とから、周辺地下水位への影響は軽微

と考えられる。 

No.2 0.95 

No.3 1.11 

No.4 1.17 

No.5 1.71 

No.6 1.35 

 

 

（３）市民等からの苦情の内容、対処方法及びその後の状況 

建設作業に伴う地盤変位及び地下水位の変動に関して、市民等からの苦情はな

かった。 
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７ 土壌 
７-１ 調査項目 

調査は、工事中、掘削土砂の影響が考えられる掘削土砂の場外搬出量を対象に行っ

た。 

 

７-２ 調査場所 

調査場所は、事業予定地及びその周辺とした。 

 

７-３ 調査期間 

調査期間は、第 1 期施設工事のうち下記期間とした。 

・ 平成 21 年 4 月～平成 27 年 1 月 

 

７-４ 調査方法 

建設汚泥の搬出、処理に係るマニフェスト伝票等により、取りまとめた。 

 

７-５ 環境の保全のために講じた措置 

土壌について、実施した環境保全措置は、次のとおりである。 

 

・ 環境基準を上回った土壌粒子が混入する可能性のある工事排水については、定期

的に水質測定を行い、必要に応じて適切に処理し、放流した。 

・ タイヤ洗浄装置を設置し、環境基準を上回った土壌粒子の敷地外への飛散を防止し

た。 

・ 残土として場外へ搬出する土量を極力少なくした。 

 

７-６ 調査結果 

（１）調査結果 
事業区域内で掘削した土は、原則として、場内で盛土として利用したため、残土の場

外搬出はなかった。 

なお、杭施工時等の建設汚泥は、廃棄物として処理をした（「９ 廃棄物等 ９－６ 調

査結果」の表 6-9-1 参照（P116））。 

 

（２）予測結果との対比等 
今回調査結果と予測結果との比較は、表 6-7-1 に示すとおりである。 

予測時よりも掘削土量を減らしたことにより、建設残土の発生量は少なく、全量を盛土

材として再利用していること、タイヤ洗浄装置の設置、出入口の定期的な洗浄等により、

敷地外への飛散防止に努めたことから、建設残土による周辺環境への影響は、予測ど

おり軽微であると判断できる。 

 

表 6-7-1 建設残土発生量の予測結果との比較 

  調査結果 予測結果 

建設残土

発生量 
103,500m3 137,000m3 

 

（３）市民等からの苦情の内容、対処方法及びその後の状況 

工事実施中に土壌に関して、市民等からの苦情はなかった。 
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８ 動物 
８-１ 調査項目 

調査は、陸生動物（鳥類）の動物相の状況、繁殖状況、湿地に生息する鳥類の利用状

況及び陸生動物（鳥類）の重要な種の状況を対象とした。 

 

８-２ 調査地点 

調査は、アセス時(H18)における調査地点を参考に下記を対象とした（図6-8-1参照）。 

なお、事後調査計画ではポイントセンサスを 3 地点としていたが、空見緑地が消滅した

ため、ラインセンサスを 1 ライン追加した。 

・ ポイントセンサス：2 地点（事業予定地西側護岸、稲永公園） 

・ ラインセンサス ：1 ライン（空見緑地の消滅に伴う代替） 

・ 任意観察 ：1 地域（繁殖状況）（図 6-8-1 参照）。 

 

８-３ 調査期間 

調査は、建設機械の稼働が最大となる 1 年間において、4 季で各 2 日を基本とし、表

6-8-1～表 6-8-3 に示す時期に調査を行った。 

 

 

表 6-8-1 鳥類調査時期（鳥類相調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6-8-2 鳥類調査時期（繁殖状況調査） 

 

 

 

 

 

7:00 ～ 9:00 11:00 ～ 13:00 15:15 ～ 17:15

7:00 ～ 9:00 11:00 ～ 13:00 15:15 ～ 17:15

5:30 ～ 7:30 12:00 ～ 14:00 16:30 ～ 18:30

5:30 ～ 7:30 12:00 ～ 14:00 16:30 ～ 18:30

5:00 ～ 7:00 11:00 ～ 13:00 16:30 ～ 18:30

5:00 ～ 7:00 11:00 ～ 13:00 16:30 ～ 18:30

6:00 ～ 8:00 11:00 ～ 13:00 15:30 ～ 17:30

6:00 ～ 8:00 11:00 ～ 13:00 15:30 ～ 17:30

秋季

夏季

春季

冬季

調査時期
調査時間帯（潮の干満）

早朝 昼間 夕刻

平成23年10月19日
（満潮） （満潮） （干潮）

平成23年10月18日
（満潮） （満潮） （干潮）

平成23年7月27日
（干潮） （干潮） （満潮）

平成23年7月26日
（干潮） （干潮） （満潮）

平成23年5月18日
（満潮） （干潮） （満潮）

平成23年5月17日
（満潮） （干潮） （満潮）

平成23年1月26日
（満潮） （満潮） （干潮）

平成23年1月25日
（満潮） （満潮） （干潮）

繁殖状況 平成23年6月16日 ～7:00 17:15

調査時期 調査時間帯
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表 6-8-3 鳥類調査時期（湿地に生息する鳥類の利用状況調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８-４ 調査方法 

調査は、「自然環境アセスメント技術マニュアル」（1995 年 （財）自然環境研究センタ

ー）に準拠し、表 6-8-4 に示す方法により行った。 

 

表 6-8-4 鳥類に係る調査方法 

調 査 内 容 調  査  方  法 

ポイントセンサス調査 調査範囲内に設定した定点（P1 及び P2）において定点から観察し得る

範囲に出現する鳥類を識別し記録した。確認可能な範囲として、護岸から

100m 以内での出現種を調査対象としたが。100m 以遠での出現種も集団

行動等の主要な行動については記録した。 

ラインセンサス調査 陸上部に設定したルート（R3）について、ルート上を一定速度で歩きな

がら、その際に出現する鳥類を識別し記録した。 

繁殖状況 調査対象区域の陸域部を広く任意に踏査して、繁殖及び繁殖兆候を

確認した場合は、その行動内容を記録した。 

 

 

８-５ 環境の保全のために講じた措置 

動物について、実施した環境保全措置は、次のとおりである。 

 

・ 建設機械及び工事関連車両のアイドリングについて、作業時以外は停止した。 

・ 工事の際は作業区域を十分考慮して、建設機械を適切に配置した。また、建設機械

使用時間割を作成し、実施可能な範囲において同時稼働を回避することで環境負

荷の低減に努めた。 

・ 導入可能な低騒音型・低振動型の建設機械を使用した。また、騒音・振動の発生の

少ない工法の採用、衝撃音・衝撃振動の発生防止など騒音・振動の低減に努めた。 

 

7:00 ～ 9:00 11:00 ～ 13:00 15:15 ～ 17:15

5:30 ～ 7:30 12:00 ～ 14:00 16:00 ～ 18:00

5:30 ～ 7:30 12:00 ～ 14:00 16:30 ～ 18:30

5:00 ～ 7:00 11:00 ～ 13:00 16:30 ～ 18:30

5:30 ～ 7:30 12:00 ～ 14:00 16:30 ～ 18:30

6:00 ～ 8:00 11:00 ～ 13:00 16:00 ～ 18:00

6:00 ～ 8:00 11:00 ～ 13:00 15:30 ～ 17:30

秋の渡り

（満潮） （干潮） （満潮）

（干潮）

調査時間帯（潮の干満）

夕刻昼間早朝

（満潮） （満潮）

（満潮） （干潮） （満潮）

（満潮） （干潮） （満潮）

（満潮） （干潮） （満潮）

（満潮） （満潮） （干潮）

（干潮）（干潮）（満潮）

平成23年10月17日

平成23年8月22日

平成23年9月16日

平成23年5月16日

平成23年6月16日

平成23年1月24日

平成23年4月12日

調査時期

越冬期

春の渡り
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                          図 6-8-1 鳥類に係る調査地点  
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８-６ 調査結果 

（１）鳥類相 
すべての現地調査の結果、10 目 29 科 89 種の鳥類が確認された（資料編 P1 参照）。 

調査対象区域は沿岸部に位置していることから水辺を主要な生息域とする種の占め

る割合が高く、カイツブリ類、ウ類、サギ類、トキ類、カモ類、チドリ類、シギ類、カモメ類が

合計 55 種確認された。これらの種の主な確認位置は、調査対象区域西側の庄内川河

口部及び藤前干潟であった。 

陸域を主な生息域とする種としては、都市部でもみられるキジバト、ツバメ、ヒヨドリ、カ

ワラヒワ、スズメ、ハシボソガラス、カワラバト（ドバト）等が多く確認された。一方で、キレン

ジャク、オオルリ等の主に山地や丘陵地の樹林に生息する種の渡り途中と推察される個

体も確認された。この他、ミサゴ、オオタカ、チュウヒ、ハヤブサ、チョウゲンボウ等の猛禽

類が確認された。 

調査地点別では、庄内川河口及び藤前干潟等の海域を主対象とするポイントセンサ

ス地点である P1、P2 がそれぞれ 73 種、74 種とほぼ同数であり、出現種の構成も大きな

差異はみられなかった。また、ラインセンサスでは 43種、繁殖状況調査では 10種が確認

された。 

出現種のうち、4季実施した鳥類相調査で確認された78種（各季の調査回数が異なる

湿地に生息する鳥類の利用状況調査における確認種を除く。資料編 P3 参照）について、

出現種の渡り区分を調査時期別に表 6-8-5 に示す。 

調査時期別の出現種数では秋季が 57 種と最も多く、次いで冬季が 54 種、春季が 49

種、夏季が 36 種の順であった。秋季及び冬季の種数が多いのは、カモ類、シギ類、チド

リ類等の冬鳥の渡来によるものであり、庄内川河口部の干潟を含む調査対象区域の特

徴を示している。 

渡り区分の出現種数では、冬鳥が最も多く、次いで留鳥、旅鳥、夏鳥の順であった。 

 

 

表 6-8-5 渡り区分の出現比率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種数 比率(%) 種数 比率(%) 種数 比率(%) 種数 比率(%) 種数 比率(%)

冬鳥 28 51.9 12 24.5 8 22.2 24 42.1 29 37.2

留鳥 22 40.7 20 40.8 15 41.7 20 35.1 26 33.3

旅鳥 8 16.3 6 16.7 7 12.3 10 12.8

夏鳥 7 14.3 5 13.9 2 3.5 8 10.3

迷鳥 1 2.0 1 1.8 1 1.3

冬鳥･旅鳥 4 7.4 1 2.0 2 5.6 3 5.3 4 5.1

合計種数 78

年計
渡り区分

57364954

秋季夏季春季冬季

調査時期
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（２）繁殖状況 
6 月に実施した繁殖状況調査で、10 種の繁殖及び繁殖兆候が確認された。繁殖に関

する判定基準は表 6-8-6に、確認種の一覧は表 6-8-7に、確認地点は図 6-8-2に示す

とおりである。 

繁殖が確認された種は 6 種、繁殖兆候のみが確認された種は 4 種であった。 

事業予定地では、繁殖及び繁殖兆候が確認された種はみられなかった。稲永公園で

は 8 種、その他の場所では 6 種が確認された。 

 

 

表 6-8-6 繁殖及び繁殖兆候の判断基準 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 6-8-7 繁殖及び繁殖兆候確認種一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成鳥 巣への出入り、抱卵・抱雛、雛の糞の運搬、擬傷行動など。

巣 巣立ち後の巣、卵のある巣などの確認。

雛 姿、声の確認。

巣立ち雛 巣からほとんど移動していないと思われる巣立ち雛の確認。

成鳥 求愛・交尾行動、威嚇・警戒行動、造巣行動、巣材の運搬、餌の運搬など。

巣 卵、雛ともになく、成鳥がそこに来るのが確認されなかった。

巣立ち雛 移動可能な巣立ち雛、家族群の確認。
注）区分基準は、以下の文献の繁殖可能性区分及びその判定項目を参考とした。
　「第２回自然環境保全基礎調査」（環境庁、1980）

繁殖を確認した（ランクＡ）

繁殖の可能性がある（ランクＢ）

事業予定地 稲永公園 その他

1 ｹﾘ B 警戒行動 1 ○

2 ｺｱｼﾞｻｼ B 餌の運搬 1 ○

餌の運搬 1 ○

3 ｷｼﾞﾊﾞﾄ A 巣への出入り 1 ○

B 巣材の運搬 1 ○

4 ﾂﾊﾞﾒ B 餌の運搬 1 ○

5 ﾋﾖﾄﾞﾘ B 移動可能な巣立ち雛、家族群 1 ○

6 ｵｵﾖｼｷﾘ A 餌運搬、雛の声 1 ○

7 ｶﾜﾗﾋﾜ A 巣への出入り 1 ○

8 ｽｽﾞﾒ A 餌の運搬、巣への出入り 1 ○

B 餌の運搬 2 ○

移動可能な巣立ち雛、家族群 2 ○

移動可能な巣立ち雛、家族群 2 ○

9 ﾑｸﾄﾞﾘ A 巣への出入り 1 ○

B 移動可能な巣立ち雛、家族群 8 ○

移動可能な巣立ち雛、家族群 7 ○

10 ﾊｼﾎﾞｿｶﾞﾗｽ A 落下雛 1 ○

33件 0種 8種 6種

注 1)№は確認地点図内の番号に対応する。
　 2)ランクについては以下のとおりである。
　　　A：繁殖が確認された。
　　　B：繁殖の兆候が確認された。

確認
件数

確認地点

合計

内容ランク種名№
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図 6-8-2  鳥類の繁殖及び 

繁殖兆候確認地点 
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（３）湿地に生息する鳥類の利用状況 
ア 出現種の概要 

合計 7 回実施した現地調査のうち、ポイントセンサスにより確認された水鳥（サギ類、

カモ類、チドリ類、シギ類）の確認種数、個体数を集計した。その結果、表6-8-8に示す

とおり、年間合計で 36 種と 35,998 個体の水鳥が確認された（資料編 P5 参照）。 

種数の構成内容は、シギ類が全体の約 44.4％（16 種）と最も多く、次いでカモ類

25.0％（9 種）、サギ類 16.7％（6 種）、チドリ類 13.9％（5 種）の順であった。 

また、個体数ではシギ類が 55.0％（19,795 個体）と最も多く、次いでカモ類の

39.6％（14,267 個体）であり、シギ類とカモ類が個体数全体の 9 割以上を占めていた。 

 

表 6-8-8 湿地に生息する鳥類の出現比率（年計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 出現種数・個体数の季節的変化 

（ア）出現種数 

各グループの出現種数の月別変化は、表 6-8-9 に示すとおりである。 

グループ合計の種数では 5 月と 9 月にピークが見られた。これは主に旅鳥である

シギ類とチドリ類が春と秋の渡りの途中に立ち寄ったためであり、庄内川河口部が

渡り鳥の中継地として利用されていることを示している。また、6月は最も種数が少な

いが、これは出現種の大部分が冬鳥と旅鳥であり、これらの種が渡去した後の時期

にあたるためである。 

 

表 6-8-9 出現種数の月別変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イ）出現個体数 

各グループの出現個体数の月別変化は、表 6-8-10 に示すとおりである。 

グループ合計の個体数では 4月にピークがみられ、次いで 5月、1月の順に多か

った。一方、春の渡りが終了した直後の 6 月は最も個体数が少なく、ピーク時の約

1/20 程度まで個体数が急減した。これらの理由として、春季にはシギ類のハマシギ

が渡りの途中に飛来したことと、冬季には冬鳥のカモ類が越冬地として利用してい

たことがあげられる。 

 

　　　 項目
分類

種数 比率(％) 個体数 比率(％)

サギ類 6 16.7 858 2.4

カモ類 9 25.0 14,267 39.6

チドリ類 5 13.9 1,078 3.0

シギ類 16 44.4 19,795 55.0

合計 36 100.0 35,998 100

出現種数

1月 4月 5月 6月 8月 9月 10月

サギ類 2 3 5 4 4 4 4

カモ類 9 7 4 4 4 5 7

チドリ類 2 3 4 4 3 1 2

シギ類 3 3 10 3 11 13 9

合  計 16 16 23 15 22 23 22

分  類
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表 6-8-10 出現固体数の月別変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 出現状況及び出現環境 

各グループの出現場所と海域における出現環境の個体数比率は、表 6-8-11 に示

すとおりである。また、各グループ別の出現状況を資料 1（資料編 P6 参照）に示す。 

いずれのグループも大半が海域及び上空で確認されており、陸域ではほとんど確認

されなかった。 

なお、出現環境については、海域、陸域、上空（陸上と海上を含む）に区分した。さら

に海域については、「干潟・磯場（干潮時に出現する干潟や汀線の磯）」、「導流堤（庄

内川と新川を仕切る背割堤）」、「海面」、「他（埠頭にある杭や停泊する船やフロート

等）」に区分した。 

 

表 6-8-11 各グループの出現場所と海域における出現環境の個体数比率 

分  類 
出現比率（％） 

出現環境（海域） 
海域 陸域 上空 

サギ類 90.8 0.6  8.7 
干潟・磯場が最も多く、次いで導

流堤、海面であった。 

カモ類 99.0 0.2  0.8 
大半が海面で、次いで干潟・磯

場、導流堤の順であった。 

チドリ類 92.0 0.4  7.6 
大半が干潟・磯場で、次いで導

流堤の順であった。 

シギ類 74.5 0.0 25.4 
大半が干潟・磯場で、次いで導

流堤の順であった。 

 

 

エ 行動内容 

各グループ別の主な行動内容は、表 6-8-12 に示すとおりである。 

いずれのグループも大半が海域での採餌及び休息行動であり、陸域利用はほとんど

確認されなかった。 

 

表 6-8-12 各グループ別の主な行動内容 

分類 
主な行動内容・行動場所 

採餌 休息 陸域利用 

サギ類 干潟・磯場、海面 干潟・磯場、導流堤 少ない 

カモ類 海面、干潟・磯場 干潟・磯場、導流堤、海面 少ない 

チドリ類 干潟・磯場 干潟・磯場、導流堤 非常に少ない 

シギ類 干潟・磯場 干潟・磯場、導流堤 非常に少ない 

出現個体数

1月 4月 5月 6月 8月 9月 10月

サギ類 69 128 112 46 225 177 97

カモ類 4,118 2,453 374 335 1,132 3,497 3,564

チドリ類 77 165 187 9 170 49 421

シギ類 2,979 6,704 8,111 7 367 402 1,225

合  計 7,243 9,450 8,784 397 1,894 4,125 5,307

分  類
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（４）重要な種及び注目すべき生息地 

現地調査で確認された種のうち、表 6-8-13 に示す重要な種及び注目すべき生息地

の抽出基準に該当する種は、表 6-8-14に示すとおり 22種である。確認された重要な種

の確認状況は、表 6-8-15 に示すとおりである。 

また、重要な種の確認位置図を資料 1（資料編 P19～P40 参照）に示す。 

 

表 6-8-13 重要な鳥類及び注目すべき生息地の抽出基準 

法令、文献等の名称 抽出の種別 

法
的
な
指
定 

文化財保護法 

（昭和 25 年 5 月 30 日法律第 14 号） 

①特別天然記念物 

②国指定天然記念物 

愛知県文化財保護条例 

（昭和 30 年 4 月 1 日条例第 6 号） 
県指定天然記念物 

名古屋市文化財保護条例 

（昭和 47 年 3 月 23 日条例 4 号） 
市指定天然記念物 

絶滅のおそれのある野生動植物の 

種の保存に関する法律 

（平成 4 年 6 月 5 日法律第 75 号） 

①国内希少野生動植物種 

②国際希少野生動植物種 

そ
の
他 

レッドリスト 鳥類 

（環境省：2006 年 12 月） 

（環境省：2012 年 08 月） 

①絶滅 

②野生絶滅 

③絶滅危惧ⅠA 類 

④絶滅危惧ⅠB 類 

⑤絶滅危惧Ⅱ類 

⑥準絶滅危惧 

⑦情報不足 

⑧地域個体群 

 レッドデータブックあいち 2009（愛知

県：2009 年 3 月） 

①絶滅 

②絶滅危惧ⅠA 類 

③絶滅危惧ⅠB 類 

④絶滅危惧Ⅱ類 

⑤準絶滅危惧 

⑥情報不足 

⑦地域個体群 

 

 名古屋市版レッドリスト 2010 

（名古屋市：2010 年 3 月）     

①絶滅・野生絶滅 

②絶滅危惧ⅠA 類 

③絶滅危惧ⅠB 類 

④絶滅危惧Ⅱ類 

⑤準絶滅危惧 

⑥情報不足 
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表 6-8-14 重要な鳥類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 1 2 3 4 5

1 ｺｳﾉﾄﾘ ｻｷﾞ ﾁｭｳｻｷﾞ ○ ○ ○ ○ ○ NT NT

2 ﾄｷ ｸﾛﾂﾗﾍﾗｻｷﾞ   ○
EN

(CR)
CR

3 ｶﾓ ｶﾓ ﾂｸｼｶﾞﾓ ○    
VU

(EN)

4 ﾄﾓｴｶﾞﾓ ○    VU VU VU

5 ﾀｶ ﾀｶ ﾐｻｺﾞ ○ ○△ ○ ○ ○ ○ ○△ ○△ NT NT NT

6 ｵｵﾀｶ    ○ 国内 NT NT NT

7 ﾁｭｳﾋ ○   ○ ○ EN EN VU

8 ﾊﾔﾌﾞｻ ﾊﾔﾌﾞｻ ○ ○ ○  ○ 国内 VU EN VU

9 ﾁﾄﾞﾘ ﾁﾄﾞﾘ ｼﾛﾁﾄﾞﾘ ○ ○ ○ ○  ○ ○
VU

(未指定)
NT NT

10 ﾒﾀﾞｲﾁﾄﾞﾘ   ○  NT

11 ﾀﾞｲｾﾞﾝ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ LP

12 ｹﾘ ○△ ○
DD

(未指定)

13 ｼｷﾞ ﾊﾏｼｷﾞ ○ ○ ○  ○ ○
NT

(未指定)
LP

14 ｺｵﾊﾞｼｷﾞ    ○ ○ NT NT

15 ｵﾊﾞｼｷﾞ   ○ ○ ○ ○ NT NT

16 ﾂﾙｼｷﾞ  ○   
VU

(未指定)
VU EN

17 ｵｸﾞﾛｼｷﾞ    ○  VU VU

18 ｵｵｿﾘﾊｼｼｷﾞ  ○ ○  ○ ○  
VU

(未指定)
NT NT

19 ﾀﾞｲｼｬｸｼｷﾞ ○ ○  ○ ○ ○ ○ NT NT

20 ﾎｳﾛｸｼｷﾞ  ○  ○ ○ ○ VU VU VU

21 ｶﾓﾒ ｽﾞｸﾞﾛｶﾓﾒ ○ ○ ○   VU EN VU

22 ｺｱｼﾞｻｼ  ○△ ○△ ○△  国際 VU NT VU

8科 22種 11種 8種 10種 3種 6種 10種 8種 12種 0種 3種
16種

(11種)
17種 18種

注 1)鳥類の分類は「日本鳥類目録　改定第６版」（日本鳥学会：2000）に従った。

　 2)表中の記号は以下のとおり。

　　　○：定点観察で確認した種　△：ラインセンサスで確認した種

　 3)重要な種の選定基準は以下のとおり。

 1:『文化財保護法』（法律第214号：1950）

　『愛知県文化財保護条例』（条例第6号：1995）

　『名古屋市文化財保護条例』（条例第4号：1972）

 2:『絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律』（法律第75号：1992）

 　国内：国内希少野生動植物種　国際：国際希少野生動植物種

 3:『レッドリスト　鳥類』（環境省：2012年08月）

   『レッドリスト　鳥類』（環境省：2006年12月）

 　CR：絶滅危惧ⅠＡ類　EN：絶滅危惧ⅠB類　VU：絶滅危惧Ⅱ類　NT：準絶滅危惧 DD：情報不足

   ※平成27年3月現在は2012年版が最新であるが、調査実施時は2006年版が適用対象であったため、

     参考として2006年版の選定基準を(  )内に示した。

 4:『レッドデータブックあいち2009』（愛知県：2009年3月）
 　EN：絶滅危惧ⅠB類　VU：絶滅危惧Ⅱ類　NT：準絶滅危惧　LP：地域個体群

 5:『名古屋市版レッドリスト2010』（名古屋市：2010年3月）　　　　

 　CR：絶滅危惧ⅠＡ類　EN：絶滅危惧ⅠB類　VU：絶滅危惧Ⅱ類　NT：準絶滅危惧

4目

目名№ 科名 種名
重要な種の選定基準確認月
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表 6-8-15 重要な鳥類の確認状況 

確認種名 確 認 状 況 

チュウサギ 
  5 月、7月、8 月、9月、10 月に庄内川河口の干潟付近で採餌や飛

翔する個体が確認された。 

クロツラヘラサギ   10 月に庄内川河口の干潟で休息する個体が確認された。 

ツクシガモ   1 月に庄内川河口の干潟で休息する個体が確認された。 

トモエガモ   1 月に庄内川河口の干潟で休息する 2～6 個体が確認された。 

ミサゴ 
  調査したすべての月において庄内川河口の干潟などで複数個体

が確認された。 

オオタカ   10 月に庄内川河口上空を飛翔する 1 個体が確認された。 

チュウヒ 
  1月、8月、10月に庄内川河口の干潟で飛翔や休息する個体が確

認された。 

ハヤブサ 
  1月、4月、5月、10月に庄内川河口の干潟で休息する個体や、河

口上空を飛翔する個体が確認された。 

シロチドリ 
  1 月、4 月、5 月、6 月、8 月、10 月に庄内川河口の干潟で採餌や

休息する単独個体や 2～47 個体の群れが確認された。 

メダイチドリ 
  7 月に庄内川河口の干潟で採餌や飛翔する 2～10 個体の群れが

確認された。 

ダイゼン（越冬群） 
  調査したすべての月において単独個体や数個体～数十個体の群

れが確認されており、主な確認場所は庄内川河口の干潟であった。 

ケリ 

  1 月、4 月、5 月、6 月に上空を飛翔または草地で休息する単独か

ら数個体の群れが確認された。また、事業予定地南側で繁殖兆候

（警戒声）が確認された。 

ハマシギ（越冬群） 

  1 月、4月、5 月、9月、10 月に庄内川河口の干潟で採餌や飛翔す

る数十個体～最大 1,600個体の大きな群れが確認された。季節別に

みると 4 月と 5 月に大きな群れが確認され、1 月と 4 月は比較的小さ

な群れが確認された。 

コオバシギ 
  庄内川河口の干潟で採餌する個体が、9 月に 2 個体、10 月に 1

個体確認された。 

オバシギ 
  7 月、8 月、9 月、10 月に庄内川河口の干潟において採餌や休息

する単独個体や 2～19 個体の群れが確認された。 

ツルシギ   5 月に庄内川河口の干潟で採餌する 1 個体が確認された。 

オグロシギ   8 月に庄内川河口の干潟で採餌する 1 個体が確認された。 

オオソリハシシギ 
  4 月、5 月、8 月、9 月に庄内川河口の干潟で採餌する単独個体や

2～31 個体の群れが確認された。 

ダイシャクシギ 
  1 月、4 月、7 月、8 月、9 月、10 月に庄内川河口の干潟で採餌や

休息する 1～6 個体が確認された。 

ホウロクシギ 
  5 月、8 月、9 月、10 月に庄内川河口の干潟で採餌や休息する 1

～3 個体が確認された。 

ズグロカモメ 
  1 月、4 月、5 月に庄内川河口の干潟で採餌、休息、飛翔する単独

個体が確認された。 

コアジサシ 

  5 月、6 月、7 月に庄内川河口の干潟において、単独や個体や 10

～30個体の群れで飛翔や採餌する個体が確認された。また、稲永公

園上空や周辺部の市街地において、飛翔や餌運びする個体が確認

された。調査対象区域内では営巣地は確認されていないが、周辺部

の空き地等で営巣していた可能性が高いと考えられる。 
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８-７ アセスメント調査結果との比較 

今回の調査結果（H23）と、環境影響評価書(H18)の調査結果を比較し、事業による影

響について検討した。 

 

（１）鳥類相 
現地調査確認種数は、環境影響評価書では 11 目 26 科 79 種であった。今回の調査

では 10 目 29 科 89 種が確認されており、確認種数は増加した。詳細は表 6-8-17(1)～

(2)に示すとおりである。また、今回の調査で新たに確認された種や、評価書時には確

認されたが今回は確認されなかった種については表 6-8-16 に示すとおりである。 

渡り区分の出現種数について、今回と環境影響評価書時の結果は図 6-8-3に示すと

おりであり、渡り区分別の出現比率には大きな変化はみられなかった。 

 

 

表 6-8-16 現地調査確認種の比較 

新たに確認された種 今回未確認の種 

ﾁｭｳｻｷﾞ 

ｸﾛﾂﾗﾍﾗｻｷﾞ 

ｺﾊｸﾁｮｳ 

ﾂｸｼｶﾞﾓ 

ﾄﾓｴｶﾞﾓ 

ﾄﾋﾞ 

ｵｵﾀｶ 

ﾁｭｳﾋ 

ﾊｼﾞﾛｺﾁﾄﾞﾘ 

ﾑﾅｸﾞﾛ 

ｻﾙﾊﾏｼｷﾞ 

ﾂﾙｼｷﾞ 

ｺｱｵｱｼｼｷﾞ 

ｽﾞｸﾞﾛｶﾓﾒ 

ｸﾛﾊﾗｱｼﾞｻｼ 

ｺｹﾞﾗ 

ﾋﾊﾞﾘ 

ｷﾚﾝｼﾞｬｸ 

ｲｿﾋﾖﾄﾞﾘ 

ｼﾛﾊﾗ 

ｵｵﾖｼｷﾘ 

ｵｵﾙﾘ 

ｱｵｼﾞ 

ｵﾅｶﾞ 

ﾖｼｶﾞﾓ 

ﾊｲﾀｶ 

ﾊｲｲﾛﾁｭｳﾋ 

ｷｼﾞ 

ｳｽﾞﾗｼｷﾞ 

ﾂﾂﾄﾞﾘ 

ｼｮｳﾄﾞｳﾂﾊﾞﾒ 

ｷｾｷﾚｲ 

ｻﾝｼｮｳｸｲ 

ｳｸﾞｲｽ 

ｷﾋﾞﾀｷ 

ｴｿﾞﾋﾀｷ 

ﾎｵｼﾞﾛ 

ｶｹｽ 

合計 24 種 合計 14 種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-8-3 渡り区分別の出現種数の比較（年間合計） 
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33.3%

今回の調査結果（H23） 環境影響評価書（H18）
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表 6-8-17(1) 現地調査確認種の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

№ 目名 科名 種名
平成23年
調査結果

評価書時の
調査結果

渡り区分

1 ｶｲﾂﾌﾞﾘ ｶｲﾂﾌﾞﾘ ﾊｼﾞﾛｶｲﾂﾌﾞﾘ 〇 〇 冬鳥

2 ｶﾝﾑﾘｶｲﾂﾌﾞﾘ 〇 〇 冬鳥

3 ﾍﾟﾘｶﾝ ｳ ｶﾜｳ 〇 〇 留鳥

4 ｺｳﾉﾄﾘ ｻｷﾞ ｺﾞｲｻｷﾞ 〇 〇 留鳥

5 ｻｻｺﾞｲ 〇 〇 夏鳥

6 ｱﾏｻｷﾞ 〇 〇 夏鳥

7 ﾀﾞｲｻｷﾞ 〇 〇 留鳥

8 ﾁｭｳｻｷﾞ 〇 夏鳥

9 ｺｻｷﾞ 〇 〇 留鳥

10 ｱｵｻｷﾞ 〇 〇 留鳥

11 ﾄｷ ｸﾛﾂﾗﾍﾗｻｷﾞ 〇 冬鳥･旅鳥

12 ｶﾓ ｶﾓ ｺﾊｸﾁｮｳ 〇 冬鳥

13 ﾂｸｼｶﾞﾓ 〇 冬鳥･旅鳥

14 ﾏｶﾞﾓ 〇 〇 冬鳥

15 ｶﾙｶﾞﾓ 〇 〇 留鳥

16 ｺｶﾞﾓ 〇 〇 冬鳥

17 ﾄﾓｴｶﾞﾓ 〇 冬鳥

18 ﾖｼｶﾞﾓ 〇 冬鳥

19 ﾋﾄﾞﾘｶﾞﾓ 〇 〇 冬鳥

20 ｵﾅｶﾞｶﾞﾓ 〇 〇 冬鳥

21 ﾊｼﾋﾞﾛｶﾞﾓ 〇 〇 冬鳥

22 ﾎｼﾊｼﾞﾛ 〇 〇 冬鳥

23 ｷﾝｸﾛﾊｼﾞﾛ 〇 〇 冬鳥

24 ｽｽﾞｶﾞﾓ 〇 〇 冬鳥

25 ﾀｶ ﾀｶ ﾐｻｺﾞ 〇 〇 冬鳥

26 ﾄﾋﾞ 〇 留鳥

27 ｵｵﾀｶ 〇 留鳥

28 ﾊｲﾀｶ 〇 冬鳥

29 ﾊｲｲﾛﾁｭｳﾋ 〇 冬鳥

30 ﾁｭｳﾋ 〇 冬鳥

31 ﾊﾔﾌﾞｻ ﾊﾔﾌﾞｻ 〇 〇 冬鳥

32 ﾁｮｳｹﾞﾝﾎﾞｳ 〇 〇 冬鳥

33 ｷｼﾞ ｷｼﾞ ｷｼﾞ 〇 留鳥

34 ﾁﾄﾞﾘ ﾁﾄﾞﾘ ﾊｼﾞﾛｺﾁﾄﾞﾘ 〇 冬鳥

35 ｺﾁﾄﾞﾘ 〇 〇 夏鳥

36 ｼﾛﾁﾄﾞﾘ 〇 〇 留鳥

37 ﾒﾀﾞｲﾁﾄﾞﾘ 〇 〇 旅鳥

38 ﾑﾅｸﾞﾛ 〇 旅鳥

39 ﾀﾞｲｾﾞﾝ 〇 〇 冬鳥

40 ｹﾘ 〇 〇 留鳥

41 ｼｷﾞ ｷｮｳｼﾞｮｼｷﾞ 〇 〇 旅鳥

42 ﾄｳﾈﾝ 〇 〇 旅鳥

43 ｳｽﾞﾗｼｷﾞ 〇 旅鳥

44 ﾊﾏｼｷﾞ 〇 〇 冬鳥･旅鳥

45 ｻﾙﾊﾏｼｷﾞ 〇 迷鳥

46 ｺｵﾊﾞｼｷﾞ 〇 〇 旅鳥

47 ｵﾊﾞｼｷﾞ 〇 〇 旅鳥

48 ﾂﾙｼｷﾞ 〇 旅鳥

49 ｺｱｵｱｼｼｷﾞ 〇 旅鳥

50 ｱｵｱｼｼｷﾞ 〇 〇 旅鳥

51 ｷｱｼｼｷﾞ 〇 〇 旅鳥

52 ｲｿｼｷﾞ 〇 〇 留鳥

53 ｿﾘﾊｼｼｷﾞ 〇 〇 旅鳥

54 ｵｸﾞﾛｼｷﾞ 〇 〇 旅鳥

55 ｵｵｿﾘﾊｼｼｷﾞ 〇 〇 旅鳥

56 ﾀﾞｲｼｬｸｼｷﾞ 〇 〇 冬鳥･旅鳥

57 ﾎｳﾛｸｼｷﾞ 〇 〇 旅鳥

58 ﾁｭｳｼｬｸｼｷﾞ 〇 〇 旅鳥
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表 6-8-17(2) 現地調査確認種の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （注）網掛けは、重要な鳥類を示す。 

№ 目名 科名 種名
平成23年
調査結果

評価書時の
調査結果

渡り区分

59 ﾁﾄﾞﾘ ｶﾓﾒ ﾕﾘｶﾓﾒ 〇 〇 冬鳥

60 ｾｸﾞﾛｶﾓﾒ 〇 〇 冬鳥

61 ｵｵｾｸﾞﾛｶﾓﾒ 〇 〇 冬鳥

62 ｶﾓﾒ 〇 〇 冬鳥

63 ｳﾐﾈｺ 〇 〇 冬鳥･旅鳥

64 ｽﾞｸﾞﾛｶﾓﾒ 〇 冬鳥

65 ｸﾛﾊﾗｱｼﾞｻｼ 〇 迷鳥

66 ｺｱｼﾞｻｼ 〇 〇 夏鳥

67 ﾊﾄ ﾊﾄ ｷｼﾞﾊﾞﾄ 〇 〇 留鳥

68 ｶｯｺｳ ｶｯｺｳ ﾂﾂﾄﾞﾘ 〇 夏鳥

69 ﾌﾞｯﾎﾟｳｿｳ ｶﾜｾﾐ ｶﾜｾﾐ 〇 〇 留鳥

70 ｷﾂﾂｷ ｷﾂﾂｷ ｺｹﾞﾗ 〇 留鳥

71 ｽｽﾞﾒ ﾋﾊﾞﾘ ﾋﾊﾞﾘ 〇 留鳥

72 ﾂﾊﾞﾒ ｼｮｳﾄﾞｳﾂﾊﾞﾒ 〇 旅鳥

73 ﾂﾊﾞﾒ 〇 〇 夏鳥

74 ｾｷﾚｲ ｷｾｷﾚｲ 〇 冬鳥

75 ﾊｸｾｷﾚｲ 〇 〇 冬鳥

76 ｾｸﾞﾛｾｷﾚｲ 〇 〇 留鳥

77 ﾋﾞﾝｽﾞｲ 〇 〇 冬鳥

78 ｻﾝｼｮｳｸｲ ｻﾝｼｮｳｸｲ 〇 夏鳥

79 ﾋﾖﾄﾞﾘ ﾋﾖﾄﾞﾘ 〇 〇 留鳥

80 ﾓｽﾞ ﾓｽﾞ 〇 〇 留鳥

81 ﾚﾝｼﾞｬｸ ｷﾚﾝｼﾞｬｸ 〇 冬鳥

82 ﾂｸﾞﾐ ｼﾞｮｳﾋﾞﾀｷ 〇 〇 冬鳥

83 ｲｿﾋﾖﾄﾞﾘ 〇 留鳥

84 ｼﾛﾊﾗ 〇 冬鳥

85 ﾂｸﾞﾐ 〇 〇 冬鳥

86 ｳｸﾞｲｽ ｳｸﾞｲｽ 〇 夏鳥

87 ｵｵﾖｼｷﾘ 〇 夏鳥

88 ﾋﾀｷ ｷﾋﾞﾀｷ 〇 夏鳥

89 ｵｵﾙﾘ 〇 夏鳥

90 ｴｿﾞｷﾋﾞﾀｷ 〇 旅鳥

91 ｼｼﾞｭｳｶﾗ ﾔﾏｶﾞﾗ 〇 〇 留鳥

92 ｼｼﾞｭｳｶﾗ 〇 〇 留鳥

93 ﾒｼﾞﾛ ﾒｼﾞﾛ 〇 〇 留鳥

94 ﾎｵｼﾞﾛ ﾎｵｼﾞﾛ 〇 留鳥

95 ｱｵｼﾞ 〇 冬鳥

96 ｱﾄﾘ ｶﾜﾗﾋﾜ 〇 〇 留鳥

97 ﾊﾀｵﾘﾄﾞﾘ ｽｽﾞﾒ 〇 〇 留鳥

98 ﾑｸﾄﾞﾘ ﾑｸﾄﾞﾘ 〇 〇 留鳥

99 ｶﾗｽ ｶｹｽ 〇 留鳥

100 ｵﾅｶﾞ 〇 留鳥

101 ﾊｼﾎﾞｿｶﾞﾗｽ 〇 〇 留鳥

102 ﾊｼﾌﾞﾄｶﾞﾗｽ 〇 〇 留鳥

103 帰化鳥類 ｶﾜﾗﾊﾞﾄ(ﾄﾞﾊﾞﾄ) 〇 〇 留鳥

32科 103種 89種 79種 -12目
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（２）繁殖状況 
繁殖及び繁殖兆候が確認された種数の比較結果は表 6-8-18 に示すとおりである。 

繁殖及び繁殖兆候が確認された種数は、環境影響評価書では 11 種であった。今回

の調査では 10 種が確認されており、確認種数は同程度であった。また、確認された鳥

類相についても、類似していた。 

 

表 6-8-18 繁殖状況の比較  

行動内容 
確  認  種 

今回の調査結果(H23) 環境影響評価書(H18) 

繁殖 

キジバト、オオヨシキリ、カワラヒワ、スズ

メ、ムクドリ、ハシボソガラス 

計 6 種

キジバト、ツバメ、ヒヨドリ、スズメ、ムクドリ

 

計 5 種

繁殖兆候のみ 

ケリ、コアジサシ、ツバメ、ヒヨドリ 

 

計 4 種

コチドリ、コアジサシ、ハクセキレイ、カワ

ラヒワ、ハシボソガラス、ハシブトガラス 

計 6 種

 

 

（３）湿地に生息する鳥類の利用状況 
ア 確認種数と個体数の比較 

湿地に生息する鳥類（サギ類、カモ類、チドリ類、シギ類）を対象に、今回調査と環境

影響評価書時の確認種数と個体数を表 6-8-19 に示した。今回の調査結果は、評価書

時と比較して、確認種数は変わらないが、個体数は約 3.8 倍と大幅に増加した。 

確認された各グループ（サギ類、カモ類、チドリ類、シギ類）の種数及び個体数の構

成内容について、今回と環境影響評価書時の結果は図 6-8-4 及び図 6-8-5 に示すと

おりである。 

種数については、今回の結果と評価書時の結果を比較して大きな変化はみられな

かった。 

個体数については、今回の結果はシギ類が半分以上（55.0％）で、次いでカモ類

（39.6％）であったが、評価書時はカモ類（62.8％）が最も多く、次いでシギ類（24.1％）

となっており、今回とは異なる結果となっていた。 

 

 

表 6-8-19 湿地に生息する鳥類の種数と個体数の比較 

項  目 今回の調査結果(H23) 環境影響評価書(H18) 

調査回数 7 回 7 回 

確認種数 36 種 36 種 

確認個体数 35,998 個体 9,419 個体 
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図 6-8-4 各グループの種数構成比率（年間合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-8-5 各グループの個体数構成比率（年間合計） 

 

 

 

イ 出現種数と個体数の季節的変化の比較 

（ア）出現種数 

今回と環境影響評価書時に確認された各グループの出現種数の月別変化グラ

フは図 6-8-6 に示すとおりである。今回の調査結果と評価書時と比較してみると、

各グループの出現種数及び合計種数の動向はほぼ同様の傾向を示し、大きな変

化はみられなかった。 
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シギ類
44.4%

サギ類

16.7%
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今回の調査結果（H23） 環境影響評価書（H18）

種数 

個体数 
サギ類

2.4%

カモ類
39.6%
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3.0%

シギ類

55.0%

サギ類

7.6%

カモ類

62.8%

チドリ類
5.5%

シギ類
24.1%

今回の調査結果（H23） 環境影響評価書（H18）
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図 6-8-6 各グループの出現種数の月別変化 

 

（イ） 出現個体数 

今回と環境影響評価書時に確認された各グループの出現個体数の月別変化グ

ラフを図 6-8-7 に示すとおりである。今回の調査結果と環境影響評価書時と比較し

てみると、今回の調査では冬季のカモ類と春季のシギ類の出現個体数が大幅に増

加した。特に 4 月のシギ類の個体数は評価書時の約 100 倍になったため、個体数

の合計も 4 月が最も多くなり、評価書時と異なる結果となった。 
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図 6-8-7 各グループの出現個体数の月別変化 

 

 

 

ウ 出現状況及び出現環境 

今回調査と環境影響評価書時の出現状況と出現環境について、各グループ別に比

較を行った。 
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（ア）サギ類 

サギ類の今回と評価書時の調査結果は、図 6-8-8 に示すとおりである。 

今回と評価書時のデータを比較すると、出現場所の大半は海域であり大きな変

化はない。海域での出現環境については「干潟・磯場」が最も多く、出現率に大きな

変化はなかった。 

異なる点としては、評価書時には「導流堤」の出現率が大きかったが、今回調査

では、「導流堤」に次いで「海面」での出現率が増加したことがあげられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

図 6-8-8 サギ類の主な出現場所と出現環境の個体数比率 
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（イ）カモ類 

カモ類の今回と評価書時の調査結果は、図 6-8-9 に示すとおりである。 

今回と環境影響評価書時のデータを比較すると、出現場所の大部分は海域であ

り大きな変化はなかった。また、海域での出現環境については「海面」が最も多いの

は変わらないが、評価書時と比較して、「海面」での出現率が増加し、「干潟・磯場」

と「導流堤」の出現率が低下した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

図 6-8-9 カモ類の主な出現場所と出現環境の個体数比率 
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（ウ）チドリ類 

チドリ類の今回と評価書時の調査結果は、図 6-8-10 に示すとおりである。 

今回と環境影響評価書時のデータを比較すると、出現場所の大部分は海域であ

り大きな変化はなかった。海域での出現環境については「干潟・磯場」が大半を占

めているのは変わっていないが、評価書時と比較して、「導流堤」での出現率が増

加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

図 6-8-10 チドリ類の主な出現場所と出現環境の個体数比率 
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（エ）シギ類 

シギ類の今回と評価書時の調査結果は、図 6-8-11 に示すとおりである。 

今回と環境影響評価書のデータを比較すると、出現場所は大部分が海域であり

大きな変化はなかったが、評価書時と比較して上空（飛翔中）の確認数が増加し

た。 

海域での出現環境については「干潟・磯場」が大部分（90％以上）を占めている

のは変わらないが、評価書時と比較して、「導流堤」での出現率が若干増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

図 6-8-11 シギ類の主な出現場所と出現環境の個体数比率 

出現場所の区分 海域での出現環境
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エ 行動パターン 

（ア）時間帯による変化 

今回調査と環境影響評価書時の時間帯別出現状況については、図 6-8-12に示

すとおりである。今回の調査結果は、評価書時より個体数が大幅に増加した。増加

の主要因は、ハマシギの大群が干潟に渡来したことによるが、シギ類以外のグルー

プの個体数も増加している。 

各時間帯別の出現個体数は、評価書時には早朝が少なく、昼間に増加して夕刻

に最大個体数が最大になったが、今回調査では昼間に出現個体数が最も多く、夕

刻は一番少なくなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-8-12 グループ別の時間帯別出現状況（個体数） 
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（イ）潮汐による変化 

今回調査と環境影響評価書時の各グルーブの満潮時、干潮時の出現状況は図

6-8-13 に示すとおりである。 

今回の調査結果は、評価書時より平均個体数が大幅に増加し、満潮時より干潮

時に個体数増加するなど、以前とは異なる結果となった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6-8-13 グループ別の潮汐状況出現状況（平均個体数） 
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８-８ 予測結果との対比等 

（１）建設工事（大気質）の鳥類（水鳥）への影響 
今回調査結果と予測結果との比較は、表 6-8-20 に示すとおりである。 

建設作業に伴う大気質については、工事中の調査結果が予測結果を下回っているこ

とから、環境の変化による一時的な忌避行動は否定できないが、生息環境を大きく変え

るものではなく、鳥類（水鳥）への影響は予測どおり軽微であると判断できる。 

 

表 6-8-20 今回調査結果と予測結果との比較（建設作業による大気質） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）建設工事（騒音）の鳥類（水鳥）への影響 
今回調査結果と予測結果との比較は、表 6-8-21 に示すとおりである。 

建設作業騒音については、工事中の調査結果が工事前より高く、予測結果を上回っ

ているが、これは西側道路の走行車両による影響と考えられる。西側道路については、

一般の大型車両の通行が多いが、ラムサール条約登録湿地方向への伝播は距離減衰

が見込めることから、環境の変化による一時的な忌避行動は否定できないが、生息環境

を大きく変えるものではないと考えられる。また、今回の調査結果、確認種数・確認個体

数ともに環境影響評価時より増えており、特に個体数は大幅に増えていたことから、鳥類

（水鳥）への影響は予測どおり軽微であると判断できる。 

 

表 6-8-21 今回調査結果と予測結果との比較（建設作業騒音） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査結果

（NO.1-2）

予測結果

（西側）

62 －

78 60

77 55

77 55

（注）調査結果は算術平均、予測結果は評価書予測コンタからの読取値とした。

調査時期

建設作業騒音

（ＬA5）

[dB]

第
１
期
工
事

工事前の環境騒音
　（平成16年1月21日（水））

既設地下構造物解体時
　(平成23年4月20日（水）)

土木・建築工事最盛時
　(平成23年5月17日（火）)

設備工事最盛時
　(平成24年11月13日（火）)

窒素酸化物
（ppm）

浮遊粒子状物質

（mg/m
3
）

調査結果
予測結果

(寄与濃度)
調査結果

予測結果

(寄与濃度)

0.046 － 0.036 －

0.047 0.0361
(0.001) (0.0001)

調査時期

土木・建築工事時
　（平成23年1,4,8,10月の各1週間）

0.024

第
１
期
工
事

工事前の大気質
　（平成16年1,5,8,11月の各1週間）

0.024

（注）工事前の調査結果は3地点の全期間平均値の最大値、土木・建築工事の調査結果は全期間平均値、

　　　予測結果は工事前の結果に予測寄与濃度（表中下段括弧内の数値）を加えた値とした。なお、予

　　　測寄与濃度は、窒素酸化物が0.001未満、浮遊粒子状物質が0.0001未満であるが、窒素酸化物を

　　　0.001、浮遊粒子状物質を0.0001とした。
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（３）建設作業振動 
今回調査結果と予測結果との比較は、表 6-8-22 に示すとおりである。 

建設作業振動については、工事中の調査結果が工事前より高く、予測結果を上回っ

ているが、これは西側道路の走行車両による影響と考えられる。西側道路については、

一般の大型車両の通行が多いが、ラムサール条約登録湿地方向への伝播は距離減衰

が見込めることから、環境の変化による一時的な忌避行動は否定できないが、生息環境

を大きく変えるものではないと考えられる。また、今回の調査結果、確認種数・確認個体

数ともに環境影響評価時より増えており、特に個体数は大幅に増えていたことから、鳥類

（水鳥）への影響は予測どおり軽微であると判断できる。 

 

表 6-8-22 今回調査結果と予測結果との比較（建設作業振動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（４）工事関連車両の走行の鳥類（水鳥）への影響 
ア 大気質 

今回調査結果と予測結果との比較は、表 6-8-23 に示すとおりである。 

工事関連車両の走行に伴う大気質については、大型車交通量が予測設定交通量を

下回り、小型車が予測結果を上回っていることから、環境の変化による一時的な忌避行

動は否定できないが、生息環境を大きく変えるものではなく、鳥類（水鳥）への影響は

予測どおり軽微であると判断できる。 

 

表 6-8-23 今回調査結果と予測結果との比較（工事関連車両の大気質：Ｃ地点） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

時間最大交通量
（台/時間）

大型車 小型車

24 0

17 14

調査時期

第
１
期
工
事

予測設定交通量

土木・建築工事最盛時
　（平成23年5月17日（火））

調査結果

（NO.1-2）

予測結果

（西側）

47 －

52 <30

48 <30

53 <30

（注）調査結果は算術平均、予測結果は評価書予測コンタからの読取値とした。

調査時期

建設作業振動

（Ｌ10）

[dB]

第
１
期
工
事

工事前の環境振動
　（平成16年1月21日（水））

既設地下構造物解体時
　(平成23年4月20日（水）)

土木・建築工事最盛時
　(平成23年5月17日（火）)

設備工事最盛時
　(平成24年11月13日（火）)
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イ 道路交通騒音 

今回調査結果と予測結果との比較は、表 6-8-24 に示すとおりである。 

道路交通騒音については、工事中の調査結果（ＬA5）が予測結果を下回っていること

から、環境の変化による一時的な忌避行動は否定できないが、生息環境を大きく変え

るものではなく、鳥類（水鳥）への影響は予測どおり軽微であると判断できる。 

 

表 6-8-24 今回調査結果と予測結果との比較（道路交通騒音） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 道路交通振動 

今回調査結果と予測結果との比較は、表 6-8-25 に示すとおりである。 

道路交通振動については、工事中の調査結果（Ｌ10）が予測結果を下回っていること

から、環境の変化による一時的な忌避行動は否定できないが、生息環境を大きく変え

るものではなく、鳥類（水鳥）への影響は予測どおり軽微であると判断できる。 

 

表 6-8-25 今回調査結果と予測結果との比較（道路交通振動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８-９ 市民等からの苦情の内容、対処方法及びその後の状況 

建設作業及び工事関連車両の走行の動物への影響に関して、市民等からの苦情はな

かった。 

道路交通騒音（dB）

ＬA95 ＬA5

調査結果

（Ｃ地点）
予測結果

調査結果

（Ｃ地点）
予測結果

49 － 74 －

48 50.3 73 75.3
土木・建築工事最盛時
　(平成23年5月17日（火）)

工事前の道路交通騒音

　（平成16年1月21日（水））

調査時期

第

１
期
工
事

（注）調査結果は平日の昼間6時～22時の算術平均値とし、予測結果は工事前の道路交通騒音に予測増加分(1.3dB)を加え
　　　た値とした。

道路交通振動（dB）

Ｌ90 Ｌ10

調査結果

（Ｃ地点）
予測結果

調査結果

（Ｃ地点）
予測結果

37 － 52 －

33 38.0 44 53.0

（注）調査結果は平日の昼間7時～20時の算術平均値とし、予測結果は工事前の道路交通振動に予測増加分(1.0dB)を加え

　　　た値とした。

調査時期

第
１

期
工
事

工事前の道路交通振動
　（平成16年1月21日（水））

土木・建築工事最盛時
　(平成23年5月17日（火）)
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９ 廃棄物等 
９-１ 調査項目 

工事中に発生する廃棄物等の種類、量及び再資源化量とした。 

 

９-２ 調査場所 

調査場所は、事業予定地及びその周辺とした。 

 

９-３ 調査期間 

調査期間は、第 1 期施設工事の全期間とした。 

・平成 20 年 9 月～平成 27 年 1 月（仮囲い等の仮設工事から） 

 

９-４ 調査方法 

マニフェスト伝票等により、廃棄物の発生量、搬入先、処理方法、有効利用の方法及び

再資源化率について取りまとめた。 

 

９-５ 環境の保全のために講じた措置 

廃棄物等について、実施した環境保全措置は、次のとおりである。 

 

・ 廃棄物等については、「建設工事に係る資材の再資源化に係る法律」（平成 12 年 

法律第 104 号）、「あいち建設リサイクル指針」（平成 14 年 3 月 愛知県）、「第 2 次名

古屋市庁内環境保全率先行動計画」（平成 14 年 7 月 名古屋市）に基づき、再資源

化に努めた。 

・ 廃棄物等の処理に当たっては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（昭和 45 年 

法律第 137 号）等の関係法令を遵守し、適正に処理を行った。 

・ 工事に伴う掘削土砂については全て場内で盛土材と使用し、建設汚泥は廃棄物とし

て、マニフェスト伝票で管理した。 

・ 資材の梱包材を簡素化し、廃棄物の発生抑制に努めた。 

・ 残材料が発生しないような資材搬入計画を作成し、廃棄物等の発生抑制に努めた。 

・ 建設廃材の分別回収に努めた。 

 

 

９-６ 調査結果 

（１）調査結果 
廃棄物等の種類及び発生量は、表 6-9-1～表 6-9-3 に示すとおりである。 

発生した廃棄物のほぼ全量が再資源化されている。 
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表 6-9-1 廃棄物の種類及び発生量等 

廃棄物の種類 発生量 再資源化量 再資源化率

鉄くず 383 t 383 t 100.0 % 

コンクリートがら 36,570 m3 36,570 m3 100.0 % 

アスファルトがら 11,830 m3 11,830 m3 100.0 % 

建設汚泥 16,077 m3 16,077 m3 100.0 % 

そ
の
他 

木くず 1,021 t 1,014 t 99.3 % 

廃プラスチック 118 t 100 t 84.7 % 

廃石膏ボード 12 t 12 t 100.0 % 

紙くず 55 t 51 t 92.7 % 

混合状態の廃棄物 

（建設混合廃棄物） 
205 t 171 t 83.4 % 

その他のがれき類 48 t 17 t 35.4 % 

その他計 1,459 t 1,365 t 93.6 % 

平均再生資源利用促進率 98.7 % 

 

 

表 6-9-2 建設残土の発生量 

  発生量 場内利用量 

建設残土 103,500 m3 103,500 m3 

 

 

表 6-9-3 廃棄物の種類と処理・資源化方法 

廃棄物の種類 処理・資源化方法 

鉄くず  中間処理（選別） 有価物として売却 

コンクリートがら  中間処理（破砕・選別） 再生骨材・再生路盤材として資源化 

アスファルトがら  中間処理（破砕・選別） 
再生路盤材・再生加熱アスファルト混合

物として資源化 

建設汚泥  中間処理（分級・脱水・造粒固化） 改良土として再資源化 

そ
の
他 

木くず 中間処理（破砕・選別・焼却） 再生木材・チップ、燃料として再資源化 

廃プラスチック 中間処理（破砕・選別・焼却） 
再生プラスチック、燃料として再資源化 

埋立処分 

廃石膏ボード 中間処理（破砕・選別） 

固化剤原料、ボード材土壌改良材として

再利用 

埋立処分 

紙くず 中間処理（選別） 
古紙原料、固形燃料として再資源化 

埋立処分 

混合状態の廃棄物

（建設混合廃棄物） 中間処理（破砕・選別、焼却） 埋立処分 

その他のがれき類
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（２）予測結果との対比等 

今回調査結果と予測結果との比較は、表 6-9-4 に示すとおりである。 

鉄くずについては、施工の妨げとならない既設鋼管杭を残置したことから、発生量の

方が予測結果よりも少ない。コンクリートがらとアスファルトがらは、廃棄物発生量は概ね

予測よりも少ない。また、建設汚泥の発生量は杭工事により発生する建設汚泥が予測よ

りも増加したのは、予測時には杭施工方法は中掘工法を主に計画していたが、詳細設

計によりプレボーリング工法を多用することとなったためである。 

なお、これらの全量を再資源化しており、廃棄物による環境への影響は、予測どおり

軽微であると判断できる。 

また、予測時よりも掘削土量を減らしたことにより、建設残土の発生量は少なく、全量

を盛土材として再利用していることから、建設残土による環境への影響は、予測どおり軽

微であると判断できる。 

 

表 6-9-4 廃棄物の発生量及び資源化率の予測結果との対比 

廃棄物の種類 
廃棄物量 再資源化率 

予測結果 発生量 予測結果 実資源化率

鉄くず 1,100 t 383 t 
分別を徹底し可能な限り再資

源化に努める。 
100.0 %

コンクリートがら 41,000 m3 36,570 m3 100%の資源化に努める。 100.0 %

アスファルトがら 13,000 m3 11,830 m3 100%の資源化に努める。 100.0 %

建設汚泥 7,000 m3 16,077 m3 できる限り資源化に努める。 100.0 %

そ
の
他 

木くず － 1,021 t － 99.3 %

廃プラスチック － 118 t － 84.7 %

廃石膏ボード － 12 t － 100.0 %

紙くず － 55 t － 92.7 %

混合状態の廃棄物 

（建設混合廃棄物） 
－ 205 t － 83.4 %

その他のがれき類 － 48 t － 35.4 %

その他計 1,600 t 1,459 t 
可能な限り再資源化に努め

る。 
93.6 %

（注）自然由来の鉛、砒素及びふっ素の土壌汚染が確認されていることから、建設汚泥はこれらの処理を適正に

行える処理施設に搬入し、再資源化を行った。 

 

 

表 6-9-5 建設残土の発生と予測結果の対比 

  予測結果 発生量 

建設残土 137,000 m3 103,500 m3 

 

 

（３）市民等からの苦情の内容、対処方法及びその後の状況 

工事中に発生する廃棄物等の種類、量及び再資源化量に関して、市民等からの苦

情はなかった。 
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１０ 温室効果ガス等 
１０-１ 調査項目 

建設機械の稼働及び工事関連車両の走行に伴い発生する温室効果ガス（二酸化炭

素、メタン、一酸化二窒素）の発生量とした。 

 

１０-２ 調査場所 

調査場所は、事業予定地及びその周辺とした。 

 

１０-３ 調査期間 

調査期間は、第 1 期施設工事のうち下記期間とした。 

・平成 21 年 4 月～平成 27 年 1 月 

 

１０-４ 調査方法 

建設機械及び工事関連車両の実績から、温室効果ガスの発生量について取りまとめ

た。 

 

１０-５ 調査方法 

温室効果ガスについて、実施した環境保全措置は、次のとおりである。 

 

・ 建設機械及び工事関連車両のアイドリングについて、作業時以外は停止するととも

に、建設機械の選定にあたっては、省エネルギー機構が装備されている機械の選

定に努めた。 

・ 建設機械の使用に際しては、実施可能な範囲で負荷を小さくするよう努めるととも

に、十分な点検・整備により、性能の維持に努めた。 

・ アイドリングストップや経済走行など、エコドライブの実践を励行するとともに、省エ

ネ対応車両の導入に努めた。 

・ 高炉セメントの使用を推進した。 

・ 森林資源の保護などに留意し、合板型枠の使用を抑制した。 

・ 工事計画を適切に立て、建設資材等の効率的な搬出入に努めた。 
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１０-６ 調査結果 

（１）温室効果ガスの種類及び発生量 
温室効果ガスの種類及び発生量は、表 6-10-1 に示すとおりである（資料２（資料編

P41）参照）。 

温室効果ガス排出量は 12,727 tCO2であった。 

 

 

表 6-10-1 温室効果ガスの種類及び発生量 

温室効果ガスの種類 地球温暖化係数 排出量 二酸化炭素換算値

二酸化炭素 1 12,695,855 kgCO2 12,695,855 kgCO2

メ  タ  ン 21 55 kgCH4 1,155 kgCO2

一酸化二窒素 310 96 kgN2O 29,760 kgCO2

合  計 12,726,770 kgCO2

 

 

（２）予測結果との対比等 

今回調査結果と予測結果との比較は、表 6-10-2 に示すとおりである。 

予測結果と比較すると、温室効果ガス排出量については、概ね予測結果と同程度で

あった。 

 

 

表 6-10-2 今回調査結果と予測結果との比較 

温室効果ガスの種類 調査結果 予測結果 

二酸化炭素換算値 約 12,727 tCO2 約 12,750 tCO2 

 

 

（３）市民等からの苦情の内容、対処方法及びその後の状況 

工事中に発生する温室効果ガスの排出に関して、市民等からの苦情はなかった。 
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１１ 安全性 
１１-１ 調査項目 

調査は、交通安全等への影響（工事関連車両の走行台数及び交通安全設備）及

び交通の状況（自動車類、歩行者及び自転車の交通量）とした。 

 

１１-２ 調査地点 

調査地点は、表 6-11-1 及び図 6-11-1 に示すとおりである。 

 

表 6-11-1 安全性に係る調査地点 

調査項目 地点名 調査地点 対象道路 

交
通
安
全
等
への
影
響

工事関連車
両交通量 

Ｅ-1 地点 事業予定地への出入口（北口） 一般市道に接続 

Ｅ-2 地点 事業予定地への出入口（東口） 一般市道に接続 

歩 行 者 ・ 自
転車交通量

Ｄ地点 事業予定地東側歩道 主)金城埠頭線 

交 通 安 全
設備 

－ 
事業予定地周辺（工事関連車

両使用対象道路） 

主)金城埠頭線、市道潮凪線

及び一般市道 

交
通
の
状
況 

自動車類・
歩行者・自
転 車 の 交
通量 

Ａ地点 汐止町交差点 主)金城埠頭線と市道潮凪線

Ｂ地点 金城橋交差点 主)金城埠頭線と一般市道 

Ｃ地点 ニチハ㈱西側道路 市道潮凪線 

歩 行 者 ・ 自
転車交通量

Ｄ地点 事業予定地東側歩道 主)金城埠頭線 

（注）出入口については、事後調査計画では 3 地点としていたが、実際に運用されたのは 2 地点であった。 

 

１１-３ 調査期間 

調査期間は、表 6-11-2 のとおりであり、調査日時の設定については、「２ 騒音」の

項で示した「表 6-2-1 建設作業騒音・振動に係る調査日時（P61）」及び「表 6-2-5 

道路交通騒音・振動に係る調査日時（P68）」のとおりである。 

 

表 6-11-2 安全性に係る調査期間 

調査項目 調査時期 調査日時 

・交通安全等への影

響 （工 事 関 連 車 両

交 通 量 及 び 歩 行

者・自転車交通量）

・交 通の状 況（自動

車類、歩行者及び

自転車の交通量） 

 

・既設構造物解体時 

・平日：平成 23 年 4 月 20 日(水)6 時～22 時 
・休日：平成 23 年 4 月 24 日(日)6 時～22 時 
・イベント開催時休日（第 16 回名古屋モーターショウ） 
   ：平成 21 年 11 月 22 日(日)6 時～22 時 

・第 1 期施設工事最盛時
（土木・建築工事） 

・平日：平成 23 年 5 月 17 日(火)6 時～22 時 
・休日：平成 23 年 5 月 15 日(日)6 時～22 時 
・イベント開催時休日（第 17 回名古屋モーターショウ） 
   ：平成 23 年 12 月 23 日(金)6 時～22 時（祝日） 

・第 1 期施設工事最盛時
（設備工事） 

・平日：平成 24 年 11 月 16 日(火)6 時～22 時 
・休日：平成 23 年 11 月 25 日(日)6 時～22 時 
・イベント開催時休日（第 18 回名古屋モーターショウ） 
   ：平成 25 年 12 月 15 日(日)6 時～22 時（祝日） 

・交通安全等への影

響（交通安全設備）
・第 1 期施設工事中 ・適宜 

 

１１-４ 調査方法 

交通量は数取器を用いる方法、安全施設の確認は現地を踏査する方法により行

った。 
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図 6-11-1 安全性に係る調査地点 

 

凡例                                                      縮尺：1/25,000
  ：事業予定地への出入り口（Ｅ－1～Ｅ－2 地点） 
〇 ：安全性（交通量（自動車類、歩行者及び自転車）調査地点：一般道路 Ａ地点～Ｄ地点） 
  ：安全性（交通安全施設の確認道路：工事関連車両使用対象道路） 

Ａ地点 

Ｂ地点 

Ｃ地点

Ｄ地点 

Ｅ-1地点

Ｅ-2地点
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１１-５ 環境の保全のために講じた措置 

安全性について、実施した環境保全措置は、次のとおりである。 

 

・ 通勤車両、資材の搬入車両が集中しないように計画し、搬入時期・時間の分散

化に努めた。 

・ 工事関連車両の運転者に対しては、定期的に安全運転指導を行うことにより、交

通規則の遵守及び安全運転の徹底を推進した。 

・ 工事関連車両の出入口（北口、東口）については、交通整理員を配置し、歩道

における歩行者の安全を確保した。また、歩行者の通行に支障がないように、路

面の段差等は適宜解消した。 

・ 道路占有に関して、作業区域は防護さく等で囲み、範囲を明確にした。 

・ 工事区域への不用意な立入による災害防止、工事区域からの粉じん等の飛散

防止や騒音低減などの目的から、高さ 3m の仮囲いを設置した。 

 

 

１１-６ 調査結果 

（１）交通安全等への影響 
ア 交通量（工事関連車両） 

出入口における工事関連車両交通量の調査結果は、表 6-11-3 に示すとおりで

あり、いずれの時期についてもＥ－１地点（北口）の利用数が多かった。 

 

 

表 6-11-3 交通量（工事関連車両）調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：台/時）

Ｅ－１（北口） Ｅ－２（東口）

大型 小型 合計 大型 小型 合計 大型 小型 合計 大型 小型 合計 大型 小型 合計 大型 小型 合計

6時 9 19 28 9 22 31 1 11 12 0 10 10 0 10 10 1 4 5

7時 14 43 57 17 52 69 15 65 80 7 17 24 9 15 24 4 39 43

8時 10 15 25 17 19 36 31 8 39 4 8 12 3 7 10 9 12 21

9時 15 15 30 27 12 39 28 11 39 8 4 12 5 1 6 5 5 10

10時 13 19 32 33 28 61 25 16 41 7 5 12 6 10 16 11 25 36

11時 7 10 17 24 15 39 22 11 33 1 9 10 9 5 14 0 3 3

12時 10 25 35 16 30 46 1 13 14 0 1 1 0 4 4 4 7 11

13時 11 7 18 25 13 38 20 12 32 1 3 4 2 4 6 3 2 5

14時 16 19 35 34 21 55 20 17 37 0 4 4 1 4 5 2 9 11

15時 14 17 31 24 17 41 19 11 30 3 3 6 3 4 7 6 13 19

16時 14 23 37 26 30 56 6 10 16 3 1 4 3 6 9 12 16 28

17時 9 30 39 15 39 54 2 30 32 3 20 23 5 11 16 5 31 36

18時 2 12 14 6 13 19 0 13 13 0 3 3 0 0 0 0 18 18

19時 3 5 8 2 8 10 0 5 5 0 4 4 0 2 2 0 3 3

20時 2 7 9 2 3 5 0 2 2 0 5 5 0 1 1 0 0 0

21時 0 2 2 3 2 5 0 1 1 0 3 3 0 3 3 0 3 3

合計 149 268 417 280 324 604 190 236 426 37 100 137 46 87 133 62 190 252

最大値 16 43 57 34 52 69 31 65 80 8 20 24 9 15 24 12 39 43

時間帯 既設地下構造物解体時 土木・建築工事最盛時 設備工事最盛時 設備工事最盛時土木・建築工事最盛時既設地下構造物解体時
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イ 交通量（歩行者・自転車） 

事業予定地東側歩道の歩行者・自転車交通量の調査結果は、表 6-11-4 に示

すとおりである。 

出入口を利用する工事関連車両と交錯する可能性のある歩行者・自転車につ

いては、いずれの時期についても 10 人・台/時未満であった。 

 

 

表 6-11-4 交通量（歩行者・自転車：事業予定地東側歩道）調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 交通安全設備の状況 

交通安全設備の状況は、図 6-11-2 に示すとおりである。 

アセス時調査（H18）からの変化としては、野跡小学校前の歩道橋が増設された

ほかは、バス停の変更程度であり、大きな変化はみられなかった。事業予定地及び

その周辺においては、工事関連車両の出入口として北口と東口が設置され、それ

ぞれに交通誘導員を配置し、一般車両並びに歩行者・自転車の交通安全確保に

努めていた。また、工事区域への不用意な立入による災害防止、工事区域からの

粉じん等の飛散防止や騒音低減などの目的から、事業予定地周辺には高さ 3m の

工事用仮囲を設け、安全確保及び環境保全に努めていた。 

 

 

Ｄ（事業予定地東側歩道）

歩行者
(人/時)

自転車
(台/時)

合計
(人・台/時)

歩行者
(人/時)

自転車
(台/時)

合計
(人・台/時)

歩行者
(人/時)

自転車
(台/時)

合計
(人・台/時)

6時 0 1 1 0 0 0 0 5 5

7時 2 2 4 0 3 3 0 8 8

8時 0 6 6 2 3 5 2 5 7

9時 2 3 5 0 1 1 1 1 2

10時 1 1 2 0 1 1 3 3 6

11時 1 1 2 0 0 0 0 1 1

12時 1 3 4 0 0 0 1 6 7

13時 0 1 1 2 4 6 0 0 0

14時 0 5 5 1 0 1 0 2 2

15時 0 2 2 0 1 1 1 2 3

16時 1 3 4 0 1 1 0 5 5

17時 0 3 3 0 2 2 0 5 5

18時 2 1 3 0 2 2 1 4 5

19時 0 2 2 2 2 4 2 1 3

20時 0 0 0 0 1 1 0 1 1

21時 0 0 0 0 2 2 1 0 1

合計 10 34 44 7 23 30 12 49 61

最大値 2 6 6 2 4 6 3 8 8

時間帯 既設地下構造物解体時 土木・建築工事最盛時 設備工事最盛時
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凡例 
 

 

 

 

 

 

 

図 6-11-2 交通安全設備の状況 

：工事関係車両使用道路 ：横断歩道

： ：横断歩道橋

： ：信号機

： ：バス停留所

：歩道なし

歩道
車道

車道

歩道
車道

歩道 車道

工事関連車両使用道路 
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（２）交通の状況 
ア 交通量（自動車類） 

自動車交通量は、表 6-11-5 に示すとおりであり、工事前に比べて、全体的には

概ね類似する傾向を示しているが、Ｃ地点の設備工事最盛時におけるイベント開

催時の休日が他の時期と比べて小型車類が多い状況であった。 

平日には大型車混入率が 31％～74％であったものが、休日には 10％未満とな

り、大型車類が極端に減少する産業道路の性質が表れている。イベント開催時に

は小型車類が相当程度に増加し、平日交通量を上回る状況となっている。 

 

 

表 6-11-5 交通量（自動車類）調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：台/昼間16時間）

大型 小型 合計 大型 小型 合計 大型 小型 合計 大型 小型 合計

① 5,267 8,319 13,586 4,385 9,579 13,964 4,716 9,421 14,137 4,342 9,339 13,681

② 5,469 7,876 13,345 4,953 7,635 12,588 4,979 8,169 13,148 5,126 8,555 13,681

③ 7,118 11,463 18,581 6,471 11,759 18,230 6,662 12,185 18,847 6,619 12,217 18,836

工事関連車両→ (43) (157) (200) (166) (183) (349) (110) (94) (204)

④ 2,166 3,602 5,768 1,847 4,263 6,110 1,961 4,251 6,212 1,751 4,399 6,150

① 341 5,718 6,059 484 9,602 10,086 457 8,932 9,389 612 11,542 12,154

② 283 3,066 3,349 318 3,972 4,290 387 3,902 4,289 439 5,334 5,773

③ 500 6,548 7,048 561 10,093 10,654 620 9,564 10,184 750 13,075 13,825

④ 74 1,454 1,528 165 2,605 2,770 114 2,376 2,490 191 3,049 3,240

① 1,130 19,060 20,190 498 17,662 18,160 2,115 14,256 16,371 663 18,312 18,975

② 1,339 8,556 9,895 312 6,676 6,988 1,765 6,671 8,436 506 9,379 9,885

③ 1,845 19,050 20,895 527 18,760 19,287 2,824 16,771 19,595 787 18,846 19,633

④ 426 7,968 8,394 157 4,542 4,699 604 3,120 3,724 326 7,617 7,943

① 4,742 9,216 13,958 4,681 10,965 15,646 4,841 10,330 15,171 4,694 10,832 15,526

工事関連車両→ (18) (52) (70) (23) (42) (65) (0) (0) (0)

② 261 221 482 152 263 415 189 234 423 205 195 400

③ 4,319 8,707 13,026 4,508 10,599 15,107 4,692 9,921 14,613 4,512 10,529 15,041

④ 1,170 902 2,072 987 823 1,810 1,180 729 1,909 987 746 1,733

① 409 5,999 6,408 445 9,797 10,242 446 9,335 9,781 733 13,117 13,850

② 20 153 173 7 116 123 3 151 154 3 158 161

③ 271 5,669 5,940 379 9,688 10,067 374 9,096 9,470 709 12,974 13,683

④ 162 441 603 249 557 806 251 548 799 269 603 872

① 1,582 19,259 20,841 402 18,393 18,795 1,801 15,854 17,655 597 16,925 17,522

② 38 230 268 7 192 199 57 88 145 14 323 337

③ 1,323 18,991 20,314 354 18,416 18,770 1,625 15,733 17,358 592 16,561 17,153

④ 471 1,276 1,747 211 883 1,094 595 777 1,372 215 1,063 1,278

2,033 3,571 5,604 1,871 3,716 5,587 1,957 3,770 5,727 1,763 3,949 5,712

工事関連車両→ (53) (181) (234) (182) (212) (394) (0) (131) (131)

休日 断面 178 2,528 2,706 168 2,449 2,617 120 2,295 2,415 199 2,949 3,148

イベント 断面 298 5,522 5,820 192 4,450 4,642 632 2,850 3,482 613 17,516 18,129

Ｂ

通
常
時

平日

休日

イ

ベ
ン
ト

Ｃ
通
常
時

Ａ

通
常
時

平日

休日

イ
ベ
ン
ト

調査
地点

調査
時期

平休
区分

工事前 既設地下構造物解体時

平日

土木・建築工事最盛時

断面

設備工事最盛時
方向
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イ 交通量（歩行者・自転車） 

歩行者・自転車交通量は、表 6-11-6 に示すとおりであり、あおなみ線野跡駅に

近い汐止町交差点（Ａ地点）では相当量の歩行者・自転車交通量があるものの、そ

の他の地点では、イベント開催時を除き、200 人以下と少なくなっている。 

Ａ地点では、休日やイベント開催日よりも平日において、主にあおなみ線野跡駅

を利用する歩行者が多くなっている。その他の地点では交通量が少ないため、顕

著な傾向がみられないものの、Ｃ地点では休日に護岸を散策する人が増えるため、

歩行者交通量がやや多くなっている。 

 

 

表 6-11-6 交通量（歩行者・自転車）調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：台・人/昼間16時間）

歩行者 自転車 合計 歩行者 自転車 合計 歩行者 自転車 合計 歩行者 自転車 合計

① 303 323 626 737 340 1,077 701 334 1,035 613 301 914

② 121 50 171 374 129 503 324 136 460 320 161 481

③ 303 323 626 488 283 771 486 278 764 385 282 667

④ 121 50 171 372 100 472 383 99 482 324 89 413

① 79 133 212 306 248 554 277 220 497 263 155 418

② 39 37 76 195 139 334 213 144 357 163 87 250

③ 79 133 212 83 173 256 79 120 199 82 75 157

④ 39 37 76 159 74 233 143 83 226 137 51 188

① 120 229 349 238 170 408 345 224 569 477 197 674

② 63 36 99 88 55 143 158 73 231 357 102 459

③ 120 229 349 62 81 143 160 154 314 112 204 316

④ 63 36 99 51 23 74 99 26 125 99 31 130

① 5 31 36 15 41 56 8 48 56 20 53 73

② 6 8 14 3 3 6 0 9 9 5 5 10

③ 5 31 36 9 25 34 5 30 35 21 16 37

④ 6 8 14 12 14 26 8 10 18 14 35 49

① 10 78 88 42 152 194 37 113 150 35 77 112

② 3 1 4 0 3 3 2 1 3 6 11 17

③ 10 78 88 38 128 166 32 103 135 26 56 82

④ 3 1 4 15 25 40 20 21 41 12 14 26

① 38 153 191 21 82 103 45 94 139 86 156 242

② 16 11 27 1 7 8 1 3 4 31 10 41

③ 38 153 191 15 52 67 31 78 109 99 154 253

④ 16 11 27 10 16 26 15 10 25 25 16 41

平日 断面 － － 113 51 35 86 67 60 127 54 64 118

休日 断面 － － 182 117 74 191 100 92 192 95 88 183

イベント 休日 断面 － － 295 56 48 104 16 24 40 26 57 83

平日 断面 18 42 60 10 34 44 7 23 30 12 49 61

休日 断面 11 15 26 10 34 44 16 48 64 8 25 33

イベント 休日 断面 15 39 54 17 37 54 21 42 63 38 40 78

Ｄ
通常時

調査
地点

調査
時期

平日

休日

休日

平休
区分

通
常
時

イ
ベ
ン
ト

平日

休日

イ
ベ
ン
ト

休日

方向
工事前 既設地下構造物解体時 土木・建築工事最盛時 設備工事最盛時

Ｃ
通常時

Ｂ

通
常
時

Ａ
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（３）予測結果との対比等 

今回調査結果と予測結果との比較は、表 6-11-7 に示すとおりである。 

予測結果と比較すると、歩行者・自転車と交錯する可能性のある車両台数につい

ては予測結果よりも少なかった。 

また、工事予告表示の適正設置、工事関連車両の出入口への交通誘導員配置、

ルート分散、工事関連車両の運転者への定期的な安全運転指導などを行うことに

より、一般車両並びに歩行者・自転車の交通安全確保に努めていたことから、工事

関連車両の走行が交通安全に及ぼす影響は、予測どおり軽微であると判断できる。 

 

 

表 6-11-7 今回調査結果と予測結果との比較（発生集中交通台数） 

単位：台/時 

調査地点 

調査結果 
（土木・建築工事最盛時） 

予測結果 

大  型 小  型 合  計 大  型 小  型 合  計 

Ｅ－１ 
（予測地点Ｃ） 

34 52 86 
第 1 ルート：47 
第 2 ルート：24 

第 1 ルート：126 
第 2 ルート：126 

第 1 ルート：173
第 2 ルート：150

Ｅ－２ 
（予測地点Ａ） 

 9 15 24 第 1 ルート：24 第 1 ルート：126 第 1 ルート：150

 

 

 

（４）市民等からの苦情の内容、対処方法及びその後の状況 

工事関連車両の走行が交通安全に及ぼす影響に関して、市民等からの苦情はな

かった。 
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第７章  ま と め 

事後調査結果（工事中：第１期工事）の概要は、表 7-1-1(1)～(3)に示すとおりである。 
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表 7-1-1(1) 事後調査結果（工事中：第１期工事）のまとめ（その１） 

環境 

要素 
調 査 項 目 調査地点 環境の保全のために講じた措置 

大 

気 

質 

建設機械の稼働に伴う粉じん等 

（窒素酸化物（二酸化窒素）及び浮遊粒子

状物質） 

事業予定地南側敷

地境界の東寄りの

1 地点 

環境影響評価書に記載した措置に加え、以

下の措置についても実施した。 

・導入可能な二次排出ガス対策型の建設機械を

使用した。 

・建設機械の機種の選定に際しては、実行可能

な範囲で三次排出ガス対策型の機種や特定特

殊自動車排出ガスの規制等に関する法律に適

合した機種を導入した。 

・建設機械の効率的な運用に努めるとともに、十

分な点検・整備により、性能の維持に努めた。 

・建設機械（ディーゼルエンジン仕様）に使用す

る燃料は、日本工業規格（JIS）に適合するもの

を使用した。 

・仮囲い（高さ 3m）を設置した。 

・適宜散水を実施した。 

工事関連車両の走行台数 事業予定地周辺の

工事関連車両が集

中する主要道路沿

道の 3 地点 

  環境影響評価書に記載した措置を実施した。

騒 
 

音 

建設作業騒音 事業予定地敷地境

界の 4 地点 

環境影響評価書に記載した措置に加え、以

下の措置についても実施した。 

・建設機械及び工事関連車両のアイドリングに

ついて、作業時以外は停止した。また、場内車

両速度を20km/h以下と定め、工事関連車両か

らの騒音の低減に努めた。 

・建設機械の使用に際しては、実施可能な範囲

で負荷を小さくするよう努めるとともに、十分な

点検・整備により、性能の維持に努めた。 

・仮囲い（高さ 3m）を設置した。 

道路交通騒音 事業予定地周辺の

工事関連車両が集

中する主要道路沿

道の 3 地点 

  環境影響評価書に記載した措置を実施した。

振 
 

動 

建設作業振動 事業予定地敷地境

界の 4 地点 

  環境影響評価書に記載した措置に加え、以

下の措置についても実施した。 

・建設機械の使用に際しては、実施可能な範囲

で負荷を小さくするよう努めるとともに、十分な

点検・整備により、性能の維持に努めた。 
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調 査 結 果 予測結果との対比等 

  調査を実施したすべての調査時期において、二酸化

窒素及び浮遊粒子状物質の環境目標値（参考値）または

環境基準（参考値）の値を下回った。 

  粉じんについては、調査を実施したすべての調査時期

において、環境目標値（参考値）を下回った。 

すべての調査時期において予測結果を下回っており、建設

作業に伴う周辺環境への影響は、予測どおり軽微であると判断

できる。なお、名古屋市における常時監視測定局における平成

16 年から平成 22 年への低減率は二酸化窒素で約 68％、浮遊

粒子状物質で約 65％となっている。このことから、予測結果より

も調査結果の濃度が小さくなっていると考えられる。 

また、工事中に発生する大気汚染に関して、市民等からの苦

情はなかった。 

交通量の調査結果は、以下のとおりであった。 

Ａ地点 大型車：17 台/時、小型車：14 台/時 

Ｂ地点 大型車： 6 台/時、小型車：10 台/時 

Ｃ地点 大型車：17 台/時、小型車：14 台/時 

すべての調査地点において、小型車は予測時の設定交通量

よりも多かったが、大型車は設定交通量の半分以下であったた

め、工事関連車両の走行に伴う自動車排ガスが周辺環境に及

ぼす影響は、予測どおり軽微であると判断できる。 

また、工事関連車両の走行に伴う道路沿道大気に関して、市

民等からの苦情はなかった。 

  すべての調査地点において建設作業騒音の規制基準

の値を下回った。 

NO.1-3 は予測結果よりも調査結果の方が低かったが、その

他の地点は、調査結果の方が予測結果よりも高い値であった。

これらの違いは、予測時と調査時の建設機械の配置や台数の

違いによるものの他、周辺工場の操業音や鋼矢板による反射音

を含めた道路交通騒音の影響を相当程度に受けているものと

考えられる。しかし、いずれの調査時期、調査地点においても、

特定建設作業に伴う騒音の規制基準を下回っていたことから、

建設作業に伴う騒音の周辺環境に及ぼす影響は、予測どおり

軽微であると判断できる。 

また、建設作業騒音に関して、市民等からの苦情はなかった。

  全体として調査時期による変化はそれほど大きくない。

環境基準に対しては、Ｂ地点において 1dB 超過していた

が、工事前でも環境基準を超過しており、Ｂ地点を通過

する工事関連車両 0.5％未満であることから、工事関連

車両による顕著な影響は生じていないものと考えられる。

調査結果が予測結果を下回ることから、工事関連車両の走行

に伴う騒音が周辺環境に及ぼす影響は、予測どおり軽微である

と判断できる。調査結果と予測結果の違いは、一般交通車両の

走行状況や車線規制により、走行速度が抑えられていたことも

原因と考えられる。 

また、工事関連車両の走行に伴う騒音に関して、市民等から

の苦情はなかった。 

  すべての調査地点において建設作業振動の規制基準

の値を下回った。 

NO.1-3の既設地下構造物解体時には予測結果よりも調査結

果の方が低かったが、その他の地点及び時期では調査結果の

方が予測結果よりも高い値であった。これらの違いは、予測時と

調査時の建設機械の配置や台数の違いによるものと考えられ、

工事前の環境振動に比較して、工事中はいずれも相当程度に

振動レベルが上昇しており、ある程度は工事による影響が生じ

ているものと考えられる。しかし、いずれの調査時期、調査地点

においても、特定建設作業に伴う振動の規制基準を下回ってい

たことから、建設作業に伴う振動が周辺環境に及ぼす影響は、

予測どおり軽微であると判断できる。 

また、建設作業振動に関して、市民等からの苦情はなかった。
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表 7-1-1(2) 事後調査結果（工事中：第１期工事）のまとめ（その２） 

環境 

要素 
調 査 項 目 調査地点 環境の保全のために講じた措置 

振
動 

道路交通振動 事業予定地周辺の

工事関連車両が集

中する主要道路沿

道の 3 地点 

  環境影響評価書に記載した措置を実施した。

水 
 

質 

建設工事に伴う排水 

（水素イオン濃度、濁度、浮遊物質量、鉛、

砒素、ふっ素及びほう素） 

敷地内の排水出口

（1 地点） 

  環境影響評価書に記載した措置に加え、以

下の措置についても実施した。 

・ 水素イオン濃度（ｐH）については、平成 21 年

5 月調査から「水質汚濁関係ハンドブック（名

古屋市環境局）」の目安（以下、「排水の目安」

という）を上回る測定値が連続したため、その

要因と対策について検討し、平成 21年 7月 27

日から炭酸ガス中和工法の稼働を開始するこ

とで、工事排水の放流濃度の調整に努めた。 

地 

下 

水 

地下水の水質 

（鉛、砒素、ほう素及びふっ素） 

事業予定地敷地境

界付近の 6 地点 

環境影響評価書に記載した措置に加え、以

下の措置についても実施した。 

・地下部の掘削の際は、止水性のある土留め壁

等を構築し、掘削部を締め切った状態で施工

し、掘削部からの浸出水は、工事用ポンプを用

い、事業予定地東側の貯留池に汲み上げ、ｐＨ

調整をした後、公共用水域へ放流した。 

地 
 

盤 

地盤沈下の程度 

（地盤変位、地下水位） 

【地盤変位】 

事業予定地敷地境

界付近の 4 地点 

【地下水位】 

事業予定地敷地境

界付近の 6 地点 

  環境影響評価書に記載した措置を実施した。

土
壌 

掘削土砂の場外搬出量 事業予定地及びそ

の周辺 

 環境影響評価書に記載した措置を実施した。 

動 
 

物 

動物（鳥類）への影響 

（陸生動物（鳥類）の動物相の状況、繁殖

状況、湿地に生息する鳥類の利用状況及

び陸生動物（鳥類）の重要な種の状況） 

【ﾎﾟｲﾝﾄｾﾝｻｽ】 

2 地点 

【ﾗｲﾝｾﾝｻｽ】 

1 ライン 

【繁殖状況】 

1 地域 

  環境影響評価書に記載した措置を実施した。
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調 査 結 果 予測結果との比較 

  すべての調査地点において道路交通振動の要請限度

の値を下回った。 

調査結果が予測結果を下回ることから、工事関連車両の走行

に伴う振動が周辺環境に及ぼす影響は、予測どおり軽微である

と判断できる。調査結果と予測結果の違いは、一般交通車両の

走行状況や車線規制により、走行速度が抑えられていたことも

原因と考えられる。 

また、工事関連車両の走行に伴う振動に関して、市民等から

の苦情はなかった。 

  浮遊物質量については、排水の目安を下回っていた。

また、人の健康の保護に関する環境基準項目である鉛、

砒素、ほう素及びふっ素は、工事期間中の全期間で排水

基準を下回っていた。 

  水素イオン濃度（ｐＨ）については、建設工事における

排水の目安を上回る測定値が連続したため、平成21年7

月 27 日から炭酸ガス中和工法によるｐＨ調整を実施し

た。それ以降は概ね落ち着いた傾向を示し、平均値では

排水の目安以内となった。 

浮遊物質量については、調整池が十分機能し、予測結果及

び排水の目安を下回った。また、人の健康の保護に関する環境

基準項目である鉛、砒素、ほう素及びふっ素については、予測

された放流濃度以下であった。 

また、工事中に発生する工事排水に関して、市民等からの苦

情はなかった。 

水質は調整を行い排水しているため、影響は軽微であると判

断できる。 

 

  砒素は No.2、ふっ素は No.4、ほう素及びふっ素は

No.3,5,6 で環境基準を上回る時期があったが、排水基準

に対しては全ての項目、地点において下回っていた。 

地下部の掘削に際しては止水性のある土留め壁等を構築

し、掘削部を締め切った状態で施工を行い、掘削部からの浸出

水は、工事用ポンプを用いて事業予定地東側の貯留池に汲み

上げ、ｐＨ調整をした後、公共用水域へ放流したことから、地下

水による周辺環境への影響は、予測どおり軽微であると判断で

きる。 

また、工事実施中に地下水の水質に関して、市民等からの苦

情はなかった。 

  調査を実施したすべての調査時期のすべての調査地

点において、地盤の最大変位量は 1cm 以下であった。 

  地下水位については、No.5 及び No.6 を除く全ての地

点において地下水位の最大変位量は概ね1m程度であっ

た。 

全ての地点において地盤の最大変位量は1cm以下であること

から、予測結果のとおり、地盤変位による周辺環境への影響

は、予測どおり軽微であると判断できる。 

No.5及びNo.6を除く全ての地点において地下水位の最大変

位量は 1m 程度であることから、予測結果のとおり、地下水位の

変動による周辺環境への影響は、予測どおり軽微であると判断

できる。 

また、建設作業に伴う地盤変位及び地下水位の変動に関し

て、市民等からの苦情はなかった。 

事業区域内で掘削した土は、原則として、場内で盛土

として利用したため、残土の場外搬出はなかった。 

なお、杭施工時等の建設汚泥は、廃棄物として処理を

した。 

予測時よりも掘削土量を減らしたことにより、建設残土の発生

量は少なく、全量を盛土材として再利用していること、タイヤ洗

浄装置の設置、出入口の定期的な洗浄等により、敷地外への

飛散防止に努めたことから、建設残土による周辺環境への影響

は、予測どおり軽微であると判断できる。 

工事実施中に土壌に関して、市民等からの苦情はなかった。

【鳥類の出現状況】 

  すべての現地調査の結果、10 目 29 科 89 種の鳥類が

確認された。調査時期別の出現種数では秋季が 57 種と

最も多く、次いで冬季が 54 種、春季が 49 種、夏季が 36

種の順であった。渡り区分の出現種数では、冬鳥が最も

多く、次いで留鳥、旅鳥、夏鳥の順であった。 

  確認された鳥類のうち、重要な種及び注目すべき生息

地の抽出基準に該当する種は 22 種であり、主に干潟及

び庄内川岸で確認された。 

【建設工事（大気質）の鳥類（水鳥）への影響】 

建設作業に伴う大気質については、工事中の調査結果が予

測結果を下回っていることから、環境の変化による一時的な忌

避行動は否定できないが、生息環境を大きく変えるものではな

く、鳥類（水鳥）への影響は予測どおり軽微であると判断できる。
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表 7-1-1(3) 事後調査結果（工事中：第１期工事）のまとめ（その３） 

環境 

要素 
調 査 項 目 調査地点 環境の保全のために講じた措置 

動  

物 
上記のとおり 上記のとおり 上記のとおり 

廃
棄
物
等 

廃棄物の発生の程度 

（工事中に発生する廃棄物等の種類、量

及び再資源化量） 

 

― 

環境影響評価書に記載した措置に加え、以

下の措置についても実施した。 

・ 建設廃材の分別回収に努めた。 

温
室
効
果 

ガ
ス
等 

建設機械の稼働及び工事関連車両の走

行に伴い発生する温室効果ガスの発生量 

（二酸化炭素、メタン、一酸化炭素） 

 

― 

環境影響評価書に記載した措置に加え、以

下の措置についても実施した。 

・建設機械の使用に際しては、実施可能な範囲

で負荷を小さくするよう努めるとともに、十分な

点検・整備により、性能の維持に努めた。 
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調 査 結 果 予測結果との比較 

【繁殖状況】 

  6 月に実施した繁殖状況調査で、10 種の繁殖及び繁

殖兆候が確認された。繁殖が確認された種は 6 種、繁殖

兆候のみが確認された種は 4 種であった。事業予定地で

は、繁殖及び繁殖兆候が確認された種はみられなかっ

た。稲永公園では 8 種、その他の場所では 6 種が確認さ

れた。 

【湿地に生息する鳥類の利用状況】 

  36 種 35,998 個体の水鳥（サギ類、カモ類、チドリ類、

シギ類）が確認された。個体数では 4 月にピークがみら

れ、次いで 5 月、1 月の順に多かった。一方、春の渡りが

終了した直後の 6 月は最も個体数が少なかった。 

出現環境については、大半が海域及び上空で占めら

れており、陸域の利用は少なかった。また、海域の利用

内容の大半は、採餌及び休息場所であった。 

【環境影響評価書(H18)調査結果との比較】 

  現地調査確認種数は、評価書時の 11目 26科 79種に

対し、今回調査では 10 目 29科 89 種であり、確認種数は

増加した。渡り区分別の出現比率には大きな変化はみら

れなかった。 

繁殖及び繁殖兆候が確認された種は評価書時と同程

度であり、鳥類相も類していた。 

湿地に生息する鳥類については、評価書時と比較し

て、確認種数は変わらないが、個体数は約 3.8 倍と大幅

に増加した。また、出現場所は、大半が海域であり大きな

変化はなかった。 

【建設工事（騒音・振動）の鳥類（水鳥）への影響】 

建設作業騒音・振動については、工事中の調査結果が工事

前より高く、予測結果を上回っているが、これは西側道路の走行

車両による影響と考えられる。西側道路については、一般の大

型車両の通行が多いが、ラムサール条約登録湿地方向への伝

播は距離減衰が見込めることから、環境の変化による一時的な

忌避行動は否定できないが、生息環境を大きく変えるものでは

ないと考えられる。また、今回の調査結果、確認種数・確認個体

数ともに環境影響評価時より増えており、特に個体数は大幅に

増えていたことから、鳥類（水鳥）への影響は予測どおり軽微で

あると判断できる。 

【工事関連車両の走行の鳥類（水鳥）への影響】 

工事関連車両の走行に伴う大気質、道路交通騒音、道路交

通振動については、工事中の調査結果が予測結果を下回って

いることから、環境の変化による一時的な忌避行動は否定
できないが、生息環境を大きく変えるものではなく、鳥類
（水鳥）への影響は予測どおり軽微であると判断できる。 

 

また、建設作業及び工事関連車両の走行の動物への影響に

関して、市民等からの苦情はなかった。 

  廃棄物等の発生量及び再資源化率は、以下のとおり

であった。 

  発生量：鉄くず 383t、コンクリートがら 36,570m3、アスフ

ァルトがら 11,830m3、建設汚泥 16,077m3、その

他 1,459t 

 資源化率：鉄くず 100%、コンクリートがら 100%、アスファ

ルトがら 100%、建設汚泥 100%、その他 93.6%

  また、廃棄物等は、中間処理を行った後、再生骨材、

再生路盤材、改良土、燃料チップ、再生アスファルト原

料、セメント原料等として再資源化し、有効利用を図っ

た。 

鉄くずについては、施工の妨げとならない既設鋼管杭を残置

したことから、発生量の方が予測結果よりも少ない。コンクリート

がらとアスファルトがらは、廃棄物発生量は概ね予測よりも少な

い。また、建設汚泥の発生量は杭工事により発生する建設汚泥

が予測よりも増加したのは、予測時には杭施工方法は中掘工法

を主に計画していたが、詳細設計によりプレボーリング工法を多

用することとなったためである。 

なお、これらの全量を再資源化しており、廃棄物による環境へ

の影響は、予測どおり軽微であると判断できる。 

また、予測時よりも掘削土量を減らしたことにより、建設残土の

発生量は少なく、全量を盛土材として再利用していることから、

建設残土による環境への影響は、予測どおり軽微であると判断

できる。 

  調査を実施したすべての調査時期における温室効果

ガス排出量は 12,727 tCO2 であった。 

調査結果が予測結果と同程度であることから、建設機械の稼

働及び工事関連車両の走行に伴い発生する温室効果ガスが周

辺環境に及ぼす影響は、予測どおり軽微であると判断できる。 

また、工事中に発生する温室効果ガスの排出に関して、市民

等からの苦情はなかった。 
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表 7-1-1(3) 事後調査結果（工事中：第１期工事）のまとめ（その４） 

環境 

要素 
調 査 項 目 調査地点 環境の保全のために講じた措置 

安

 

全

 

性 

交通安全等への影響 

（交通量（工事関連車両及び歩行者・自

転車）、交通安全措置の状況） 

【交通量】 

工事関連車両の

出入口 2 地点 

【交通安全設備】 

事業予定地周辺

（工事用車両使用

対象道路） 

  環境影響評価書に記載した措置に加え、以

下の措置についても実施した。 

・工事区域への不用意な立入による災害防止、

工事区域からの粉じん等の飛散防止や騒音低

減などの目的から、高さ 3m の仮囲いを設置し

た。 

交通の状況 

（自動車類の交通量） 

事業予定地周辺の

工事関連車両が集

中する主要道路沿

道の 3 地点 

上記のとおり。 

交通の状況 

（歩行者及び自転車の交通量） 

事業予定地周辺の

工事関連車両が集

中する主要道路沿

道の 3 地点及び事

業予定地東側歩道

1 地点。 

上記のとおり。 
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調 査 結 果 予測結果との比較 

【交通量（工事関連車両）】 

出入口における工事関連車両交通量の調査結果、い

ずれの時期についてもＥ－１地点（北口）の利用数が多か

った。発生集中交通量は、大型車が 34 台/時、乗用車が

65 台/時であった。 

【交通量（歩行者・自転車）】 

出入口を利用する工事関連車両と交錯する可能性の

ある歩行者・自転車については、いずれの時期について

も 10 人・台/時未満であった。 

【交通安全設備】 

  アセス時調査(H18)からの変化としては、野跡小学校前

の歩道橋が増設されたほかは、バス停の変更程度であ

り、大きな変化はみられなかった。 

  事業予定地及びその周辺においては、工事関連車両

の出入口として北口と東口が設置され、それぞれに交通

誘導員を配置し、一般車両並びに歩行者・自転車の交

通安全確保に努めていた。また、工事区域への不用意な

立入による災害防止、工事区域からの粉じん等の飛散防

止や騒音低減などの目的から、高さ 3m の工事用仮囲を

設け、安全確保及び環境影響保全に努めていた。 

予測結果と比較すると、歩行者等と交錯する可能性のある工

事関連車両の走行台数については予測結果よりも少なかった。

また、工事予告表示の適正設置、工事関連車両の出入口の

交通誘導員配置、ルート分散、工事関連車両の運転者への定

期的な安全運転指導などを行うことで一般車両並びに歩行者・

自転車の交通安全確保に努めていたことから、工事関連車両の

走行が交通安全に及ぼす影響は、予測どおり軽微であると判断

できる。 

また、工事関連車両の走行が交通安全に及ぼす影響に関し

て、市民等からの苦情はなかった。 

【交通量（自動車類）】 

  自動車交通量については、工事前に比べて、全体的

には概ね類似する傾向を示しているが、Ｃ地点の設備工

事最盛時におけるイベント開催時の休日が他の時期と比

べて小型車類が多い状況であった。 

平日には大型車混入率が 31％～74％であったもの

が、休日には 10％未満となり、大型車類が極端に減少す

る産業道路の性質が表れている。イベント開催時には小

型車類が相当程度に増加し、平日交通量を上回る状況

となっている。 

― 【交通量（歩行者・自転車）】 

歩行者・自転車については、あおなみ線野跡駅に近い

汐止町交差点（Ａ地点）では相当量の歩行者・自転車交

通量があるものの、その他の地点では、イベント開催時を

除き、200 人以下と少なくなっている。 

Ａ地点では、休日やイベント開催日よりも平日におい

て、主にあおなみ線野跡駅を利用する歩行者が多くなっ

ている。その他の地点では交通量が少ないため、顕著な

傾向がみられないものの、Ｃ地点では休日に護岸を散策

する人が増えるため、歩行者交通量がやや多くなってい

る。 
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 (1)

１ 動物 

１-１ 鳥類確認種リスト 

すべての現地調査の結果、確認された鳥類種のリストを表 1-1 に示す。 

鳥類調査のうち、『湿地に生息する鳥類の利用状況調査』を除く時期に実施したポイントセン

サス及びラインセンサスで確認された鳥類種のリストを季節別に整理し、表 1-2 に示す。 

 

表 1-1(1) 鳥類確認種リスト（全調査） 

 

 

 

資料１．動物（鳥類）の調査結果 

ライン
センサス

繁殖状況
調査

P1 P2 R3 -

1 ｶｲﾂﾌﾞﾘ ｶｲﾂﾌﾞﾘ ﾊｼﾞﾛｶｲﾂﾌﾞﾘ Podiceps nigricollis 冬鳥 ○ ○

2 ｶﾝﾑﾘｶｲﾂﾌﾞﾘ Podiceps cristatus 冬鳥 ○ ○ ○

3 ﾍﾟﾘｶﾝ ｳ ｶﾜｳ Phalacrocorax carbo 留鳥 ○ ○ ○

4 ｺｳﾉﾄﾘ ｻｷﾞ ｺﾞｲｻｷﾞ Nycticorax nycticorax 留鳥 ○

5 ｻｻｺﾞｲ Butorides striatus 夏鳥 ○ ○ ○

6 ｱﾏｻｷﾞ Bubulcus ibis 夏鳥 ○ ○

7 ﾀﾞｲｻｷﾞ Egretta alba 留鳥 ○ ○ ○

8 ﾁｭｳｻｷﾞ Egretta intermedia 夏鳥 ○ ○

9 ｺｻｷﾞ Egretta garzetta 留鳥 ○ ○ ○

10 ｱｵｻｷﾞ Ardea cinerea 留鳥 ○ ○ ○

11 ﾄｷ ｸﾛﾂﾗﾍﾗｻｷﾞ Platalea minor 冬鳥･旅鳥 ○ ○

12 ｶﾓ ｶﾓ ｺﾊｸﾁｮｳ Cygnus columbianus 冬鳥 ○

13 ﾂｸｼｶﾞﾓ Tadorna tadorna 冬鳥･旅鳥 ○ ○

14 ﾏｶﾞﾓ Anas platyrhynchos 冬鳥 ○ ○ ○

15 ｶﾙｶﾞﾓ Anas poecilorhyncha 留鳥 ○ ○ ○

16 ｺｶﾞﾓ Anas crecca 冬鳥 ○ ○

17 ﾄﾓｴｶﾞﾓ Anas formosa 冬鳥 ○ ○

18 ﾋﾄﾞﾘｶﾞﾓ Anas penelope 冬鳥 ○ ○

19 ｵﾅｶﾞｶﾞﾓ Anas acuta 冬鳥 ○ ○

20 ﾊｼﾋﾞﾛｶﾞﾓ Anas clypeata 冬鳥 ○ ○

21 ﾎｼﾊｼﾞﾛ Aythya ferina 冬鳥 ○ ○ ○

22 ｷﾝｸﾛﾊｼﾞﾛ Aythya fuligula 冬鳥 ○ ○ ○

23 ｽｽﾞｶﾞﾓ Aythya marila 冬鳥 ○ ○ ○

24 ﾀｶ ﾀｶ ﾐｻｺﾞ Pandion haliaetus 冬鳥 ○ ○ ○

25 ﾄﾋﾞ Milvus migrans 留鳥 ○ ○ ○

26 ｵｵﾀｶ Accipiter gentilis 留鳥 ○

27 ﾁｭｳﾋ Circus aeruginosus 冬鳥 ○ ○

28 ﾊﾔﾌﾞｻ ﾊﾔﾌﾞｻ Falco peregrinus 冬鳥 ○ ○

29 ﾁｮｳｹﾞﾝﾎﾞｳ Falco tinnunculus 冬鳥 ○ ○

30 ﾁﾄﾞﾘ ﾁﾄﾞﾘ ﾊｼﾞﾛｺﾁﾄﾞﾘ Charadrius hiaticula 冬鳥 ○

31 ｺﾁﾄﾞﾘ Charadrius  dubius 夏鳥 ○ ○

32 ｼﾛﾁﾄﾞﾘ Charadrius alexandrinus 留鳥 ○ ○

33 ﾒﾀﾞｲﾁﾄﾞﾘ Charadrius mongolus 旅鳥 ○

34 ﾑﾅｸﾞﾛ Pluvialis dominica fulva 旅鳥 ○

35 ﾀﾞｲｾﾞﾝ Pluvialis squatarola 冬鳥 ○ ○

36 ｹﾘ Microsarcops cinereus 留鳥 ○ ○ ○ ○

37 ｼｷﾞ ｷｮｳｼﾞｮｼｷﾞ Arenaria interpres 旅鳥 ○

38 ﾄｳﾈﾝ Calidris ruficollis 旅鳥 ○ ○

39 ﾊﾏｼｷﾞ Calidris alpina 冬鳥･旅鳥 ○ ○

40 ｻﾙﾊﾏｼｷﾞ Calidris ferruginea 迷鳥 ○

調査地点

ポイント
センサス

№ 目名 科名 種名 学名 渡り区分



 (2)

表 1-1(2) 鳥類確認種リスト（全調査） 

 

 

 

ライン
センサス

繁殖状況
調査

P1 P2 R3 -

41 ﾁﾄﾞﾘ ｼｷﾞ ｺｵﾊﾞｼｷﾞ Calidris canutus 旅鳥 ○ ○

42 ｵﾊﾞｼｷﾞ Calidris tenuirostris 旅鳥 ○ ○

43 ﾂﾙｼｷﾞ Tringa erythropus 旅鳥 ○

44 ｺｱｵｱｼｼｷﾞ Tringa stagnatilis 旅鳥 ○

45 ｱｵｱｼｼｷﾞ Tringa nebularia 旅鳥 ○ ○

46 ｷｱｼｼｷﾞ Heteroscelus brevipes 旅鳥 ○ ○ ○

47 ｲｿｼｷﾞ Actitis hypoleucos 留鳥 ○ ○ ○

48 ｿﾘﾊｼｼｷﾞ Xenus cinereus 旅鳥 ○ ○

49 ｵｸﾞﾛｼｷﾞ Limosa limosa 旅鳥 ○

50 ｵｵｿﾘﾊｼｼｷﾞ Limosa lapponica 旅鳥 ○ ○

51 ﾀﾞｲｼｬｸｼｷﾞ Numenius arquata 冬鳥･旅鳥 ○ ○

52 ﾎｳﾛｸｼｷﾞ Numenius madagascariensis 旅鳥 ○ ○

53 ﾁｭｳｼｬｸｼｷﾞ Numenius phaeopus 旅鳥 ○ ○ ○

54 ｶﾓﾒ ﾕﾘｶﾓﾒ Larus ridibundus 冬鳥 ○ ○ ○

55 ｾｸﾞﾛｶﾓﾒ Larus argentatus 冬鳥 ○ ○ ○

56 ｵｵｾｸﾞﾛｶﾓﾒ Larus schistisagus 冬鳥 ○ ○

57 ｶﾓﾒ Larus canus 冬鳥 ○ ○ ○

58 ｳﾐﾈｺ Larus crassirostris 冬鳥･旅鳥 ○ ○ ○

59 ｽﾞｸﾞﾛｶﾓﾒ Larus saundersi 冬鳥 ○ ○

60 ｸﾛﾊﾗｱｼﾞｻｼ Chlidonias hybrida 迷鳥 ○

61 ｺｱｼﾞｻｼ Sterna albifrons 夏鳥 ○ ○ ○ ○

62 ﾊﾄ ﾊﾄ ｷｼﾞﾊﾞﾄ Streptopelia orientalis 留鳥 ○ ○ ○ ○

63 ﾌﾞｯﾎﾟｳｿｳ ｶﾜｾﾐ ｶﾜｾﾐ Alcedo atthis 留鳥 ○

64 ｷﾂﾂｷ ｷﾂﾂｷ ｺｹﾞﾗ Dendrocopos kizuki 留鳥 ○

65 ｽｽﾞﾒ ﾋﾊﾞﾘ ﾋﾊﾞﾘ Alauda arvensis 留鳥 ○

66 ﾂﾊﾞﾒ ﾂﾊﾞﾒ Hirundo rustica 夏鳥 ○ ○ ○ ○

67 ｾｷﾚｲ ﾊｸｾｷﾚｲ Motacilla alba 冬鳥 ○ ○ ○

68 ｾｸﾞﾛｾｷﾚｲ Motacilla grandis 留鳥 ○ ○ ○

69 ﾋﾞﾝｽﾞｲ Anthus hodgsoni 冬鳥 ○

70 ﾋﾖﾄﾞﾘ ﾋﾖﾄﾞﾘ Hypsipetes amaurotis 留鳥 ○ ○ ○ ○

71 ﾓｽﾞ ﾓｽﾞ Lanius bucephalus 留鳥 ○ ○

72 ﾚﾝｼﾞｬｸ ｷﾚﾝｼﾞｬｸ Bombycilla garrulus 冬鳥 ○

73 ﾂｸﾞﾐ ｼﾞｮｳﾋﾞﾀｷ Phoenicurus auroreus 冬鳥 ○ ○

74 ｲｿﾋﾖﾄﾞﾘ Monticola solitarius 留鳥 ○ ○

75 ｼﾛﾊﾗ Turdus pallidus 冬鳥 ○ ○

76 ﾂｸﾞﾐ Turdus naumanni 冬鳥 ○ ○ ○

77 ｳｸﾞｲｽ ｵｵﾖｼｷﾘ Acrocephalus arundinaceus 夏鳥 ○ ○

78 ﾋﾀｷ ｵｵﾙﾘ Cyanoptila cyanomelana 夏鳥 ○

79 ｼｼﾞｭｳｶﾗ ﾔﾏｶﾞﾗ Parus varius 留鳥 ○

80 ｼｼﾞｭｳｶﾗ Parus major 留鳥 ○ ○

81 ﾒｼﾞﾛ ﾒｼﾞﾛ Zosterops japonicus 留鳥 ○ ○

82 ﾎｵｼﾞﾛ ｱｵｼﾞ Emberiza spodocephala 冬鳥 ○

83 ｱﾄﾘ ｶﾜﾗﾋﾜ Carduelis sinica 留鳥 ○ ○ ○ ○

84 ﾊﾀｵﾘﾄﾞﾘ ｽｽﾞﾒ Passer montanus 留鳥 ○ ○ ○ ○

85 ﾑｸﾄﾞﾘ ﾑｸﾄﾞﾘ Sturnus cineraceus 留鳥 ○ ○ ○ ○

86 ｶﾗｽ ｵﾅｶﾞ Cyanopica cyana 留鳥 ○

87 ﾊｼﾎﾞｿｶﾞﾗｽ Corvus corone 留鳥 ○ ○ ○ ○

88 ﾊｼﾌﾞﾄｶﾞﾗｽ Corvus macrorhynchos 留鳥 ○ ○ ○

89 帰化鳥類 ｶﾜﾗﾊﾞﾄ(ﾄﾞﾊﾞﾄ) Columba livia 留鳥 ○ ○ ○

29科 89種 - - 73種 74種 43種 10種

注 1)鳥類の分類は「日本鳥類目録 改定第６版」（日本鳥学会：2000）に従った。

　 2)渡り区分は「愛知県の野鳥」(愛知県　1983)に従ったが、一部の種については環境影響評価書と同様に区分を変更した。
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№ 目名 科名 種名 学名 渡り区分

調査地点

ポイント
センサス



 (3)

表 1-2(1) 鳥類確認種リスト（季節別） 

 

 

 

冬季 春季 夏季 秋季 通年 冬季 春季 夏季 秋季 通年 冬季 春季 夏季 秋季 通年

1 ｶｲﾂﾌﾞﾘ ｶｲﾂﾌﾞﾘ ﾊｼﾞﾛｶｲﾂﾌﾞﾘ 冬鳥 ○ ○ ○ ○

2 ｶﾝﾑﾘｶｲﾂﾌﾞﾘ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○

3 ﾍﾟﾘｶﾝ ｳ ｶﾜｳ 留鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

4 ｺｳﾉﾄﾘ ｻｷﾞ ｻｻｺﾞｲ 夏鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 ｱﾏｻｷﾞ 夏鳥 ○ ○ ○ ○ ○

6 ﾀﾞｲｻｷﾞ 留鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

7 ﾁｭｳｻｷﾞ 夏鳥 ○ ○ ○ ○

8 ｺｻｷﾞ 留鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

9 ｱｵｻｷﾞ 留鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 ｶﾓ ｶﾓ ｺﾊｸﾁｮｳ 冬鳥 ○ ○ ○

11 ﾂｸｼｶﾞﾓ 冬鳥･旅鳥 ○ ○ ○

12 ﾏｶﾞﾓ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

13 ｶﾙｶﾞﾓ 留鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

14 ｺｶﾞﾓ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○

15 ﾄﾓｴｶﾞﾓ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○

16 ﾋﾄﾞﾘｶﾞﾓ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

17 ｵﾅｶﾞｶﾞﾓ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

18 ﾊｼﾋﾞﾛｶﾞﾓ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

19 ﾎｼﾊｼﾞﾛ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

20 ｷﾝｸﾛﾊｼﾞﾛ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○

21 ｽｽﾞｶﾞﾓ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

22 ﾀｶ ﾀｶ ﾐｻｺﾞ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

23 ﾄﾋﾞ 留鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

24 ｵｵﾀｶ 留鳥 ○ ○

25 ﾁｭｳﾋ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○

26 ﾊﾔﾌﾞｻ ﾊﾔﾌﾞｻ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○

27 ﾁｮｳｹﾞﾝﾎﾞｳ 冬鳥 ○ ○

28 ﾁﾄﾞﾘ ﾁﾄﾞﾘ ﾊｼﾞﾛｺﾁﾄﾞﾘ 冬鳥 ○ ○ ○ ○

29 ｺﾁﾄﾞﾘ 夏鳥 ○ ○ ○ ○ ○

30 ｼﾛﾁﾄﾞﾘ 留鳥 ○ ○ ○ ○

31 ﾒﾀﾞｲﾁﾄﾞﾘ 旅鳥 ○ ○

32 ﾀﾞｲｾﾞﾝ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

33 ｹﾘ 留鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

34 ｼｷﾞ ｷｮｳｼﾞｮｼｷﾞ 旅鳥 ○ ○ ○ ○

35 ﾄｳﾈﾝ 旅鳥 ○ ○ ○

36 ﾊﾏｼｷﾞ 冬鳥･旅鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

37 ｻﾙﾊﾏｼｷﾞ 迷鳥 ○ ○ ○

38 ｵﾊﾞｼｷﾞ 旅鳥 ○ ○ ○ ○ ○

39 ｱｵｱｼｼｷﾞ 旅鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

40 ｷｱｼｼｷﾞ 旅鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○

41 ｲｿｼｷﾞ 留鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

42 ｿﾘﾊｼｼｷﾞ 旅鳥 ○ ○ ○ ○ ○

43 ｵｵｿﾘﾊｼｼｷﾞ 旅鳥 ○ ○ ○ ○ ○

44 ﾀﾞｲｼｬｸｼｷﾞ 冬鳥･旅鳥 ○ ○ ○ ○ ○

45 ﾎｳﾛｸｼｷﾞ 旅鳥 ○ ○

46 ﾁｭｳｼｬｸｼｷﾞ 旅鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

47 ｶﾓﾒ ﾕﾘｶﾓﾒ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

48 ｾｸﾞﾛｶﾓﾒ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

49 ｵｵｾｸﾞﾛｶﾓﾒ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○

50 ｶﾓﾒ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

51 ｳﾐﾈｺ 冬鳥･旅鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

52 ｽﾞｸﾞﾛｶﾓﾒ 冬鳥 ○ ○ ○

53 ｺｱｼﾞｻｼ 夏鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

54 ﾊﾄ ﾊﾄ ｷｼﾞﾊﾞﾄ 留鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

55 ｷﾂﾂｷ ｷﾂﾂｷ ｺｹﾞﾗ 留鳥 ○ ○

56 ｽｽﾞﾒ ﾋﾊﾞﾘ ﾋﾊﾞﾘ 留鳥 ○ ○

57 ﾂﾊﾞﾒ ﾂﾊﾞﾒ 夏鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

58 ｾｷﾚｲ ﾊｸｾｷﾚｲ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

59 ｾｸﾞﾛｾｷﾚｲ 留鳥 ○ ○ ○ ○

60 ﾋﾞﾝｽﾞｲ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○

ラインセンサス

P1
(事業実施区域西側護岸)

P2
(稲永公園)

R3
(空見緑地消失に伴う代替)

№ 目名 科名 種名
渡り
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ポイントセンサス



 (4)

表 1-2(2) 鳥類確認種リスト（季節別） 

 

 
冬季 春季 夏季 秋季 通年 冬季 春季 夏季 秋季 通年 冬季 春季 夏季 秋季 通年

61 ｽｽﾞﾒ ﾋﾖﾄﾞﾘ ﾋﾖﾄﾞﾘ 留鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

62 ﾓｽﾞ ﾓｽﾞ 留鳥 ○ ○ ○

63 ﾚﾝｼﾞｬｸ ｷﾚﾝｼﾞｬｸ 冬鳥 ○ ○ ○

64 ﾂｸﾞﾐ ｼﾞｮｳﾋﾞﾀｷ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○

65 ｲｿﾋﾖﾄﾞﾘ 留鳥 ○ ○ ○ ○

66 ｼﾛﾊﾗ 冬鳥 ○ ○

67 ﾂｸﾞﾐ 冬鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○

68 ｳｸﾞｲｽ ｵｵﾖｼｷﾘ 夏鳥 ○ ○

69 ﾋﾀｷ ｵｵﾙﾘ 夏鳥 ○ ○

70 ｼｼﾞｭｳｶﾗ ﾔﾏｶﾞﾗ 留鳥 ○ ○

71 ｼｼﾞｭｳｶﾗ 留鳥 ○ ○

72 ﾒｼﾞﾛ ﾒｼﾞﾛ 留鳥 ○ ○ ○ ○

73 ｱﾄﾘ ｶﾜﾗﾋﾜ 留鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

74 ﾊﾀｵﾘﾄﾞﾘ ｽｽﾞﾒ 留鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

75 ﾑｸﾄﾞﾘ ﾑｸﾄﾞﾘ 留鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

76 ｶﾗｽ ﾊｼﾎﾞｿｶﾞﾗｽ 留鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

77 ﾊｼﾌﾞﾄｶﾞﾗｽ 留鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

78 ｶﾜﾗﾊﾞﾄ(ﾄﾞﾊﾞﾄ) 留鳥 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

26科 78種 - 34種 33種 31種 33種 64種 43種 44種 30種 37種 67種 24種 18種 17種 19種 35種

注 1)鳥類の分類は「日本鳥類目録　改定第６版」（日本鳥学会：2000）に従った。

　 2)渡り区分は「愛知県の野鳥」(愛知県　1983)に従ったが、一部の種については環境影響評価書と同様に区分を変更した。

帰化鳥類
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１-２ 湿地に生息する鳥類の利用状況 

（１）出現種数及び出現個体数 

すべての現地調査の結果、確認された湿地に生息する鳥類の出現種数及び個体数を表

1-3 に示す。 

 

表 1-3 湿地に生息する鳥類の出現種数及び個体数 

 

 1月 4月 5月 6月 8月 9月 10月

ｻｷﾞ類 ｻｻｺﾞｲ 夏鳥 2 2

ｱﾏｻｷﾞ 夏鳥 2 2

ﾀﾞｲｻｷﾞ 留鳥 2 53 50 17 89 65 35 311

ﾁｭｳｻｷﾞ 夏鳥 2 2 1 1 6

ｺｻｷﾞ 留鳥 65 24 7 54 31 4 185

ｱｵｻｷﾞ 留鳥 67 10 36 22 80 80 57 352

種数 2 3 5 4 4 4 4 6

個体数 69 128 114 48 225 177 97 858

ｶﾓ類 ﾂｸｼｶﾞﾓ 冬鳥･旅鳥 2 2

ﾏｶﾞﾓ 冬鳥 600 42 41 38 12 718 532 1,983

ｶﾙｶﾞﾓ 留鳥 122 35 43 84 803 2,228 263 3,578

ｺｶﾞﾓ 冬鳥 24 56 140 472 692

ﾋﾄﾞﾘｶﾞﾓ 冬鳥 147 104 284 535

ｵﾅｶﾞｶﾞﾓ 冬鳥 2,774 37 17 4 64 1,728 4,624

ﾎｼﾊｼﾞﾛ 冬鳥 5 5

ｷﾝｸﾛﾊｼﾞﾛ 冬鳥 41 178 7 39 265

ｽｽﾞｶﾞﾓ 冬鳥 267 1,863 125 141 5 90 92 2,583

種数 9 7 4 4 4 5 7 9

個体数 3,991 2,322 230 271 831 3,245 3,417 14,267

ﾁﾄﾞﾘ類 ｺﾁﾄﾞﾘ 夏鳥 4 1 2 7

ｼﾛﾁﾄﾞﾘ 留鳥 28 11 5 1 12 105 162

ﾑﾅｸﾞﾛ 旅鳥 1 1

ﾀﾞｲｾﾞﾝ 冬鳥 49 150 178 2 157 49 316 901

ｹﾘ 留鳥 3 4 7

種数 2 3 4 4 3 1 2 5

個体数 77 165 187 9 170 49 421 1,078

ｼｷﾞ類 ﾄｳﾈﾝ 旅鳥 417 3 32 173 625

ﾊﾏｼｷﾞ 冬鳥･旅鳥 2,951 6,656 7,123 6 996 17,732

ｻﾙﾊﾏｼｷﾞ 迷鳥 3 3

ｺｵﾊﾞｼｷﾞ 旅鳥 2 2 4

ｵﾊﾞｼｷﾞ 旅鳥 5 24 30 59

ﾂﾙｼｷﾞ 旅鳥 1 1

ｺｱｵｱｼｼｷﾞ 旅鳥 1 1

ｱｵｱｼｼｷﾞ 旅鳥 21 4 43 95 2 165

ｷｱｼｼｷﾞ 旅鳥 26 3 25 54

ｲｿｼｷﾞ 留鳥 4 7 4 5 10 30

ｿﾘﾊｼｼｷﾞ 旅鳥 2 269 162 1 434

ｵｸﾞﾛｼｷﾞ 旅鳥 1 1

ｵｵｿﾘﾊｼｼｷﾞ 旅鳥 46 79 9 17 151

ﾀﾞｲｼｬｸｼｷﾞ 冬鳥･旅鳥 24 2 4 9 5 44

ﾎｳﾛｸｼｷﾞ 旅鳥 3 4 6 6 19

ﾁｭｳｼｬｸｼｷﾞ 旅鳥 431 1 22 18 472

種数 3 3 10 3 11 13 9 16

個体数 2,979 6,704 8,111 7 367 402 1,225 19,795

種数 16 16 23 15 22 23 22 36

個体数 7,116 9,319 8,642 335 1,593 3,873 5,160 35,998

注 1)鳥類の分類は「日本鳥類目録　改定第６版」（日本鳥学会：2000）に従った。

　 2)渡り区分は「愛知県の野鳥」(愛知県　1983)に従ったが、一部の種については環境影響評価書と同様に

     区分を変更した。

総計

分類

小計

小計

合計
調査月

渡り区分種名

小計

小計
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（２）出現環境及び出現環境 

各グループの出現場所と海域における出現環境の個体数比率を図 1-1 に示す。また、各グ

ループ別の出現状況を図 1-2 に示す。 

なお、出現環境については、海域、陸域、上空（陸上と海上を含む）に区分した。さらに海域

については、「干潟・磯場（干潮時に出現する干潟や汀線の磯）」、「導流堤（庄内川と新川を

仕切る背割堤）」、「海面」、「他（埠頭にある杭や停泊する船やフロート等）」に区分した。 

 

ア サギ類 

サギ類は大部分が海域（90.8％）で確認され、海域での出現環境は干潟・磯場が最も多く、

次いで導流堤、海面であった。 

陸域での確認は少なく、岸壁や草地で採餌するダイサギ 4 個体とアオサギが 1 個体確認さ

れたのみであった。 

上空では、アマサギ、ダイサギ、コサギ、ササゴイ、アオサギが確認され、アオサギ（22 個体

の群れを 1 回確認）を除けば、いずれも単独から数個体の群れの飛翔であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1(1) 主な出現場所と出現環境の個体数比率（サギ類） 
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イ カモ類 

カモ類はそのほとんどが海域（99.0％）で確認され、残りは上空と陸域であった。海域での

出現環境は大半が海面で、次いで干潟・磯場、導流堤の順であった。陸上での確認は少なく、

岸壁で休息するマガモ 2 個体とカルガモの群れ（21 個体）が確認されたのみであった。上空

ではマガモ、カルガモ、コガモ、ヒドリガモ、オナガガモ、スズガモが確認され、その大部分が

海上での確認であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1(2) 主な出現場所と出現環境の個体数比率（カモ類） 

 

ウ チドリ類 

チドリ類はその大部分が海域（92.0％）で確認され、残りは上空と陸域であった。海域での

出現環境は大半が干潟・磯場で、次いで導流堤の順であった。陸域で確認されたのは草地

で休息するケリのみであった。上空ではコチドリ、シロチドリ、ダイゼン、ケリが確認され、ダイ

ゼン（50 個体の群れを 1 回確認）以外は、単独から数個体の群れであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1(3) 主な出現場所と出現環境の個体数比率（チドリ類） 
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エ シギ類 

シギ類はその大半が海域（74.5％）と上空（25.4％）で確認され、陸域では岸壁で採餌する

アオアシシギ 4 個体が確認されただけであった。海域での出現環境は大半が干潟・磯場で、

次いで導流堤の順であった。 

上空ではトウネン、ハマシギ、オバシギ、アオアシシギ、キアシシギ、イソシギ、ソリハシシギ、

オオソリハシシギ、ダイシャクシギ、チュウシャクシギが確認された。確認の大部分は海上であ

った。確認種のうち、ハマシギは 10～150 個体の群れだけでなく、600～1,600 個体の非常に

大きな群れが何度か確認された。その他の種は単独から少数の群れの確認であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-1(4) 主な出現場所と出現環境の個体数比率（シギ類） 
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図 1-2(1) 湿地に生息する 

鳥類の出現状況（サギ類） 
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図 1-2(2) 湿地に生息する 

鳥類の出現状況（カモ類） 
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図 1-2(3) 湿地に生息する 

鳥類の出現状況（チドリ類） 
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図 1-2(4) 湿地に生息する 

鳥類の出現状況（シギ類） 



 (13)

（３）行動内容 

各グループ別の海域での環境別の主な行動内容、陸域での主な行動内容を図 1-3 に示

す。 

 

ア サギ類 

海域では、干潟・磯場を主に採餌及び休息場所として利用し、導流堤は休息場所として利

用していることが多かった。また海面は潮が満ちてきた干潟を含んでおり、大部分が採餌場

所として利用されていた。陸域の利用は少なかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3(1) 環境別の主な行動内容（サギ類） 

 

イ カモ類 

海域では、海面と干潟・磯場を採餌場所として利用し、干潟・磯場、導流堤、海面のいずれ

も休息場所として利用していた。特に導流堤で確認されたのは、ほとんどが休息中の個体で

あった。陸域の利用はわずかであり、構造物上で休息するマガモ 2 個体とカルガモの群れ

（21 個体）が確認されたのみであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3(2) 環境別の主な行動内容（カモ類） 
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ウ チドリ類 

海域では大部分が干潟・磯場での確認であり、その利用状況も採餌もしくは採餌・休息が

大半を占めた。導流堤はほとんどが休息場所として利用されていた。陸域の利用はごくわず

かであり、草地でケリ 4 個体が確認されたのみであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3(3) 環境別の主な行動内容（チドリ類） 

 

エ シギ類 

海域では大部分が干潟・磯場での確認であり、その利用状況も採餌もしくは採餌・休息が

大半を占めた。導流堤はほとんどが休息場所として利用されていた。陸域の利用は岸壁で採

餌するアオアシシギ 4 個体が確認されたのみであった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3(4) 環境別の主な行動内容（シギ類） 
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（４）行動パターン 

ア 時間帯による変化 

サギ類、カモ類、チドリ類、シギ類の出現状況を早朝、昼間、夕刻の時間帯別に整理し、図

1-4 に示す。 

各時間帯別の出現個体数ではサギ類は夕刻、カモ類は昼間の数値が若干高いが、極端

に大きな差はみられなかった。 

チドリ類は各時間帯では個体数にほとんど差はみられなかった。 

シギ類は、昼間の個体数が 9,662 個体と最も多く、早朝が 7,746 個体、夕刻が 2,387 個体

であった。昼間及び早朝に個体数が多い原因はハマシギによるもので、渡りの途中に干潟で

採餌や休息したり、導流堤で休息したりする一時的な利用が確認されたためである。 

以上のように時間帯別出現状況は各グループで多少異なる結果となったが、早朝及び夕

刻に調査対象区域の陸域を集団でねぐらにしているような行動は全く確認されなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-4 グループ別の時間帯別出現状況（個体数） 
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イ 潮汐による変化 

各グループの出現状況を満潮時、干潮時別に整理し、図 1-5 に示す。また、潮汐状況別

の各グループの確認地点を図 1-6 に示した。 

なお、調査期間中の満潮時、干潮時の回数は異なっており（満潮時：13 回、干潮時：8 回）、

同一条件とするため、平均個体数（満潮時、干潮時の各個体数合計／満潮時、干潮時の各

回数）を算出し、比較した。 

満潮時には、各グループの多くは庄内川河口部の導流堤や庄内川堤防付近で休息し、

干潮時は出現した干潟に広がって採餌しているのが確認された。なお、満潮時に事業予定

地内の陸域において、カルガモ（上空飛翔）、アオサギ（上空飛翔）、コチドリ（上空飛翔）、ケ

リ（予定地内の草地）が確認されたが、まとまった群れが休息地として利用している様子はみ

られなかった。 

グループ別でみると、シギ類及びカモ類は満潮時に比べ干潮時の平均個体数が増加した。

これは干潮時に出現した干潟に、庄内川河口や堤防で休息していた群れだけでなく、他の

場所で休息していた群れも、採餌のために飛来してきたためと推測される。なお、ギ類とチド

リ類は満潮時に比べて、干潮時の平均個体数に大きな差はみられなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-5 グループ別の潮汐状況出現状況（平均個体数） 
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図 1-6(1) 湿地に生息する鳥類の 

潮汐による変化（満潮時） 
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図 1-6(2) 湿地に生息する鳥類の 

潮汐による変化（干潮時） 
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１-３ 重要な種の確認位置 

現地調査で確認された重要な種（21 種）の確認位置図を図 1-7 に示す。 

なお、現地調査では 22 種が重要な種として確認された。しかしながら、ケリについては、調査

を実施した平成 23 年時点の『レッドリスト 鳥類』（環境省：2006 年 12 月）では重要な種に指定

されておらず、『レッドリスト 鳥類』（環境省：2012 年 08 月）で新たに指定された種であるため、

対象外とした。 
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  図 1-7(1) 重要な動物種の確認地点図 

（チュウサギ） 
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  図 1-7(2) 重要な動物種の確認地点図 

（クロツラヘラサギ） 
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   図 1-7(3) 重要な動物種の確認地点図 

（ツクシガモ） 
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  図 1-7(4) 重要な動物種の確認地点図 

（トモエガモ） 
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  図 1-7(5) 重要な動物種の確認地点図 

（ミサゴ） 
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   図 1-7(6) 重要な動物種の確認地点図 

（オオタカ） 
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   図 1-7(7) 重要な動物種の確認地点図 

（チュウヒ） 
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   図 1-7(8) 重要な動物種の確認地点図 

（ハヤブサ） 
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   図 1-7(9) 重要な動物種の確認地点図 

（シロチドリ） 
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   図 1-7(10) 重要な動物種の確認地点図 

（メダイチドリ） 
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   図 1-7(11) 重要な動物種の確認地点図 

（ダイゼン） 
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   図 1-7(12) 重要な動物種の確認地点図 

（ハマシギ） 
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   図 1-7(13) 重要な動物種の確認地点図 

（コオバシギ） 



 (33)

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   図 1-7(14) 重要な動物種の確認地点図 

（オバシギ） 
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   図 1-7(15) 重要な動物種の確認地点図 

（ツルシギ） 
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   図 1-7(16) 重要な動物種の確認地点図 

（オグロシギ） 
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   図 1-7(17) 重要な動物種の確認地点図 

（オオソリハシシギ） 
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   図 1-7(18) 重要な動物種の確認地点図 

（ダイシャクシギ） 
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   図 1-7(19) 重要な動物種の確認地点図 

（ホウロクシギ） 
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   図 1-7(20) 重要な動物種の確認地点図 

（ズグロカモメ） 
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   図 1-7(21) 重要な動物種の確認地点図 

（コアジサシ） 
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２ 温室効果ガス 

２-１ 項  目 

建設機械の稼働及び工事関連車両の走行に伴い発生する温室効果ガス（二酸化炭素、

メタン、一酸化二窒素）の発生量とした。 

 

２-２ 算出方法 

算出方法は、環境影響評価書(H18)と同様、「事業者からの温室効果ガス排出量算定方法ガ

イドライン（試案 ver1.6）」（平成 15 年 7 月 環境省地球環境局）に基づく方法とし、温室効果ガ

ス発生量の算出式は次式を用いた。 

 

【算出式】 

[温室効果ガス排出量]   ＝ Σ{[活動区分毎の活動量]×[活動区分毎の排出係数]} 

[温室効果ガス総排出量] ＝ Σ{[各温室効果ガス排出量]×[地球温暖化係数]} 

 

２-３ 算出条件 

（１）活動区分 

活動区分は、建設機械の稼働及び工事関連車両の走行とした。 

 

（２）活動量の算出 

ア 建設機械の稼働に伴う活動量 

建設機械の稼働に伴う活動量については燃料消費量とし、次式から算出した。なお、稼働

時間については、実際は建設機械によって異なるが、工事区域内に存在している間はすべ

ての時間で稼働している最大稼働の想定とし、一律 8 時間（午前 8 時～正午、午後 1 時～午

後６時）に設定した。 

また、活動量の算出に採用した各パラメータを表 2-1 に示す。 

 

【算出式】 

建設機械の稼働に伴う活動量（L） 

 ＝ 定格出力(kW)×燃料消費量(L/kW・h)×稼働時間(h：時間)×延べ台数(台) 

 

 

 

資料２．温室効果ガス（工事中）の算出 
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表 2-1 活動量の設定（工事中：建設機械） 

 

 

 

 

 

工種

定格出力

(kW)

原動機

燃料消費率

(L/kW・h)

稼働時間

(時間)

延べ

稼働台数

(台)

SCPマシン (ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ40～45t) 114 0.089 8 82

　高周波ﾊﾞｲﾌﾞﾛ(SCP) (起振力245.2(25t･ﾋﾟｽﾄﾝ式)) 162 0.308 8 82

　発電機（SCP） (300kVA) 248 0.170 8 82

ｱｽﾌｧﾙﾄﾌｨﾆｯｼｬｰ (ﾎｲﾙ型3.0～8.5m) 112 0.152 8 105

ｸﾛｰﾗｸﾚｰﾝ (油圧駆動50～55t) 132 0.089 8 2,306

ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車 (ﾌﾞｰﾑ式115～125m3/h) 265 0.078 8 0

ﾀｲﾔﾛｰﾗｰ (8～20t) 71 0.100 8 378

ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸ (普通･10t) 246 0.050 － 19,850

ﾄﾗｸﾀｼｮﾍﾞﾙ (普通･1.2m3) 62 0.153 8 595

ﾄﾚｰﾗ (ｾﾐ･40t) 382 0.075 － 1,256

ﾊﾞｯｸﾎｳ (ｸﾛｰﾗ型･0.8m3) 104 0.175 8 3,276

ﾊﾞｯｸﾎｳ (ｸﾛｰﾗ型･0.4m3) 64 0.175 8 6,989

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ (普通･21t) 152 0.175 8 703

ﾛｰﾄﾞﾛｰﾗｰ (13～14t･ﾏｶﾀﾞﾑ) 56 0.108 8 856

生ｺﾝ車 (4.4～4.5m3) 213 0.059 － 19,888

大型ﾌﾞﾚｰｶｰ (0.8m3ﾊﾞｯｸﾎｳ相当とする) 104 0.175 8 80

杭打ち機(SMW) (500～600mm･60～65t吊) 157 0.521 8 801

　発電機(SMWﾌﾟﾗﾝﾄ) (100kVA) 92 0.170 8 767

杭打ち機(ﾊﾞｲﾌﾞﾛ) (起振力156.9(16t･ﾋﾟｽﾄﾝ式)) 88 0.308 8 24

杭打ち機(既製杭) (90kW･400～1200mm) 157 0.521 8 108

　発電機(既製杭ﾌﾟﾗﾝﾄ) (125kVA) 117 0.170 8 108

パワーブレンダー (ベースマシン：ﾊﾞｯｸﾎｳ 1.0m3  クローラ型0.8m3) 116 0.175 8 32

空気圧縮機 (可搬式・ｽｸﾘｭｰ・ｴﾝｼﾞﾝ掛・排ガス１次対策 吐出量20-21m3/min) 152 0.189 8 18

発動発電機 (ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ駆動  300kVA) 248 0.17 8 18

ベルトコンベア (ｴﾝｼﾞﾝ駆動) 2.6 0.293 8 18

スタビライザ (路床改良用  処理幅 2.0ｍ処理深さ1.2ｍ) 279 0.111 8 22

ﾓｰﾀｰｸﾞﾚｰﾀﾞ (油圧式  ブレード幅 4.9ｍ) 206 0.108 8 106

油圧バイブロハンマー (油圧式・可変超高周波型・排ガス対策１次 最大起振力473.7kN) 224 0.308 8 19

不整地運搬車 (クローラ型・油圧ﾀﾞﾝﾌﾟ式・排ガス対策（１次）) 298 0.158 8 11

ボーリングマシーン (油圧式 19kW級) 19 0.151 8 22

発電機 (ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ駆動  125kVA) 117 0.17 8 133

発電機 (ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ駆動  125-150kVA) 134 0.17 8 25

発電機 (ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ駆動  250kVA) 235 0.17 8 23

発電機 (ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ駆動  300kVA) 248 0.17 8 17

発電機 (ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ駆動  600kVA) 514 0.17 8 255

高圧コンプレッサー 15m3/分(可搬式・ｽｸﾘｭｰ・ｴﾝｼﾞﾝ掛・排ガス１次対策 吐出量17m3/min) 115 0.189 8 14

ﾗﾌﾃﾚｰﾝｸﾚｰﾝ (油圧伸縮ジブ型･25t) 193 0.103 8 2,051

ﾄﾗｯｸｸﾚｰﾝ (油圧伸縮ジブ型･200t) 309 0.044 8 157

ｸﾚｰﾝ装置付ﾄﾗｯｸ (10t,吊能力2.9t) 242 0.050 8 1,504

ﾄﾚｰﾗ (ｾﾐ･20t) 235 0.075 － 473

ﾄﾗｯｸ (普通･11t) 257 0.050 － 12,127

ｺﾝｸﾘｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟ車 (ﾌﾞｰﾑ式40～45m3/h) 118 0.078 8 1,064

　※1 定格出力および原動機燃料消費率は、環境影響評価書(H18)と同様、（社）日本建設機械化協会「建設機械等損料表　平成17年度版」より作成。

　※2 １日当たりの稼働時間は、午前8時～正午、午後1時～午後5時までの8時間とした。

　※3 延べ台数は、聞き取りによる。

建設機械名

土

木

・

建

築

工

事

電

気

工

事

機

械

工

事
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イ 工事関連車両の走行に伴う活動量 

工事関連車両の走行に伴う活動量については走行距離とし、次式から算出した。 

なお、通勤車両は小型車、それ以外の工事関連車両を大型車に設定した。また、走行距

離については、環境影響評価書(H18)と同様、小型車は事業予定地周辺から往復 10km、そ

れ以外の工事関連車両は往復 40km に設定した。また、工事関連車両の延べ台数を表 2-2

に示す。 

 

【算出式】 

工事関連車両の走行に伴う活動量（km） 

 ＝ 工事関連車両の走行台数(台)×１台当たりの走行距離(km) 

 

 

表 2-2 工事関連車両の延べ台数 

車  種 
延べ台数 

（台） 

大型車 2,961,440 

小型車   988,950 

 

 

ウ 排出係数 

排出係数については、環境影響評価書(H18)と同様、「事業者からの温室効果ガス排出量

算定方法ガイドライン（試案 ver1.6）」（平成 15 年 7 月 環境省地球環境局）及び「窒素酸化

物総量規制マニュアル（増補改訂版）」（平成 7 年 9 月 公害研究対策センター）を基に、表

2-3 に示すとおり設定した。 

 

 

表 2-3 排出係数  

活動区分 二酸化炭素 メ  タ  ン 一酸化二窒素 

建設機械の稼働 軽油の使用 2.624 kgCO2/L 0 kgCH4/L  0 kgN2O/L 

工事関連車両の走行 

大型車 1.427 kgCO2/km 0.000015 kgCH4/km 0.000025 kgN2O/km

小型車 0.142 kgCO2/km 0.000011 kgCH4/km 0.000022 kgN2O/km

 

 



 (44)

エ 地球温暖化係数 

地球温暖化係数については、環境影響評価書(H18)と同様、「事業者からの温室効果ガス

排出量算定方法ガイドライン（試案 ver1.6）」（平成 15 年 7 月 環境省地球環境局）を基に、

表 2-4 に示すとおり設定した。 

 

 

表 2-4 地球温暖化係数  

温室効果ガス 地球温暖化係数 

二酸化炭素   1 

メ  タ  ン  21 

一酸化二窒素 310 

 

 

２-４ 算出結果 

建設機械の稼働及び工事関連車両の走行に伴い発生する温室効果ガス発生量の算出結

果を表 2-5 に示す。 

 

 

表 2-5 温室効果ガスの発生量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建設機械の稼働 軽油の使用 3,229,634 L/工事期間 8,474,560 kgCO2/L 0 kgCH4/L 0 kgN2O/L

大型車 2,961,440 km/工事期間 4,080,864 kgCO2/km 44 kgCH4/km 74 kgN2O/km

小型車 988,950 km/工事期間 140,431 kgCO2/km 11 kgCH4/km 22 kgN2O/km

12,695,855 kgCO2/工事期間 55 kgCH4/工事期間 96 kgN2O/工事期間合計

活動量
排出量

二酸化炭素 メタン 一酸化二窒素

工事関連車両

の走行

活動区分


